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検討会設置の目的・検討事項・概要 

 

１．検討会設置の背景と目的 

平成 26 年中における全国の救急業務の実施状況をみると、救急自動車による救急

出動件数は 598万 4,921件（前年比 6万 9,238件、1.2％増）、搬送人員は 540万 5,917

人（前年比 5 万 9,830 人、1.1％増）となり、出動件数、搬送人員ともに過去最多を

更新した。また、出動件数の増加に伴い、病院収容所要時間（119番通報から病院等

に収容するのに要した時間）も年々増加している。過去最長であった平成 25年の 39.3

分から 0.1分延伸し、平成 26年は 39.4分となった。 

今後も更なる救急需要の増大が見込まれる中、消防庁では引き続き救急業務を取り

巻く諸課題やその対応策を検討し、必要な取組を実施することが求められている。今

年度の検討会では、緊急に対応が必要な傷病者が発生した場合、消防機関以外の救急

救命士がただちに迅速な救急救命処置を開始し、適切に消防の救急に引き継ぐことで、

救命率が向上する等、社会的な利益があると考えられるため、消防機関以外の救急救

命士の活用の可能性について検討を行った。また、救急出動件数が増加傾向にある中、

限りある搬送資源を緊急性の高い事案に優先して投入するために、救急車の適正利用

を更に進めていく必要があるため、転院搬送の適正化や、頻回利用者対策について検

討を行うこととした。 

さらに、平成 26 年度に「救急業務に携わる職員の教育のあり方に関するワーキン

ググループ」で検討された指導救命士の養成に係るテキストの作成や「緊急度判定体

系の普及ワーキンググループ」で検討された社会全体への緊急度判定体系の普及の促

進など、さらに具体的な検討を要する項目もある。 

この他にも、個別事案の分析による搬送時間延伸の要因解決や、蘇生ガイドライン

改訂への対応・救急隊の編成基準の見直しに伴う応急処置の範囲等の検討、2020 年

東京オリンピック・パラリンピック競技大会への対応など、救急業務を取り巻く諸課

題を検討するため、「救急業務のあり方に関する検討会」（以下、「検討会」という。）

（座長：山本保博 東和病院院長）を設置し、計 4回の検討会を開催した。 

なお、検討会における検討項目のうち、「緊急度判定体系の普及」「救急業務に携わ

る職員の教育のあり方」「蘇生ガイドライン改訂への対応・救急隊の編成基準の見直

しに伴う応急処置の範囲等の検討」については、検討会の下にワーキンググループを

設置し、必要な検討を行った。 
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図表 1 平成 27 年度救急業務のあり方に関する検討会 主要検討項目 

 高齢化の進展等を背景として救急需要が増大し、病院収容時間が延伸する一方、
救急隊の増加には限界があり、今後、救急業務を安定的かつ持続的に提供していくためには、
① 限りある社会資源を賢く活用し、公正に配分するとともに、
② 救急業務の質の向上を通して適切なサービスを提供し、救命率の向上を図る

ことが必要。

以上①②の目標を達成するため、以下の事項について検討を行う。

 社会資源の有効活用の視点から、消防機関外の
資源の活用を推進するとともに、関係機関との連
携を強化する。

 消防機関内部で救急業務の質の向上に向けた
取組を推進し、適切なサービスを提供する。

目標①関連 目標②関連

Ⅰ．消防機関以外の救急救命士の活用
消防機関に属しない救急救命士が、救急隊に引き継ぐまで
の処置等を担う仕組みを検討

Ⅱ．救急車の適正利用の推進
限りある搬送資源を、緊急性の高い事案に優先して投入
するため、救急車の適正利用を推進

Ⅲ．緊急度判定体系の普及 （ＷＧ設置）

社会全体へ緊急度判定体系の普及を促進し、救急医療資

源を有効活用することにより、緊急性の高い傷病者を確実
に搬送

Ⅳ．個別事案の分析による、搬送時間延伸の
要因の解決
精神疾患、独居高齢者の搬送等、現場対応が困難な事

例について個別に調査分析

Ⅴ．救急業務に携わる職員の教育 （ＷＧ設置）

指導救命士の養成に係るテキストの完成

Ⅵ．蘇生ガイドラインの改訂への対応（ＷＧ設置）
一般市民･救急隊･通信指令員が行う応急処置等に関する
各種要領等の改訂

Ⅶ．２０２０年東京オリンピック・パラリンピック
競技大会への対応
外国人対応や熱中症対策等に関する課題について詳細
な実態調査に着手し、具体的な方策について取りまとめる

新規

継続

継続

新規

新規

新規

継続
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２．検討事項 

本検討会では、以下の 7つの項目について検討を行った。 

○ 消防機関以外の救急救命士の活用 

 ・消防機関に属しない救急救命士が、救急隊に引き継ぐまでの処置等を担う 

仕組みを検討 

○ 救急車の適正利用の推進 

・限りある搬送資源を、緊急性の高い事案に優先して投入するため、救急車 

の適正利用を推進 

○ 緊急度判定体系の普及 （ＷＧ設置） 

 ・社会全体へ緊急度判定体系の普及を促進し、救急医療資源を有効活用する 

ことにより、緊急性の高い傷病者を確実に搬送 

○ 個別事案の分析による、搬送時間延伸の要因の解決 

 ・精神疾患、独居高齢者の搬送等、現場対応が困難な事例について個別に調 

査分析 

○ 救急業務に携わる職員の教育（ＷＧ設置） 

 ・指導救命士の養成に係るテキストの完成 

○ 蘇生ガイドラインの改訂への対応・ 

救急隊の編成基準の見直しに伴う応急処置の範囲等の検討（ＷＧ設置） 

 ・一般市民･救急隊･通信指令員が行う応急処置等に関する各種要領等の改訂 

 ・地方分権改革閣議決定に伴う救急隊の編成基準の見直し 

○ 2020年東京オリンピック・パラリンピック競技大会への対応 

 ・外国人対応や熱中症対策等に関する課題についての調査・分析 

 

また、各ワーキンググループでは、救急業務に携わる職員の教育のあり方、緊急度

判定体系の普及並びに蘇生ガイドラインの改訂への対応について検討を行った。 

○ 指導救命士ワーキンググループ 

 ・指導救命士の養成に係るテキストの完成 

○ 救急蘇生ワーキンググループ 

・「救急蘇生法の指針（市民用）」の改訂に基づいた対応 

・地方分権改革閣議決定に伴う救急隊の編成基準の見直しに当たり、 

消防職員以外の者が行う応急処置の範囲と必要な教育訓練内容の検討 

○ 緊急度判定体系の普及ワーキンググループ 

・社会全体へ緊急度判定体系の普及の促進等 
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なお、上記の各項目に係る検討内容を踏まえ、全国の都道府県消防防災主管部局、

都道府県衛生主管部局、消防本部に対しアンケートによる実態調査を行った。 

 

図表 2 対象別 「救急救命体制の整備・充実に関する調査」調査項目 

 
消防と医療

の連携 

消防機関以外

の救命士 

蘇生ガイド

ライン改訂 

救急車の 

適正利用 

救急業務に 

係る教育 

個別事案

の分析 

緊急度判定

体系の普及 

ｵﾘﾝﾋﾟｯｸ 

ﾊﾟﾗﾘﾝﾋﾟｯｸ 

都道府県 

消防防災主管部局 
○  － － － － ○  

都道府県 

衛生主管部局 
○  － － － － ○ － 

消防本部 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 
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３．各検討事項の概要  

（１）消防機関以外の救急救命士の活用（第１章） 

病院前救急医療の担い手として平成３年の法整備により誕生した救急救命士

は、平成 27年４月末時点で５万人を超えたが、このうち約 35％は消防機関に属

していない。救急需要が増大する中、緊急に対応が必要な傷病者が発生した場合、

消防機関以外の救急救命士が直ちに迅速な救急救命処置を開始し、適切に消防の

救急に引き継ぐことで、救命率が向上する等、社会的な利益があると考えられる。

そのため、今年度の検討会では、消防機関以外の救急救命士の活用の可能性につ

いて、消防機関と連携する事案が多く発生すると想定される場面を中心に検討を

行うとともに、消防機関以外の救急救命士を活用する際に確保すべき条件につい

て検討する中で、救急救命士の活用が期待される場面について、より幅広い観点

から議論を行った。 

消防機関以外の救急救命士の活用が期待される場面としては、第一に、地域包

括ケアシステムを担う多職種連携の中に救急救命士が加わることが考えられ、日

常的な見守りや応急手当の普及、救急搬送の支援等が期待される。また、病院救

急車等への乗車も考えられる。第二に、大規模施設・大規模イベント等での活用

が想定される。救急車が到着してから救急隊が傷病者に接触するまでの間に、大

規模施設・大規模イベント会場等の各所に配置された救急救命士が、傷病者の発

生後ただちに駆けつけ、迅速に処置を行い救急隊に引き継ぐことで、救急救命処

置が迅速に開始できるほか、場合によっては医療機関へ搬送を開始するまでの時

間が短縮できる可能性もあると考えられる。第三に、非常備消防地域の市町村に

おいて役場職員等が医療機関への搬送を行う、いわゆる「役場救急」において、

より適切な搬送サービスを提供するための活用が考えられる。このように、全国

的な救命率の向上を図る観点から、専門教育を受け、救急救命処置等について高

度な技術を有する消防機関以外の救急救命士の活躍が期待される。 

消防機関に対する実態調査からは、消防機関以外の救急救命士の活用により、

救命率・社会復帰率の向上や現場滞在時間の短縮に関する効果への期待が高いこ

とが分かった。消防機関以外の救急救命士を活用するに当たっては、地域や活用

場面に関わらず、救急救命士の救急救命処置に対する医師のコントロール下での

質の担保、消防機関との適切な連携体制の確保、事後検証体制の確保など救急救

命士の質の確保、地域 MC 協議会におけるプロトコルの共有・調整が必要と考え

られる。また、在宅療養等の場面を含む様々な場面で消防機関以外の救急救命士

を活用する場合に確保すべき条件については、今後、救急救命士の活用により期

待される効果を関係者間で幅広に議論する中で、地域ごと、活用場面ごとに確保

すべき特有の条件もあわせて検討することが望まれる。 

また、消防機関以外の救急救命士の活用に当たっては、既に構築された MC協

議会の枠組を活用して救急救命士の活動を支えることも考えられる。その際には、
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MC 協議会の体制の充実も必要となることから、MC協議会の設置目的等を含む MC

協議会の位置づけ（条例、規則等）の再整理、事後検証体制の一層の確保など救

急救命士の質の確保、MC協議会に従事する医師が MC協議会に関する業務を集中

して行うことができる環境の整備、消防機関以外の救急救命士を雇用する事業主

の責任とＭＣ協議会に対する費用負担のあり方、消防機関以外の救急救命士が活

動する際の消防機関との連携のあり方等についても関係者間で議論していくこ

とが期待される。 

 

（２）救急車の適正利用の推進（第２章） 

救急出動件数が増加傾向にある中、限りある搬送資源を緊急性の高い事案に確実

に投入するために、救急車の適正利用を更に進めていくことが必要である。 

今年度は、頻回利用者への対応方策、転院搬送における救急車の適正利用の促進

を図る方策、消防機関の救急車以外の搬送資源の活用について検討し、検討の参考

とするため、海外事例調査及び消防機関に対する実態調査を行った。 

頻回利用者については、消防機関への調査において、特に効果のある対策として、

「家族、親族への説明と協力要請」、「保健福祉部局や医師による説得」、「関係機関

との対策会議、情報共有」が挙げられた。頻回利用者については、個別の事案ごと

に頻回利用に陥る事情は様々であり、事案の性質に応じた対策が必要とされるため、

日頃から地域の医療機関や保健福祉部局等、関係者と情報交換を行い、それぞれの

事案について効果的な対策を検討しておくなど、きめ細かな取組が必要である。 

転院搬送については、全救急出動件数の１割弱を占め、全体の救急搬送件数に与

える影響が大きく、平成 27 年 6 月に全国消防長会から適正化の要望があった。同

年 2月に全国消防長会が消防本部に対して実施したアンケート調査では、転院搬送

に関して、「管轄区域外への転院搬送」、「医師・看護師等の同乗要請に関する協力

度」、「緊急性のない転院搬送（検査目的や下り搬送等）」等が問題意識として挙げ

られた。 

消防庁は、厚生労働省と連携して、救急業務として行う転院搬送について定めた

ガイドラインの作成を行い、都道府県及び各消防本部に示す必要がある。そのうえ

で、各地域において、関係者間で十分に議論し、合意形成を行った上で、地域の実

情に応じたルール化を行うことなどにより、転院搬送における救急車の適正利用を

推進することが期待される。 

消防機関の救急車以外の搬送資源については、消防機関が認定する患者等搬送事

業者や、医療機関が保有する患者等搬送車（いわゆる病院救急車）が挙げられ、緊

急性のない傷病者の移動や転院搬送に活用されることが期待される。また、地域包

括ケアシステムを構築していく中で、自治体が患者等搬送事業者と連携し、地域の

病院への転院搬送に活用し、在宅療養している市民の医療を可能な限り地域内で完

結させるような取組が推進されているため、こうした場面においても患者等搬送事
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業者等を積極的に活用していくことが期待される。 

救急業務の一部有料化については、消防本部へのアンケートの中で、生活困窮者

等が救急要請を躊躇するのではないか、有料・無料の区別・判断が難しい、傷病者

とのトラブルが増加するのではないか、料金徴収等に係る事務的負担が増加するの

ではないかなど、様々な懸念事項が挙げられた。仮に救急業務の一部有料化を導入

しようとする際には、料金徴収の対象者の範囲をどうするか、対象者の決定には医

師による判断が必要ではないか、料金の額や徴収方法をどうするか等、多くの課題

について、国民的な議論の下で検討し、そのコンセンサスを得なければならず、救

急業務の一部有料化については、引き続き慎重な議論が必要であり、まずは、救急

電話相談事業の普及や転院搬送の適正化などの救急車の適正利用の推進等、直ちに

取り組むべき対策を実施すべきである。また、傷病程度の分類項目名については、

現行の分類項目が初診時の診断において必要とされる入院加療の程度を示したも

のであり、緊急搬送の必要性を判断する「緊急度」の概念とは異なることから、呼

称について見直しの検討を行うことが望ましい。 

 

（３）緊急度判定体系の普及（第３章、ＷＧ設置） 

救急電話相談事業は全ての医療関係者に効用をもたらし、高齢化社会・人口減少

社会における地域包括ケアシステムにとって重要な役割を担う可能性があるが、全

国的な展開は十分ではない。立ち上げには一定の期間を要するので、県の衛生主管

部局及び消防防災主管部局等は迅速に検討を開始することが期待され、本報告書に

ある「救急電話相談事業の施策効果事例集」「救急電話相談事業の新規立ち上げ経

緯（福岡県）」を参考にすることが望まれる。♯7119 事業と♯8000事業との連携に

ついては趣旨・体制等の違いに留意しつつ検討を深めることが望まれる。消防庁は、

都道府県等に対して導入に向けた検討開始を促すとともに、補助制度や♯7119 の

使用要件等についても周知することが望まれる。 

救急車利用リーフレットを 513 消防本部が活用し、ユニークな取組が展開されて

いた。「救急車利用リーフレットの活用事例集」としてまとめたので、新たに取り

組む際に参考とすることが望ましい。救急受診ガイド 2014年版の活用は 66消防本

部にとどまっているが、「Web・スマホ版救急受診ガイドの取組事例集」を参考に

Web 版等のツールの多様化とともに更なる展開が期待される。救急受診ガイドを普

及させていくためには、ライフステージと「場」に最適化した普及啓発資材パッケ

ージの開発が必要であり、消防職員が応急手当講習等で使う普及啓発資材等の開発

も望まれる。パッケージの開発等とともに、「救急受診ガイド 2014年版」を利用者

の視点から改定することが望まれる。 

緊急度判定体系の普及には、救急電話相談事業及び救急受診ガイドといった具体

的な取組が先行していくことになるが、緊急度判定体系の概念の説明を求められる

ことがある。しかし、万人が納得するような概念についてフレーズ等を設定するの
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は困難であったため、今後、属性毎のパッケージの開発とともに検討することが望

まれる。また、概念の理解には習熟度に応じた説明が重要であり、救急車の適正利

用を伝えるのに先立ち「知る」機会を提供しながら、「安心」といったキーワード

をもとに自己効力感を育んでいくべきである。今後、本報告書に示した普及方策等

における基本的な方向性をもとに、消防関係者及び保健医療行政関係者は普及に努

めることが期待される。 

 

（４）個別事案の分析による、搬送時間延伸の要因の解決（第４章） 

昨年度は、全国の消防機関へのアンケート調査をもとに統計的な分析を行ったが、

今年度は、6号基準の内容の見直しなど実施基準のブラッシュアップを目的に、精

神疾患患者、酩酊者、独居高齢者等、救急活動の現場で対応に苦慮する個別の事案

について、対応策等を調査・検討し、消防機関が取りうる改善方策と関係機関と連

携して構築すべき体制のあり方を提示することとした。 

まず、平成 26 年中の救急搬送事案における要因別の搬送件数として、出場から

帰署まで 120分以上かかった事案を整理した。このうち、出場から帰署まで 120～

180分を要した事案のうち分類できたものとしては「在宅独居・施設入所の高齢者」

が 11,381件、「精神疾患患者」が 9,376件、「頻回利用者」が 5,740件となった。 

次に、個別事案を通じた搬送時間延伸要因の分析として消防本部に聞き取り調査

を行い、在宅独居・施設入所の高齢者、精神疾患患者、頻回利用者等について、実

際に救急隊や消防本部が講じた対応策を整理した。その結果、搬送時間が延伸する

事案については、多くの場合、消防だけではなく、市町村の福祉担当部局による対

応や地域包括支援センター等との連携により対応しており、福祉的な対応として地

域包括ケアを担う関係機関等との連携の重要性が示唆された。 

今後、類似の事案の増加が想定される中、消防機関においては、行政の福祉担当

部局や地域包括支援センター、医療機関等との情報交換の場等を通じた「顔の見え

る関係」の構築、地域ケア会議等での個別事案の検討など、地域の関係機関との連

携強化が求められる。その際、消防機関ではメディカルコントロール協議会の事後

検証等を待たずとも、必要な場合は迅速に関係機関へ情報提供することが重要であ

り、消防機関内でも救急隊同士や指令センター等との情報共有を適宜図る体制の構

築が望まれる。また、救急に携わる医療機関においても、診察結果や福祉的対応が

必要である旨を消防や福祉関係機関に提供するなど、積極的な協力が期待される。

厚生労働省においても、切れ目のない在宅医療と介護の提供体制を構築する上で、

消防との連携が効果的であると示しており、各消防機関においては、これらを踏ま

え、地域包括支援センター等関係機関と積極的に連携していくことが望まれる。 

なお、個人情報の共有に際しては、条例の中で第三者提供が可能な場合を明示す

る、本人の同意をとるなど、個人情報保護に係る適切な対応に留意する必要がある。 
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（５）救急業務に携わる職員の教育（第５章、ＷＧ設置） 

平成 24年度から指導的立場の救急救命士に関する検討を開始し、平成 25年度

に「救急業務に携わる職員の生涯教育の指針 Ver.1」（以下「指針」という。）に

おいて、指導救命士の位置づけ、要件等が取りまとめられた。平成 26年度から

全国で質の担保された指導救命士の養成体制を構築すべく、「指導救命士の養成

に係るテキスト」（以下「テキスト」という。）の作成を開始し、昨年度の検討会

報告書において、テキストの骨子版が提示された。 

本年度は、平成 26年度の検討会報告書において骨子版が示された「指導救命

士の養成に係るテキスト」について、編集作業、監修作業等を進め、完成版を作

成した。加えて、全消防本部及び全 MC協議会を対象としたアンケート調査を実

施し、指導救命士の認定、運用状況や、指導救命士に対する期待等を把握すると

ともに、同調査の結果も踏まえ、指導救命士の今後の認定拡大に向け必要な方策

等を検討した。また、指導救命士の役割のひとつである、救急救命士の再教育に

おける指導救命士の活用について検討を行った。 

認定の実態については、アンケート調査を行った平成 27年８月１日の時点で、

指導救命士の認定を行っているのは、６県であり、既に指導救命士を配置してい

るのは 38消防本部、配置人数は合計 93名であった。 

今後は、まず指導救命士の認定者数拡大に向け、消防本部や MC 協議会に対す

る情報発信や働きかけ等の取組を進める必要があるほか、消防本部における指導

救命士の位置づけや果たすべき役割の明確化、都道府県 MCにおける指導救命士

認定開始に向けた取組の検討を促すことが重要である。 

具体的には、とりわけ、テキスト活用を推進するほか、指導救命士を配置して

いる消防本部では、速やかに指導救命士の位置づけを明確化することが必要であ

る。また、今後、指導救命士の認定が開始される地域の消防本部では、指導救命

士が果たすべき役割等について、予め検討しておくことが求められる。さらに、

既に指導救命士の認定を開始している都道府県 MC協議会では、消防学校や都道

府県 MC 圏域等での講師など指導救命士が活躍できる場を提供できるよう都道府

県レベルにおける役割を明確化することが求められる。また、今後、指導救命士

の認定を開始する都道府県 MC協議会では、都道府県レベルでの指導救命士の活

躍の場の提供について予め検討しておくことが求められる。 

また、指導救命士の役割のひとつとして、救急救命士の再教育（２年間で 128

時間以上）のうち、病院実習（２年間で 48時間程度）を除いた日常的教育（2

年間で 80時間相当）は、医師による医学的裏付けを確保した上で、指導救命士

が行うことができることを消防庁が各 MC協議会・消防本部に対して示すことが

適当であると考えられる。それを踏まえ、地域 MC協議会と消防本部は、80 時間

相当のうち、指導救命士が実施する時間や範囲について議論し、整理・明確化す

る必要がある。他方で、中長期的な視点からは、指導救命士のあり方に関する継
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続的な改善や質の向上に向けた検証を進めることが重要である。 

 

（６）救急蘇生ガイドラインの改訂への対応・救急隊の編成基準の見直しに伴

う応急処置の範囲等の検討（第６章、ＷＧ設置） 

①JRC蘇生ガイドライン 2015改訂への対応 

2015年 10月にガイドライン作成委員会から心肺蘇生に関する「JRC蘇生ガイド

ライン 2015オンライン版」が公開された。ガイドライン 2015では、手技について、

大きく変更はないものの、心停止の認識、口頭指導の重要性が示され、ファースト

エイドについて、新たな記載がされた。これらの内容を踏まえ、救急蘇生ワーキン

ググループでは、心肺蘇生の変更点について影響を受ける「一般市民が行う心肺蘇

生」、「口頭指導」及び「救急隊員が行う心肺蘇生（一般市民が行う心肺蘇生と重な

る部分）」について検討を行った。併せて、応急手当の更なる普及に向け、「応急手

当普及員の認定（現に教員職にある者に対する養成講習）」、「応急手当普及員等を

他地域で取得した者の取扱い」、「講習体系の変更とファーストエイド」、「バイスタ

ンダーの精神的影響」について検討した。 

ガイドライン 2015 の改訂では、一般市民が行う心肺蘇生の変更点、救急隊員が

行う心肺蘇生について、全国へ周知することが求められる。特に、心停止の認識等

について強調されていることから、今後、通信指令員の救急に係る教育を充実する

ことにより、通信指令員の口頭指導によるバイスタンダーの心肺蘇生の実施率が上

がり、救命率の向上に繋がることが期待される。 

教員に対する応急手当普及員養成講習については、教員が指導技術を持つ専門職

であることなどを踏まえると、教員に対する応急手当普及員養成講習の時間を短縮

し、実施することも可能と考えられる。 

他の地域で応急手当普及員等を取得した者の扱いについては、認定を受けた講習

が消防庁の要綱に基づく講習であれば、認定証取得地以外で指導ができないという

大きな不利益が生じないよう、他地域で認定を受けている者についても当該消防本

部が認定したものとみなしても差し支えないと考えられる。 

また、講習体系の変更については、訓練用資機材を充実させることで効果的な講

習を行う事ができ、講習の質を確保できる場合は、各消防本部の判断により時間短

縮を可能とすることが適当と考えられる。ファーストエイドについては、ガイドラ

イン 2015の記載内容を参考に、特別な資格を持たない市民でも安全に実施できる

内容を上級救命講習の指導内容に反映することが求められる。 

以上の変更点や対応について、消防庁は「応急手当の普及啓発活動の推進に関す

る実施要綱」を見直すことが適当である。 

さらに、バイスタンダーの精神的影響について、一般市民が心肺蘇生を行うこと

は、誰にも少なからず心的ストレスが生じる可能性があるため、一部の消防本部で

取り組まれているバイスタンダーの支援について情報収集し、全国へ紹介すること
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が必要である。 

 

②地方分権改革閣議決定に伴う救急隊の編成基準の検討 

地方分権改革の提案募集における愛媛県西予市からの提案を受け、過疎地域等に

おいて必要な救急体制を確保できるよう、救急業務を３名以上で実施する体制を維

持する中で、安全性を確保しつつ、業務の一部を消防職員以外の者に行わせるなど

の方策について検討することが閣議決定されたことから、本検討会のワーキンググ

ループにおいて、救急業務の一部を担う消防職員以外の者が実施可能な応急処置等

の内容や教育内容について、検討することとなった。 

消防職員以外の者が行う応急処置等の内容については、現場において、救急隊３

名のうちの１人として役割分担して行う必要がある処置等（担架搬送、ＣＰＲの連

携等）、現場に先着した場合に、救急車が到着するまでの間に１人で緊急に行う必

要がある処置等（ＣＰＲ等）を行うことができるようにするための教育・訓練を最

低限の基準とし、その他救急隊として活動する上で習得しておくことが必要となる

事項を選定した。 

今後、消防庁においては、本検討会における検討内容を踏まえ、導入する地域の

要件や消防職員以外の者に係る身分上の要件等について整理し、必要とされる具体

的な制度改正等に速やかに着手することが求められる。 

 

（７）2020年東京オリンピック・パラリンピック競技大会への対応（第７章） 

昨年度の検討会では、外国語対応・コミュニケーションの問題（文化・宗教含む）、

熱中症対策の強化、多数傷病者発生時の対応、感染症対策等を課題として挙げ、考

えうる対応策について、方向性を示した。今年度は、それぞれの課題への対応策に

ついて、実態調査等を踏まえて、各消防本部や関係機関において実施可能な具体的

方策と、その他関係機関と連携して取り組む課題について検討した。 

多言語コミュニケーションへの対応について、各消防本部は多言語コミュニケー

ションツールや多言語音声翻訳システム、今回新たに作成した訪日外国人のための

救急車利用ガイド（英語版）などの取組を参考としつつ、地域の実情にあわせ検討

することが期待される。 

大規模イベント等開催時における多数傷病者発生時への備えとしては、イベント

の計画段階から、イベント主催者や行政の担当部局等に対して熱中症対策を求めて

いく必要がある。また、感染症など災害発生時に迅速な活動を可能とするために、

事前のマニュアル策定、関係機関間での協定締結等を進めていく必要がある。 

外国人を含めた多くの方に応急手当講習を受講してもらうには、効果的な普及方

策をとる必要があり、市長部局の観光担当部局、スポーツ振興担当部局等と適切に

連携することが求められる。 

諸外国における大規模イベントでは、医療救護所等の救護施設を設置するなど万



12 

全の医療体制を構築すること等により、消防機関への救急要請が抑制されているこ

とがわかった。また、危機管理対策として救急車の増台や救急隊員の増員などの消

防機関側の対策に加え、オリンピック指定病院の指定や競技場周辺の医療救護所の

設置など医療機関側の対策も重要である。 

今後、上述の対応策を検討するにあたっては、諸外国の事例を参考に対応を検討

するとともに、消防と医療の連携をはじめ関係他機関と連携していくことが求めら

れる。 
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４．委員名簿、開催経緯 

（１）救急業務のあり方に関する検討会 

①委員名簿 

※五十音順、○印は座長 

浅 利  靖  （北里大学医学部救命救急医学教授） 

阿 真 京 子  （一般社団法人知ろう小児医療守ろう子ども達の会） 

有 賀   徹   （昭和大学病院院長） 

石 井 正 三  （公益社団法人日本医師会常任理事） 

城 戸 秀 行 （大阪市消防局救急部長） 

坂 本 哲 也 （帝京大学医学部教授） 

迫 田 朋 子 （NHK制作局第 1制作ｾﾝﾀｰ文化・福祉番組部ｴｸﾞｾﾞｸﾃｨﾌﾞ・ﾃﾞｨﾚｸﾀｰ） 

佐 藤 雄一郎 （東京学芸大学社会科学講座准教授） 

島 崎 修 次 （国士舘大学大学院救急ｼｽﾃﾑ研究科長） 

鈴 川 正 之 （自治医科大学救急医学講座教授） 

田 邉 晴 山  （一般財団法人救急振興財団救急救命東京研修所教授） 

原 田  潔  （神奈川県安全防災局安全防災部消防課長） 

萬 年 清 隆 （札幌市消防局警防部長） 

安 田 正 信 （東京消防庁救急部長） 

山 口 芳 裕 （杏林大学医学部救急医学教授） 

○ 山 本 保 博 （東和病院院長） 

横 田 順一朗 （堺市立総合医療センター副院長）  

横 田 裕 行 （日本医科大学大学院医学研究科外科系救急医学分野教授） 

渡 辺 顕一郎 （奈良県医療政策部長） 

（オブザーバー） 

北 波   孝  （厚生労働省医政局地域医療計画課長） 

迫 井 正 深 （厚生労働省医政局地域医療計画課長）※平成 27年 10月 1日より 

 

②開催経緯 

回 数 開 催 日 主 な 議 題 

第 1回 
平成 27 年 

7月 17 日 
・今年度の検討の進め方 

第 2回 
平成 27 年 

11月 27 日 

・救急業務のあり方に関する検討会（第 1回）の継続検討 

・各ワーキンググループからの中間報告 

第 3回 
平成 28 年 

2月 10 日 

・近年の救急業務をとりまく現状 

・救急業務のあり方に関する検討会（第 2回）の継続検討 

第 4回 
平成 28 年 

3月 16 日 
・救急業務のあり方に関する検討会報告書（案） 
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（２）指導救命士ワーキンググループ 

①委員名簿 

※五十音順、○印はワーキンググループ長、☆印は監修担当 

上 野 卓 慈 （久留米広域消防本部救急防災課課長補佐兼救急企画主査） 

梅 田 智 之 （北九州市消防局警防部救急課救急指導係主査） 

奥羽場 美 幸 （江津邑智消防組合消防本部川本消防署瑞穂出張所長） 

川 村 英 和 （綾部市消防本部警防課救急救助第 2担当長） 

☆ 黒 田 泰 弘 （一般社団法人日本救急医学会） 

郡 山 一 明 （一般財団法人救急振興財団救急救命九州研修所専任教授） 

髙 橋 幸 靖 （岐阜市消防本部岐阜南消防署救急係長） 

田 邉 晴 山 （一般財団法人救急振興財団救急救命東京研修所教授） 

鳥 越 昭 宏 （消防庁消防大学校助教授） 

菩提寺   浩  （札幌市消防局警防部救急課長） 

☆ 溝 端 康 光 （一般社団法人日本臨床救急医学会） 

宮 野  收  （東京消防庁救急部救急指導課長） 

山 口   誠  （千葉市消防局緑消防署第 1課消防課長） 

○  山 口 芳 裕  （杏林大学医学部救急医学教授） 

山 﨑 裕 介  （北九州市消防局小倉北消防署警防課救急担当係長） 

 

②開催経緯 

回 数 開 催 日 主 な 議 題 

第 1回 平成 27 年 8月 12日 

・指導救命士テキスト作成進捗状況報告 

・指導救命士アンケート項目 

・テキスト活用方策 

第 2回 平成 27 年 11月 25日 

・指導救命士の養成に係るテキスト 

・指導救命士の現況 

・指導救命士の運用方法 

・報告書（骨子案） 
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（３）救急蘇生ワーキンググループ 

①委員名簿 

※五十音順、○印はワーキンググループ長 

石 見  拓  （京都大学環境安全保健機構健康管理部門長・教授） 

太 田 邦 雄 （金沢大学医薬保健研究域医学系小児科准教授） 

太 田  孝  （横浜市消防局警防部救急課長） 

尾 形 昌 克 （広島市消防局警防部救急担当部長（救急課長事務取扱）） 

串 間 重 幸 （宮崎市消防局警防課救急救助企画室長） 

栗 岡 由 樹 （神戸市消防局警防部救急課長） 

○ 坂 本 哲 也 （帝京大学医学部教授） 

杉 田  学  （順天堂大学医学部附属練馬病院救急集中治療科先任准教授） 

内 藤 康 弘 （浜松市消防局警防課専門監） 

畑 中 哲 生 （一般財団法人救急振興財団救急救命九州研修所専任教授） 

三田村 秀 雄 （国家公務員共済組合連合会立川病院院長） 

宮 越 繁 喜 （小樽市消防本部警防課長）  

宮 野  收  （東京消防庁救急部救急指導課長） 

牟 禮 里 義 （松山市消防局警防課長） 

（オブザーバー） 

酒 井 智 彦  (厚生労働省医政局地域医療計画課救急・周産期医療等対策室 

   病院前医療対策専門官） 

 

②開催経緯 

回 数 開 催 日 主 な 議 題 

第 1回 平成 27 年 10月 30日 

・平成 27年度救急業務のあり方に関する検討会 

救急蘇生ワーキンググループの背景・目的 

・JRC蘇生ガイドライン 2015 改訂に伴う消防庁の

対応 

・救急蘇生ワーキンググループ検討事項 

第 2回 平成 28年 2月 23日 

・「救急蘇生法の指針（市民用）」の改訂に基づい

た対応 

・応急手当の普及啓発 

・地方分権改革閣議決定に伴う救急隊の編成基準 

第 3回 平成 28年 3月 10日 

・救急蘇生ワーキンググループ（第２回）の継続

検討 

・救急蘇生ワーキンググループ報告書(案) 
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（４）緊急度判定体系の普及ワーキンググループ 

①委員名簿 

※五十音順、○印はワーキンググループ長 

井 口 信 二 （全国学校安全教育研究会会長 東京都葛飾区立こすげ小学校校長） 

猪 口 正 孝 （公益社団法人東京都医師会副会長） 

奥 村 尚 三 （全国保育協議会副会長 すこやか諏訪保育園園長）     

刈 茅 初 支 （福岡県保健医療介護部医療指導課長） 

黒 岩 大 輔 （横浜市医療局疾病対策部救急・災害医療担当課長） 

桑 原  正  彦 （医療法人唐淵会桑原医院院長） 

櫻 井  淳  （日本大学医学部救急医学系救急集中治療医学分野准教授） 

高 原 敏 夫 （社会福祉法人マザアス理事長） 

中 板 育 美 （公益社団法人日本看護協会常任理事） 

濵 田  浩  （薩摩川内市消防局警防課警防救急係長） 

半 澤 正 勝 （仙南地域広域行政事務組合消防本部警防課警防課長補佐兼救急係長）  

溝 田 瑩 貴 （医療市民マイスター協会代表） 

茂 呂 浩 光 （東京消防庁救急部副参事救急相談担当） 

○ 安 田 正 信 （東京消防庁救急部長） 

（オブザーバー） 

亀 山 大 介 （厚生労働省医政局地域医療計画課救急医療専門官） 

鳥 枝 浩 彰  （福岡県総務部防災危機管理局消防防災指導課長） 

 

②開催経緯 

回 数 開 催 日 主 な 議 題 

第 1回 平成 27 年 10月 29日 
・今年度検討事項 

・プレゼンテーション 

第 2回 平成 28年 2月 9日 

・これまでの振り返り 

・救急電話相談事業の充実 

・救急受診ガイドの普及 

・緊急度判定体系の概念の普及 

・全体のまとめ 
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【参 考】 

 

平成 27年度救急業務のあり方に関する検討会開催要綱 

 

（開 催） 

第１条 消防庁救急企画室（以下｢救急企画室」という。）は、「救急業務のあり

方に関する検討会」(以下「検討会」という。）を開催する。 

（目 的） 

第２条 今後も見込まれる救急需要の増大に対し、救急業務のあり方全般につ

いて、必要な研究・検討を行い、救命効果の向上を図ることを目的とする。 

（検討会） 

第３条  検討会は、次項に掲げる委員をもって構成する。 

２ 委員は、関係各行政機関の職員及び救急業務に関し学識のある者のうちか

ら、消防庁長官が委嘱する。 

３ 検討会には、座長を置く。座長は、委員の互選によって選出する。  

４ 座長は検討会を代表し、会務を総括する。 

５ 座長に事故ある時は、座長が指定した委員がその職務を代行する。 

６ 検討会には、委員の代理者の出席を認める。 

（ワーキンググループ） 

第４条 座長は、必要に応じ検討会にワーキンググループ（以下「WG」という。）

を置くことができる。 

２  WGの委員は、各関係行政機関の職員及び救急業務に関し学識のある者のう

ちから、座長が指名する。 

３  WGには、WG長を置く。WG長は、座長が指名する。 

４  WGには、WG委員の代理者の出席を認める。 

（委員の任期） 

第５条  委員の任期は、平成 28 年 3 月 31 日までとするが延長を妨げないもの

とする。 

（運 営） 

第６条 検討会及び WGの運営は、救急企画室が行う｡ 

（委 任） 

第７条  この要綱に定めるもののほか、検討会の運営その他 WGに関する必要事

項は、座長が定める。 

附 則 

この要綱は、平成 27年 6月 17日から施行する。 
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第１章 消防機関以外の救急救命士の活用 

 

１．検討の背景 

救急救命士は、病院前救急医療の担い手として平成３年の法整備により誕生し、平

成 27 年４月末現在、その登録者数は 50,448人となっている。しかし、業として救急

救命処置を行うことができるのは、原則として救急用自動車の中とされている（救急

救命士法第 44条第２項）ため、救急救命士のうち消防機関に属しない者（17,635人、

35％）の中には、救急救命士のスキルを有効に活用できていない者がいる状況にある。 

救急救命士は、一人でも多くの命を助けたいという志をもって専門的な教育を受け、

国家試験に合格してその資格を取得しており、消防機関以外の救急救命士の有資格者

に対して、そのスキルを有効に活用できる場を提供していくことにより、救命率の向

上という重要な社会的な要請に応えることができる。 

また、消防機関以外の救急救命士数の中で相当数を占め、今後も増加していくこと

が予測される消防機関 OBである救急救命士についても、蓄積された豊富な経験とス

キルを有効に活用していく必要がある。 

 

図表 1-3 救急救命士数、所属先機関 

 

※ 消防庁において調べたところ、平成 27年４月末現在の救急救命士登録者

は全体で50,448人で、このうち消防機関に所属する者は 32,813人（約 65％）

だった。そのため、消防機関以外に所属する救急救命士は 17,635人（約 35％）

となる。 

消防機関以外の救急救命士の所属先は、海上保安庁、警察、病院、教育

機関、都道府県庁、企業等、多岐にわたる。このうち、人数が把握できた

のは、消防機関退職者（再任用された者を除く）が 2,870 人、自衛隊に所

属する者が約 760人、海上保安庁に所属する者が約 80人であった。 

 

＜救急救命士法（平成３年法律第 36号）＞ 
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○第二条 

 この法律で「救急救命処置」とは、その症状が著しく悪化するおそれがあり、又

はその生命が危険な状態にある傷病者（以下この項及び第四十四条第二項において

「重度傷病者」という。）が病院又は診療所に搬送されるまでの間に、当該重度傷

病者に対して行われる気道の確保、心拍の回復その他の処置であって、当該重度傷

病者の症状の著しい悪化を防止し、又はその生命の危険を回避するために緊急に必

要なものをいう。 

２ この法律で「救急救命士」とは、厚生労働大臣の免許を受けて、救急救命士の

名称を用いて、医師の指示の下に、救急救命処置を行うことを業とする者をいう。  

○第四十四条 

 救急救命士は、医師の具体的な指示を受けなければ、厚生労働省令で定める救急

救命処置を行ってはならない。  

２ 救急救命士は、救急用自動車その他の重度傷病者を搬送するためのものであっ

て厚生労働省令で定めるもの（以下この項及び第五十三条第二号において「救急用

自動車等」という。）以外の場所においてその業務を行ってはならない。ただし、

病院又は診療所への搬送のため重度傷病者を救急用自動車等に乗せるまでの間に

おいて救急救命処置を行うことが必要と認められる場合は、この限りでない。 

 

図表 1-4 資格別 実施できる各種処置 

 

 

緊急に対応が必要な傷病者が発生した場合に、消防機関以外の救急救命士がただち

に迅速な救急救命処置を開始し、適切に消防の救急に引き継ぐことで、救命率が向上

する等、社会的な利益があると考えられる。 
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一方、救急搬送件数は、高齢化の進展等により、近年ほぼ一貫して増加しており、

需要の増に救急隊の増加が追いつかず、地域によっては真に必要な傷病者への対応が

遅れ、救命率に影響が出かねない状況となっている。 

 

図表 1-5 救急出動件数、救急隊数、病院収容所要時間、現場到着所要時間の推移 

 

（出典）平成 27年版 救急・救助の現況 

 

２．今年度の検討事項 

（１）活用の可能性・場面 

消防機関以外の救急救命士の活用を検討するに当たっては、救急救命士法で定め

られている救急救命士の活動場所の範囲について検討することも考えられるが、消

防庁において開催する検討会としては、まず消防機関以外の救急救命士の活用の可

能性について、消防機関と連携する事案が多く発生すると想定される場面を中心に

検討することとした。 

また、消防機関以外の救急救命士を活用する際に確保すべき条件について検討す

る中で、救急救命士の活用が期待される場面について、より幅広い観点から議論を

行った。 

 

（２）活用に当たっての留意点 

今後、消防機関以外の救急救命士の活用を検討するに当たり、どのような課題や

留意点が想定されるかを整理した。 

具体的には、消防機関に対する実態調査結果等を踏まえ、メディカルコントロー

ル体制の整備や消防機関との連携の観点から、消防機関以外の救急救命士の活用体

制に関する意見や想定される課題を整理した。 

 

３．消防機関以外の救急救命士の活用が想定される場面 
緊急に対応が必要な傷病者は、社会の様々な場面で発生することが想定される。病

院前救急の充実に大きな役割を果たす救急救命士がそのスキルを有効に生かし、救命

率の向上に貢献することのできる場面としては、以下のような例が挙げられる。 
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（１）地域包括ケアシステムの中での活用 

昨年度の検討会において、特に搬送に時間を要する独居高齢者等の事案への対応

として、消防機関と行政の福祉担当部局等の地域包括ケアを担う他職種との連携の

重要性が指摘された。 

地域包括ケアシステムを担う多職種連携の中に救急救命士が加わることで、日常

的には地域の高齢者の見守りや応急手当の普及に努めつつ、救急搬送が必要だと判

断される場合には迅速かつ適切な搬送がなされるよう支援し、福祉や医療等による

対応が適切な場合には該当する専門職種につなぐ役割を積極的に果たすことが期

待される。 

また、病院救急車等に乗車し、在宅療養の高齢者等が地域のかかりつけ医等への

搬送が必要となった際に、医療機関まで搬送する役割を担うことも考えられる。 

 

図表 1-6 地域包括ケアシステムと救急の姿（慢性期・要介護の高齢者） 

 

（出典）「平成 26年度救急業務のあり方に関する検討会報告書」 

 

（２）大規模施設・大規模イベント等での活用 

大規模商業施設や地下街等の大規模施設等、あるいはマラソン大会等のイベント

等において、救急車が到着してから救急隊が傷病者に接触するまでにかなりの時間

を要する場合があり、搬送時間延伸の要因の一つになっているという状況がある。 

このため、傷病者の発生後、大規模施設や大規模イベント会場で各所に配置され

た救急救命士が、傷病者の発生後ただちに駆けつけ、救急隊到着までの間に迅速に

処置を行い救急隊に引き継ぐことが期待される。 

このことにより、傷病者を引き継いだ救急隊にとっては、救急救命処置が迅速に
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開始できるほか、場合によっては医療機関へ搬送を開始するまでの時間が短縮でき

る可能性もあると考えられる。 

 

図表 1-7 救急隊の出動から処置開始までに要する時間 

 

※ 平成 27年中の救急自動車による現場到着所要時間（救急事故の覚知から

現場までの到着に要した時間）は、8.6分（全国平均値）となっている。ま

た、現場到着から傷病者に接触するまでの時間は 1.2 分（全国平均値）と

なっており、一例ではあるが、高層ビルの 45階の場合はエレベーター等に

よる移動時間が 4分 8秒、地下 4階以深の場合は 3分 48秒が必要となって

いる事例もあり、119番通報から救急隊が傷病者に接触して処置を開始する

までに 10分以上経過しているケースが少なくないと考えられる。 

 

（３）役場救急等における活用 

非常備消防地域の市町村においては、役場職員等が医療機関への搬送を行う、い

わゆる「役場救急」が行われている。こうした地域においても、より適切な搬送サ

ービスを提供するため、救急救命士の活用が想定される。 

＜役場救急等における活用事例＞ 

○非常備消防地域の役場救急における救急救命士の活用例 

 宮崎県美郷町の一部地域では、民間企業と業務委託契約を締結し、役場職員等

に加えて、２名の救急救命士が乗務する形態により役場救急を実施し、24 時間

対応を行っている。 

○常備消防地域の一部地域における活用例 

 常備化された市町村においても、離島や山間地等の一部の地域では、消防署・

出張所が存在しない、または遠距離にあるといった理由から、役場救急等を実施

している地域がある（例：答志島（鳥羽市）、花脊地区（京都市））。こうした場

合にも、消防機関以外の救急救命士の活用が想定できる。 
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全国的な救命率の向上を図る観点からは、特に専門教育を受け、救急救命処置等

について高度な技術を有する消防機関以外の救急救命士については、各般において

の活躍が期待される。 

（４）活用体制のあり方 

消防機関に所属する消防機関以外の救急救命士の活用に当たっては、消防機関以

外の救急救命士が行う救急救命処置の質の確保のため、MC 体制整備のあり方や、

消防機関との連携のあり方等、様々な条件について検討しておくことが必要である。

本検討会では、消防機関以外の救急救命士の活用体制のあり方について、各消防本

部に対するアンケート調査結果も踏まえつつ、以下のとおり検討を行った。 

 

①メディカルコントロール体制 

救急救命士が行う救急救命処置については、医学的見地から質の確保を図るため、

メディカルコントロール体制（以下「MC体制」という。）を整備することとされて

いる。平成 27年 10月１日現在、各地域単位のメディカルコントロール協議会（以

下「MC協議会」という。）は 251となっている。 

MC 協議会は、消防機関、救命救急センター等の医師、医師会等、都道府県（消

防防災部局、衛生主管部局）から構成され、地域の救急の関係者の参画のもと運営

されている。MC 協議会で実施する内容は主に、プロトコルの策定、医師の指示、

指導・助言体制、事後検証の実施、救急救命士の再教育体制の整備とされている。 

 

図表 1-8 MC体制、MC 協議会の実施内容 
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図表 1-9 地域 MCの活動状況（１地域 MCあたりの平均値） 

 

 

②全国の消防本部の意見（実態調査結果） 

前項の前提を踏まえ、全国の消防本部では、消防機関以外の救急救命士の活用に

当たっての MC 体制の確保方策や課題、活用する場合の効果や課題についてどのよ

うな意見を持っているかを、アンケート調査を通じて把握した。 

 

○調査名 ：救急救命体制の整備・充実に関するアンケート調査 

○調査対象：全国 750消防本部（悉皆） 

○調査方法：都道府県消防防災担当部局を通じ、回答用電子ファイルを発信・

回収 

○調査時期：平成 27年 8月 26日～9月 25日 

○基準日 ：平成 27年 8月 1日 

○回答率 ：100.0％ 

 

まず、消防機関以外の機関・団体に所属する救急救命士を活用するとした場合、

MC 体制をどのように確保すべきかを尋ねたところ、約７割（68.7％）の消防本部

が「地域内にある既存の MC体制加わる」ことが望ましいと回答した。 

 

図表 1-10 消防機関以外の救急救命士への MC 体制の確保方策（n=750） 
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併せて、消防機関以外の救急救命士が既存の MC 協議会に参加する場合に、想定

される課題について消防本部に尋ねた。 

まず、地域内にある MC 体制に参加する場合の課題としては、「地域 MC 協議会関

係者の理解」が 86.1％、「当該救急救命士が所属する機関の信頼性」が 72.7％、「費

用面での負担」が 66.0％だった。地域内にある MC協議会の設置目的が、消防機関

による救急業務の適切な実施や救急隊員の資質向上とされている場合には、MC 協

議会の位置づけを再整理したうえで、要綱や条例の改正が必要となる可能性がある

ことにも留意が必要である。 

 

 図表 1-11 MC体制に加わる場合の課題①：地域 MC 協議会への参画（n=750、複数回答） 

 

 

病院実習に関する課題としては、「実習先医療機関の確保」が 87.3％、「費用面

での負担」が 67.1％だった。 

 

図表 1-12 MC体制に加わる場合の課題②：病院実習（n=750、複数回答） 

 

 

病院実習以外の再教育の課題としては、「再教育の実施主体」が 85.2％、「再教

育の期間、時間等」が 71.3％、「再教育の項目」が 68.1％だった。救急隊員たる救

急救命士の再教育については、「救急救命士の資格を有する救急隊員の再教育につ

いて」（平成 20 年 12 月 26 日消防救 262 号）において、各 MC協議会は、２年間に

128 時間（病院実習 48時間、日常的な教育体制 80時間）以上を確保できるよう体

86.1%

72.7%

66.0%

13.7%

3.9%

0.5%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

地域MC協議会関係者の理解

当該救急救命士が所属する機関の信頼性

費用面での負担

その他

課題はない

無回答

87.3%

67.1%

9.1%

5.7%

0.7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

実習先医療機関の確保

費用面での負担

その他

課題はない

無回答
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制整備を図らなければならないとされているが、調査結果からは、消防機関以外の

救急救命士の再教育について、再教育の実施主体、再教育の期間、時間等の課題が

あるとする回答が多かった。 

 

図表 1-13 MC体制に加わる場合の課題③：病院実習以外の再教育（n=750、複数回答） 

 

 

次に、消防機関以外の救急救命士が大規模施設や大規模イベント等の救急搬送に

おいて連携した場合に想定される効果を尋ねたところ、「救命率・社会復帰率の向

上」が 80.0％、「現場滞在時間の短縮」が 67.9％などだった。「効果はない」との

回答は 4.7％にとどまり、多くの消防本部では何らかの効果を期待していることが

分かった。 

 

図表 1-14 連携する場合に想定される効果（n=750、複数回答） 

 

 

一方で、連携した場合の課題として、通報時の連携については「連絡手段（携帯

電話、無線機等）」との回答が最も多く、80.3％だった。 

 

  

85.2%

71.3%

68.1%

9.7%

6.1%

0.7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

再教育の実施主体

再教育の期間、時間等

再教育の項目

その他

課題はない

無回答

80.0%

67.9%

31.1%

10.4%

4.7%

0.3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

救命率・社会復帰率の向上

現場滞在時間の短縮

救急出動件数の減少

その他

効果はない

無回答
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図表 1-15 連携する場合に想定される課題①：通報時の連携（n=750、複数回答） 

 

 

また、救急隊出動途上における連携の課題としては、「連絡手段（携帯電話、無

線機等）」が 83.6％、「プロトコルの違い（異なる MC体制に加わっている場合等）」

が 77.6％だった。 

 

図表 1-16 連携する場合に想定される課題②：救急隊出動途上の連携（n=750、複数回答） 

 

 

現場引継時の連携についての課題としては、「プロトコルの違い（異なる MC体制

に加わっている場合等）」が 80.4％で最も多く、次いで「使用資器材の共有」が

75.1％などとなった。 

 

図表 1-17 連携する場合に想定される課題③：現場引継時の連携（n=750、複数回答） 

 

 

80.3%

50.1%

10.3%

9.5%

0.3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

連絡手段

口頭指導

その他

課題はない

無回答

83.6%

77.6%

9.3%

4.1%

0.5%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

連絡手段

プロトコールの違い

その他

課題はない

無回答

80.4%

75.1%

60.7%

54.3%

12.4%

3.7%

0.7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

プロトコールの違い

使用資器材の共有

処置内容の引継

同格の認定者であること

その他

課題はない

無回答
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４．消防機関以外の救急救命士を活用するに当たっての留意事項 

今年度の本検討会においては、消防機関と連携する事案が多く発生すると想定され

る場面を中心に、消防機関以外の救急救命士を活用する際に確保すべき条件について

検討してきたところであるが、消防機関以外の救急救命士を活用するに当たっては、

地域や活用場面に関わらず、少なくとも以下のような条件が確保されることが必要と

考えられる。 

＜消防機関以外の救急救命士を活用する際に確保すべき条件＞ 

・救急救命士の救急救命処置に対する医師のコントロール下での質の担保 

・消防機関との適切な連携体制の確保 

・事後検証体制の確保など救急救命士の質の確保・地域 MC 協議会におけるプロトコ

ルの共有、調整 

 

また、「３．消防機関以外の救急救命士の活用が想定される場面」に掲げるように、

在宅療養等の場面を含む様々な場面で消防機関以外の救急救命士を活用する場合に

確保すべき条件については、今後、救急救命士の活用により期待される効果を関係者

間で幅広に議論する中で、地域ごと、活用場面ごとに確保すべき特有の条件もあわせ

て検討することが望まれる（例：独居高齢者や介護サービス利用者などの心身状態に

ついての消防機関や関係行政機関等との共有、大規模商業施設や地下街等の施設の形

態に応じた消防機関との連携方策）。 

併せて、消防機関以外の救急救命士の活用に当たっては、既に構築された MC 協議

会の枠組を活用して救急救命士の活動を支えることも考えれる。その際には、MC 協

議会の体制の充実も必要となることから、関係者間で以下のような論点について議論

していくことが期待される。 

・MC協議会の設置目的等を含む MC協議会の位置づけ（条例、規則等）の再整理 

・事後検証体制の一層の確保など救急救命士の質の確保 

・MC 協議会に従事する医師が MC協議会に関する業務を集中して行うことができる 

環境の整備 

・消防機関以外の救急救命士を雇用する事業主の責任とＭＣ協議会に対する費用負

担のあり方 

・消防機関以外の救急救命士が活動する際の消防機関との連携のあり方  ／等 

 

  



30 

第２章 救急車の適正利用の推進 

１．検討の背景・目的等 

（１）背景・目的 

平成 26 年の救急出動件数は約 598 万件で、近年ほぼ一貫して増加傾向にある。

救急隊の現場到着時間、病院収容時間も延伸傾向にあり、平成 26 年にはそれぞれ

8.6 分、39.4分となっている。また、年齢階層別の搬送人員では、高齢者の割合が

年々増えており、現在は半数を超えている。 

このような状況の中、限りある搬送資源を緊急性の高い事案に確実に投入するた

めに、救急車の適正利用を更に進めていくことが必要である。 

 

図表 2-18 救急出動件数、救急隊数、病院収容所要時間、現場到着所要時間の推移（再掲） 

 

（出典）平成 27年版 救急・救助の現況 

図表 2-19 年齢区分別搬送人員構成比率の推移 

 

 

救急車の適正利用を推進するためには、まず、救急車の頻回利用など、不適正な

利用について実態を把握し、抑制していくことが必要である。 

また、全搬送件数の約 1割を占める転院搬送（平成 26年中の出場件数：約 50万

件）についても、全国消防長会から適正化について要望があったところであり、検

討の必要がある。 
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更に、病院救急車や、民間の患者等搬送事業者の活用など、消防機関の救急車以

外の地域の搬送資源を有効に活用していくための方策についても検討する必要が

ある。 

＜全国消防長会からの要望（平成 27年 6月 15日）より抜粋＞ 

１ 全国の医療機関に対して、転送搬送について、緊急性の乏しい患者の利用を避ける

等救急車を適正利用する事を徹底させること。 

２ 全国の地域医療支援病院に対して、「救急用又は患者輸送用自動車」を有効活用す

る事を徹底させること。 

 

（２）これまでの消防庁の取組 

救急車の適正利用推進のために、消防庁では、これまでにもいくつかの取組を行

ってきた。 

例えば、平成 22 年度には市民向けの「救急車利用マニュアル」を作成し、救急

車の適切な利用を呼びかけるとともに、平成 25 年度には、傷病者自身の自覚症状

をもとに救急車を呼ぶべきかどうかを判断するためのツールとして、「救急受診ガ

イド」を作成した。 

また、119番通報するかどうかを迷う市民に対しては、住民の救急相談に応じる

窓口（短縮ダイヤル♯7119）の設置の促進などの対策を実施してきた。 

更に、患者等搬送事業者（医療機関への入退院や通院、転院、社会福祉施設への

送迎など、緊急性のない患者等の搬送を行う事業者）の認定制度を設け、緊急性の

ない患者等の搬送に関する民間事業者の活用を促進してきた。 

 

２．今年度の検討事項 

これらの状況を踏まえ、今年度は、（１）頻回利用者への対応方策、（２）転院搬送

における救急車の適正利用の促進を図る方策の検討、（３）消防機関の救急車以外の

搬送資源の活用について検討した。 

また、これらの検討の参考にするため、（４）救急車の適正利用の推進にかかる海

外事例の調査を実施するとともに、消防本部に対するアンケート調査（以下「消防本

部調査」という。）を実施し、各消防本部における救急車の適正利用に向けた取組の

現状把握や救急業務の一部有料化に対する意見聴取を行った。 

○頻回利用者への対応方策の検討 

○転院搬送における救急車の適正利用の促進を図る方策の検討 

 転院搬送の転院搬送の要件の明確化、医療機関が有する「病院救急車」等や民間 

 の患者等搬送事業者等の活用等 

○消防機関の救急車以外の搬送資源の活用 

 地域包括ケアシステムの中で、かかりつけ医等による地域内での医療の完結を図 

 るため、医療機関が有する「病院救急車」等や民間の患者等搬送事業者等を活用 
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○救急車の適正利用の推進にかかる海外事例の調査 

  ・電話相談窓口の仕組み 

  ・広報（緊急度・重症度の判定方法や普及策、不適正利用の抑制方策） 

  ・料金徴収の有無とその仕組み 

○適正利用に関する消防本部へのアンケート調査 

 

３．課題の整理と方向性 

（１）頻回利用者への対応方策の検討 

①頻回利用者の現状 

消防本部調査において、平成 26 年中の救急要請実績について尋ねたところ、年

10 回以上要請した者は計 2,796人、延べ要請回数は計 52,799回であった。 

 

図表 2-20 平成 26 年中の救急要請実績 

 人数 延べ回数 

年 10～19回要請した者 1,979 人 24,072 回 

年 20～29回要請した者 340 人 7,916 回 

年 30～39回要請した者 166 人 5,529 回 

年 40～49回要請した者 80人 3,502 回 

年 50回以上要請した者 231 人 11,780 回 

計 2,796 人 52,799 回 

（出典）平成 27年度「救急救命体制の整備・充実に関するアンケート調査」 

 

②頻回利用者対策 

消防本部調査では、救急要請の回数によって「頻回利用」と定義している本部は

少なかったが、各消防本部は、個別の頻回利用事案に対し、それぞれのケースに応

じた対策を講じていることが明らかになった。 

＜頻回利用対策で特に効果のあった事例＞ 

家族、親族等への説明と協力要請 

○ 関係部局との会議を行い、近親者を探し出し、その方に説明を行ったところ救

急要請がなくなった。 

○ 精神疾患既往の頻回利用者に対して、家族と協議した結果、本人から１１９番

通報があった場合、消防本部から家族へ連絡し、家族と協議してから救急対応す

ることで出場回数が減少した。ただし、家族と連絡が取れない場合は救急出場し

対応することとしている。 

保健福祉部局や医師による説得 

○ 頻回利用者が生活保護受給者であったため、ケースワーカーを通じた説得及び
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説明を実施した。 

○ 頻回利用者より１１９番通報があった場合、状況を聴取しながら、頻回利用者

在住場所の所管行政福祉担当者に連絡をとり、状況に応じて福祉担当者が頻回利

用者宅を訪問し対応する。その際には通報状況等の情報提供を行う。 

関係機関との対策会議、情報共有 

○ 地域医療機関及び福祉部局と連携し、頻回利用者について見守り及び情報の共

有を行った。担当医師による診察を重ねていく中で本人の意識も改善され、要請

が激減した。 

○ 不定愁訴の頻回利用者で、アルコール依存及び生活保護、重篤な持病を抱えて

おり、消防による説得には限界があった。また、医療機関からの受入れ制限も生

じたことから、消防、医療機関、警察機関、福祉部局や社会福祉事務所等との意

見交換会を開催し、対策を協議した。 

 在住する自治体の担当課職員が毎日訪問することにより、生活改善から取り組

んだ結果、徐々に救急要請が減少した。 

 

特に効果のある対策としては、「家族、親族への説明と協力要請」、「保健福祉部

局や医師による説得」、「関係機関との対策会議、情報共有」が挙げられた。例えば、

同居をしている家族その他親族がいる場合、その家族等に事情を伝え、協力を要請

している事例が多く、効果をあげている事例がみられた。また、消防本部から直接

本人に対して、救急搬送の現状の説明等をすることによって理解を求める、もしく

は消防本部以外の保健福祉部局等から説明をするといった事例もみられた。消防以

外の福祉との連携が必要な事情・状況がある頻回利用者については、保健福祉部局、

医療機関等、様々な機関と情報共有や対策会議を行い、対応している事例もあった。 

頻回利用者については、個別の事案ごとに頻回利用に陥る事情は様々であり、事

案の性質に応じた対策が重要である。そのため、日頃から地域の医療機関や保健福

祉部局等、関係者と情報交換を行い、それぞれの事案について効果的な対策を検討

しておくなど、きめ細かな取組が必要である。 

また、消防庁としては、救急車の適正利用に向けた一般市民向けの広報を継続す

るとともに、救急受診ガイドや救急電話相談事業の普及促進に、より一層取り組ん

でいく必要がある。 

 

（２）転院搬送における救急車の適正利用の促進を図る方策の検討 

①転院搬送の現状 

救急業務は、消防法第 2条第 9項により、傷病者のうち、医療機関その他の場所

へ緊急に搬送する必要があるものを、救急隊によって、医療機関その他の場所に搬

送することとされている。 

これを踏まえた上で、転院搬送については、昭和 49 年 12 月 13 日付け消防安第
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131 号において、入院患者については、現に何らかの治療が施されており、救急隊

によって入院患者を他の医療機関へ転院搬送することは、一般的には消防法第 2条

第 9項の救急業務に該当しないとされているが、当該医療機関において治療能力を

欠き、かつ、他の専門病院に緊急に搬送する必要があり、他に適当な搬送手段がな

い場合は、救急業務の対象になると解釈されている。 

平成 25 年中の転院搬送出場件数は約 50 万件、全体の出場件数に対する割合は

8.3％となっているが、出場件数に対する割合を都道府県別にみると、京都府の

5.2％から佐賀県の 16.3％まで、地域差が顕著な状況であり、今後、転院搬送の内

容について、地域別に分析していくことも必要と考えられる。 

※ 例えば佐賀県では、消防法に基づく傷病者の搬送及び受入れの実施基準におい

て以下のような定めがあり、転院搬送の対応については、地域ごとに異なる事

情があることに留意が必要である。 

 

第 6号 受入医療機関確保基準 

(2)その他傷病者の受入れを行う医療機関の確保に資する事項 より要約 

三次救急医療機関において受け入れた傷病者がオーバートリアージ（二次救急医療

機関でも十分に対応可能な症状・病態等）であり、より緊急度・重症度の高い傷病

者に対応するために病床確保等が必要と判断される場合、（中略）消防機関は、初

期診療後の当該傷病者の転院搬送又は転送への協力を求められた場合は、救急搬送

業務に支障のない範囲で協力するよう努める。 

 

図表 2-21 転院搬送出場件数と全体の出場件数に対する割合 

 

 

図表 3-22 転院搬送出場件数と全体の出場件数に対する割合 
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（注）全国平均：8.3％ 

 

これらの現状を踏まえ、平成 27年 2月、全国消防長会が消防本部に対して実施

したアンケート調査では、転院搬送に関して問題があると答えた消防本部が 751 本

部中 586本部（78.0％）と多数を占めた。問題意識の内容としては、「管轄区域外

への転院搬送」が最も多く（358本部）、次いで「医師・看護師等の同乗要請に関

する協力度」（332 本部）、「緊急性のない転院搬送（検査目的や下り搬送等）」（321

本部）であった。 

 

図表 2-23 転院搬送に関する問題の有無 

 

（出典）平成 27年 2月「全国消防長会アンケート」 

 

また、全国の地域医療支援病院（平成 26年 8月 31日現在、492病院）は、「救

急用又は患者輸送用自動車」を 1台以上備えることが承認基準となっており、現在

673 台の「救急用又は患者輸送用自動車」が備えられているが、その活用状況につ

いては把握できていない状態である。 

 

図表 2-24 都道府県別 地域医療支援病院数及び「救急用又は患者輸送用自動車」の台数 

転院搬送に関する問題あり・・・５８６本部／７５１本部 （平成２７年２月実施 全国消防長会実施アンケートより）

問題意識の内容：

管轄区域外への転院搬送

医師・看護師等の同乗要請に関する協力度

緊急性のない転院搬送(検査目的や下り搬送等)

医療機関側の救急車適正利用に関する理解度

転院搬送件数の増加等

搬送先医療機関が決定していない状態での転院要請

３５８本部

３３２本部

３２１本部

２９５本部

２５５本部

８６本部 （複数回答）
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②転院搬送の適正化のための対策 

消防本部調査において、転院搬送の適正化のための取組の有無を尋ねたところ、

「取組は行っていない」と答えた本部が半数を超えていた（67.2％）。また、民間

搬送事業者の活用を促す取組についても「行っていない」本部がほとんどであり

（91.9％）、対策が進んでいない現状がみられた。 

 

図表 2-25 転院搬送の適正化のための取組の有無 

 

（出典）平成 27年度「救急救命体制の整備・充実に関するアンケート調査」 

 

図表 2-26 民間搬送事業者の活用を促す取組の有無 

 

（資料）平成 27年度「救急救命体制の整備・充実に関するアンケート調査」 

 

しかしながら、「適正利用について医療機関と議論する場の設置」（16.5％）、「転

院搬送要件の周知」（11.1％）、「独自のガイドラインの作成、周知」（6.3％）等に

取り組む本部もみられた。具体的には、適正利用に関する医療機関への協力要請や、

転院搬送ができる場合のガイドライン等を送付する、転院搬送依頼書の提出を依頼

するなどの取組がみられた。 

11.1%
6.3%

16.5%

7.7%

67.2%

0.5%
転院搬送の要件の周知

独自のガイドラインの作

成、周知

適正利用について医療機

関と議論する場の設置

その他

取組は行っていない

無回答

7.6%

91.9%

0.5%

行っている

行っていない

無回答
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また、「他に適当な搬送手段がない場合」の判断については、転院搬送において

も消防の救急車を使わざるを得ない場合もあり、検討が必要である。 

○Ａ医療機関の例： 

通常は民間の搬送事業者を活用している。 

緊急に搬送する必要がある患者で、民間の搬送事業者が出動中で対応不可の場合

のみ、消防の救急車を要請している。 

○Ｂ消防本部の例： 

転院搬送の実施基準を定めており、特に遠距離搬送において、実施基準等から搬

送することが妥当ではないと判断した場合には、民間搬送事業者、病院救急車、公

共交通機関等その他の搬送手段により代替できないかの確認を行ったうえで搬送

している。 

 

＜Ｂ消防本部の転院搬送実施基準＞ 

（１）二次医療圏内の転院搬送 

① 傷病者 

傷病者の症状や既往歴等から要請医療機関での

治療が困難であって、かつ、要請医療機関が指定

する医療機関（以下「指定医療機関」という。）に

おける治療等を緊急に必要とする次のいずれかに

該当する傷病者 

ア 高度医療が必要な傷病者 

イ 特殊疾患等の専門医療が必要な傷病者 

ウ 緊急に手術又は検査が必要な傷病者 

② 医師の同乗 

救急車内の患者の管理は要請医療機関の責任に

おいて行われる必要があることから、関係する医

師が救急車に同乗するものであること。ただし、

要請医療機関の医師が搬送中の容態変化等につい

て責任をもつことの同意がある場合は、この限り

ではない。 

（２）遠距離搬送に係る転院搬送 

① 傷病者 

傷病者の症状や既往歴等から二次医療圏内での治

療が困難であって、かつ、指定医療機関における緊急

な治療を必要とする次のいずれかに該当する傷病者 

ア 高度医療が必要な傷病者 

イ 特殊疾患等の専門医療が必要な傷病者 

ウ 緊急に手術が必要な傷病者 

② 医師の同乗 

救急車内の患者の管理は、要請医療機関の責任にお

いて行われる必要があり、搬送に相応の時間を要する

ことから、必ず医師が同乗するものであること。 

③ 搬送の範囲 

要請医療機関から指定医療機関までの搬送時間は、

救急車で概ね２時間を超えない範囲であること。 

なお、ヘリコプターによる搬送は対応可能な範囲で

これを行うことができる。 

協力要請やガイドラインの例

• あらかじめ転院先医療機関を決定していること

• 原則として、医師又は看護師が同乗すること

• 医師又は看護師が同乗しない場合は、救急隊のみで搬送することについて、要請元医療機関が

患者及び家族等に説明し、了承を得ること

• 転院搬送完了後、救急隊は再出場に備える必要があるため、同乗した医師又は看護師が救急車

に同乗して要請元医療機関へ戻ることは原則として認められないことに同意すること

依頼書の例

• 転院の理由

• 救急に搬送を依頼する理由

• 担当医師名

• 患者の状態や処置内容
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消防庁としては、今後、転院搬送の適正化のため、これまでに示した要件も含め、

厚生労働省と連携しつつ、以下のようなガイドラインを作成するべきである。 

 

＜ガイドラインの例＞ 

• 緊急に搬送する必要があること 

• 高度医療が必要な傷病者、特殊疾患等の専門医療が必要な傷病者又は緊急に手術も

しくは検査が必要な傷病者であること 

• 患者等搬送事業者、医療機関が所有する救急用自動車等、他の搬送手段の利用が不

可能であること 

• 要請元医療機関が、あらかじめ転院先医療機関を決定し受け入れの了解を得ておく

こと 

• 要請元医療機関が、その管理と責任の下で搬送を行うため、原則として、医師又は

看護師が同乗すること 

以上の要件を医師が確認した上で、転院搬送依頼書を提出してもらう。 ／等 

 なお、傷病者の迅速な受け入れのために消防機関と医療機関との間で一定のルー

ルを設定している場合や、医療機能の分化・連携の進展の状況など、地域の事情も

考慮する必要がある。 

 

当該ガイドラインを参考に、各都道府県においては、医師会、消防機関並びに都

道府県消防防災主管部局及び衛生主管部局等、関係者間で十分な議論を行った上で、

各地域メディカルコントロール協議会等に対し、転院搬送における救急車の適正利

用のための合意形成について、支援を行うことが求められる。 

また、各地域においては、都道府県の助言を受けつつ、地域メディカルコントロ

ール協議会等の枠組みを活用し、転院搬送における救急車の適正利用の推進のため、

救急業務として転院搬送を行う場合についてのルール化に向けて、関係者間で合意

形成を行う必要がある。 

 

（３）消防機関の救急車以外の搬送資源の活用 

①消防機関の救急車以外の搬送資源の活用の現状 

民間の患者等搬送サービスを行う事業者のうち、車両や資器材、人員等について

消防庁が示した条件を満たした事業者については、各消防本部が患者等搬送事業者

として認定を行っている。患者等搬送事業者は、自力での移動が難しい高齢者や身

体障がい者、傷病者等の医療機関への入退院、通院及び転院並びに社会福祉施設へ

の送迎等、緊急性のない傷病者等の搬送を担っている。そのため、救急搬送の対象

とはならない傷病者等の移動、搬送ニーズの受け皿として期待されており、転院搬

送においても活用されている。 

平成 27 年 4 月 1 日現在、全国で 1,174 の事業所があり、1,757 台が認定を受け
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ている。都道府県別にみると、東京都の 340台が最も多く、最も少ない滋賀県では

1台と地域差がみられる。 

 

図表 2-27 都道府県別 患者等搬送事業者の認定車両台数 

  

100台以上 

50 台以上 100台未満 

30 台以上 50 台未満 

10 台以上 30 台未満 
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②消防機関の救急車以外の搬送資源の活用方策 

一部の自治体では、市内の医療機関の連携強化の取組の中で、病院が保有する救

急車を活用している事例がみられた。 

例えば、葛飾区では、かかりつけ医が決まっており、かかりつけ医から病気に関

する十分な説明を受けている患者を予め登録し、訪問看護師など在宅療養に関わる

専門職が患者の容体変化を感じた場合、かかりつけ医に連絡することになっている。

かかりつけ医は「病院救急車」を出動させ、収容希望病院に診療情報を提供するこ

とで、速やかに必要な治療を実施する。このことにより、在宅療養をしている市民

の医療を市内で完結させ、在宅へ戻ることを支援し、区内医療機関の連携強化を図

っている。 

現在、全国各地において、「地域包括ケアシステム」の構築が進められている。

こうした取組に消防機関が関わり、情報交換や話し合いを進めることによって、消

防機関の救急車の適正利用について地域の理解を得て消防機関以外の地域の資源

についても有効活用していくことが望まれる。 

 

図表 2-28 病院救急車の活用の事例（葛飾区）  

 

（出典）葛飾区医師会ホームページ 
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（４）救急車の適正利用の推進にかかる海外事例の調査等 

①救急車の適正利用の推進にかかる海外事例の調査 

救急車の適正利用の推進について、以下のとおり調査を行った。 

 

○調査対象国、地域 

アメリカ（ニューヨーク） 

フランス（パリ） 

ドイツ（ミュンヘン） 

イギリス（ロンドン） 

シンガポール 

○調査内容 

１．救急業務概要 

   救急業務実施主体 

   搬送件数 

   搬送件数抑制のための取組 

２．料金徴収の有無とその仕組み 

   料金算出方法 

   料金徴収の対象 

   徴収の仕組み、保険制度 

３．電話相談事業の有無と緊急度判定方法等の普及 

   電話相談事業実施主体 

   電話相談事業実施時間帯 

   電話相談事業実施内容（応急手当、病院案内、救急案内、等） 

   緊急度・重症度の判定方法の普及策 

４．転院搬送 

   実施主体 

   料金徴収の有無等 
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図表 2-29 救急車の適正利用の推進に係る海外事例 

＜救急業務概要①＞ 

 ① 救急業務実施主体 ② 患者搬送事業者等との住み分け等 

ニューヨーク 
ニューヨーク市消防局・ニューヨーク市消防局と

協定を締結した民間病院・民間救急会社及びボラ

ンティア団体 

ニューヨーク市消防局：救急搬送及び患者搬送の一部 

民間病院：救急搬送及び患者搬送の一部（2010年時点で、25の民間病院がニューヨーク市消防と緊急

搬送サービスの提供に関する協定を締結。） 

民間救急会社及びボランティア団体：患者搬送 

ロンドン ロンドン救急サービス(London Ambulance 

Service、ＮＨＳ(National Health Service)所管） 

病院、タクシー等 

999（救急電話）はＬＡＳが受け、病状、緊急度に応じて救急車を配送。ＬＡＳは予約による病院間患

者搬送も対応可能。その他、病院の患者搬送車や症状の軽い場合はタクシー等を利用。 

ミュンヘン 

ミュンヘン市の救助本部（Rettungszweckverband, 

RZV）が慈善団体（ボランティア団体、Hilfsdienst、

赤十字含む５団体）及び民間企業（３社）に委託。 

救助本部（Rettungszweckverband, RZV）が統合司令センター（ＩＬＳ）を設け、すべての救急連絡を

受付。救急内容・救急依頼場所から、最適な対応先（最適な車両を有し、適切な対応のできる最寄り

の機関）を選択。 

パリ SMUR（救急機動組織 Services mobiles d'urgence 

et de réanimation） 

BSPP（パリ消防隊 Brigade des sapeurs-pompiers 

de Paris) 

民間救急車（2011年には 118の民間医療輸送会社

がある） 

社会保険と契約を結んでいるタクシー 

医療緊急度の高さに応じて、SMURを利用するか、BSPPを利用するか、又は民間救急車等を利用するか

といった、救助の手段や方法が調整されている。 

パリの SAMU（緊急医療援助組織 Service d'aide médicale d'urgence)の CRRA（通報受信調整センタ

ー Centre de réception et de régulation des appels）と BSPPの CTA（通報処理センター Centre 

de traitement de l'alerte)のコンピューター及び無線は相互接続されている。 

SAMUはパリ市（人口 2,240,621人/2012年）を管轄、BSPPはパリ市と周辺の３県（オー・ド・セーヌ

県、サン・ドニ県、ヴァル・ド・マルヌ県）（人口 6,707,612人/2012年）を管轄している。 

シンガポール 
シンガポール市民防衛庁(Singapore Civil 

Defense Force 以下「SCDF」) 

民間搬送会社 

ＳＣＤＦ：救急搬送及び患者搬送の一部 

民間搬送会社：患者搬送 
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＜救急業務概要②＞ 

 ③ 搬送件数 

（Ｅｍｅｒｇｅｎｃｙ） 

人口１０万

人あたり

（2014） 

④ 搬送件数（Ｎ

ｏｎ－Ｅｍｅｒｇ

ｅｎｃｙ） 

人口１０万人あた

り（2014） 

⑤ 搬送件数抑制のための取組 

ニューヨ

ーク 2014年：約 90万件 約１万人 把握していない ― 
いくつかの取組（詳細は不明）がなされてきたが、大きな成果を挙

げるに至っていない。 

ロンドン 

2004年度：207,106件 

2009年度：328,616件 

2014年度：551,831件 

約 6,500人 

2004年度：620,309

件 

2009年度：696,750

件 

2014年度：535,258

件 

約 6,300人 

LAS は 'Use us wisely' キャンペーンを展開、ロンドン内の 50 以

上の新聞（週刊誌）に掲載。2008 年には地下鉄駅で、6 月上旬の２

週間展開した。また、ＢＢＣのロンドンニュース（ＴＶ）を通じた

広報も行った（2010年）。内容は、真に急を要する救急搬送にでき

る限り早く対応するため、不要不急の救急電話を減らすことを呼び

かけるもの。 

また、ツイッタ-でも折に触れて呼びかけを行っている。 

ミュンヘ

ン 
2014年 

10,433  救急車出動件数（専門

医師乗車） 

26,656  救急対応車出動件数 

2,031  集中治療患者搬送件数 

約 2,000人 

2014年 

59,764 患者搬送

件数 

約 3,300人 

救急搬送件数抑制のための特別な取り組みは見当たらなかった。 

2014年 

166,817  救急電話件数 

  1,028  「パトロール救急車」（医師乗車で巡回している車両）による対応件数 

パリ SMUR搬送件数 

2004：28,883   2009：31,410   2014：13,755 

約 600人 

（人口は 2012年） 
・通信センターである CRRA及び CTAにおいて、患者の状態に応じて、

民間救急車等による搬送措置をとる。 

・公共施設や市庁舎における掲示、パンフレットの配布、屋外パネ

ルなどを通じて緊急番号の乱用に対する防止活動を実施。 
BSPP搬送件数 

2004：280,815  2008：342,546  2013：387,289 

約 5,800人 

（人口は 2012年） 

シンガポ

ール 
（SCDFのみ) 

2004：73,915人 

2009：113,284人 

2014：148,546人 

約 2,700人 

(SCDFのみ) 

2004：6,233人 

2009：2,316人 

2014：4,406人 

約 80人 

SCDFは展示会の開催、ポスターやリーフレットの配布などにより啓

発活動を行っている。例えば市民イベントでは、どのような場合が

救急搬送であるかなど、パネルを使用して説明したり、総合病院や

病院の緊急医療担当課などにポスターやリーフレットを設置しても

らうなどの対応を行っている。 
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＜料金徴収の有無とその仕組み＞ 

 ① 料金徴収

の有無 
② 料金形態 ③ 徴収対象者と徴収先 

ニューヨ

ーク 

有 

【ニューヨーク消防局による搬送の場合】 

患者搬送 (救命士 （パラメディック）無し) 84,000円 

救急搬送①（救命士乗車）143,000円 

救急搬送② (救命士乗車) 155,000円 

※ 救急入電時に判断（コールトリアージ） 

追加料金 

病院までの搬送距離 約 1,000円/㎞ 

酸素投与 約 7,000円 

【民間医療機関による搬送の場合】 

患者搬送・救急搬送費：24,000円以上 

(1ドル=120円で計算) 

搬送した全ての人 

直接請求・民間保険中心 

（低所得者・高齢者は公的保険あり） 

ロンドン 無 －  － 

ミュンヘ

ン 

有 

医師の指示による緊急の場合は病院搬送費用はかからない。医師処方のある

場合、通常は搬送費用の 10％負担、最低５ユーロ、上限 10ユーロ。医師の

処方のない場合、搬送内容（車両、治療方法など）により異なるが、おおむ

ね 100～600ユーロ 

搬送された患者への直接徴収はなく、個人保険会社または公的保険

会社から徴収される。 

パリ 

有 

2012年のパリの SMURの料金は、30分で 335ユーロとなっている。 

パリの SMURの料金については、イル・ド・フランスの ARS（地域保健機関 

Agence régionale de santé）が決定している。 

（BSPPによる搬送は無料） 

SMURが搬送した人全てから、社会保険及び任意保険で支払い 

SMUR の支払額の 65％は社会保険から支払われるため、患者は残り

の 35％を支払う必要がある。ただし、任意保険加入者は任意保険か

ら支払われるため、負担は発生しない。一方、任意保険非加入者で

あっても、患者の状態（重病、妊婦など）により、もしくは救急搬

送された後に入院し、かつ 120ユーロを超える医療行為を受けた場

合には社会保険が残りの 35％も支払う。 

シンガポ

ール 

有 

救急搬送 無料 

患者搬送(SCDF) 約 25,000円 

患者搬送(民間) 約 4,500円～約 13,500円（ケースによって異なる） 

(シンガポールドル 1ドル=90円で計算) 

緊急と判断された場合は無料、そうでない場合は有料 

※緊急性の有無の最終的な判断は、搬送先医療機関の医師の評価に

基づいて行われる。 
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＜電話相談事業と緊急度判定方法等の普及＞ 

 ① 電話相談事

業の有無 
② 事業主体 ③ 相談可能日時 ④ 相談可能な内容 ⑤ 救急車を呼ぶべきか判

断する普及策 

ニューヨーク 

有 

ニューヨーク市が行う

３１１電話システム 

（非緊急の電話通報、行

政情報の提供等） 

２４時間、年中無休 開いている病院、受診すべき病院の案内   

ロンドン 

有 ＮＨＳ（１１１番） ２４時間、年中無休 

急病や怪我の際の応急手当の方法 

救急車を利用すべきか否かの相談 

利用できる救急搬送サービスの案内 

新聞 

テレビ 

インターネット 

ミュンヘン 

有 

病院（各病院へ連絡）、

薬局（ドイツ国内全土を

対象とする総合相談電

話先あり） 

２４時間対応の病院あり 

薬局については、所定のウェブサ

イトから最寄りの薬局を検索可

能、電話対応可の時間帯は不明 

急病や怪我の際の応急手当の方法 

開いている病院、受診すべき病院の案内（電話対

応受付の病院） 

救急車を利用すべきか否かの相談 

利用できる救急搬送サービスの案内（統合司令セ

ンター（ＩＬＳ）（通常の救急車要請連絡）） 

  

パリ 

有 
ＳＡＭＵ、当直医、主治

医 

365日 24時間体制でＳＡＭＵ、

当直医が対応する 

急病や怪我の際の応急手当の方法 

開いている病院、受診すべき病院の案内 

救急車を利用すべきか否かの相談 

  

シンガポール 

未回答 未回答 未回答 未回答 

リーフレット 

インターネット 

市民イベント等でのパネ

ル展示 
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＜転院搬送＞ 

 ① 実施主体 ② 料金徴収の有無 ③ 算出方法 ④ 徴収先 

ニューヨーク 
民間事業者 有 不明 当該患者、その他（保険会社、メディケア／メディケイド） 

ロンドン 

LAS、各医療機関（病院）、タク

シー等 

無（ＬＡＳの場合）病院、

タクシー等利用の場合は

有料。搬送主体により料

金は異なる 

    

ミュンヘン ミュンヘン市の救助本部

（Rettungszweckverband, RZV）

と契約している各救急搬送機関

が患者搬送サービスを提供する。

利用者は通常の救急車要請連絡

（電話：19222、ＲＺＶ対応）を

行い病院間や自宅等への搬送を

依頼できる。 

有 

    

患者保険により対応。 

各件別に算出 個人保険または公的医療保険で賄い、保険会社から支払い。 

パリ 
・目を離すことができない人を移

送する場合は SMUR 

・民間救急車 

・契約タクシー 

有 

SMURについては救急業務と同

じ 

民間救急車及び契約タクシー

については契約に基づく 

医療機関、当該患者 

・48時間以内に当該医療機関へ戻る場合には左記医療機関

が負担する。 

・48時間を越える場合については、患者が負担することに

なるが、その場合は社会保険が 100％カバーしている。 

シンガポール 
未回答 未回答 未回答  未回答 
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②救急業務の一部有料化に対する消防本部の主な意見 

救急業務の一部有料化について、自由記述方式で消防本部の意見を聴取した。その

結果、生活困窮者等が救急要請を躊躇するのではないか、有料・無料の区別・判断が

難しい、傷病者とのトラブルが増加するのではないか、料金徴収等に係る事務的負担

が増加するのではないかなど、多くの本部から、一部有料化を導入した場合の様々な

懸念事項が挙げられた。 

 

＜救急業務の一部有料化に対する消防本部の主な意見＞ 

 

（出典）平成 27年度「救急救命体制の整備・充実に関するアンケート調査」 

 

仮に救急業務の一部有料化を導入しようとする際には、料金徴収の対象者の範囲を

どうするか、対象者の決定には医師による判断が必要ではないか、料金の額や徴収方

法をどうするか等、多くの課題について、国民的な議論の下で検討し、そのコンセン

サスを得なければならない。 

また、上述のように、消防本部へのアンケートにおいても様々な懸念が示されてい

ることも踏まえ、救急業務の一部有料化については、引き続き慎重な議論が必要であ

る。 
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③傷病程度の分類項目名 

救急業務の一部有料化の議論がされる前提として、救急搬送人員の約半数を占める

「軽症」と分類された傷病者については、そもそも救急搬送の必要がないのではない

かとの指摘がされることがある。しかしながら、結果的に「軽症」と分類された事案

の中には、骨折等のため緊急に搬送を行い直ちに治療を行うことが必要であるが、一

旦、搬送先の医療機関において適切な治療を行えば、後は通院による治療で足り、入

院は不要と判断された例等も含まれており、「軽症」に分類される傷病者でも救急搬

送が必要となる場合がある。このように、「重症、中等症、軽症」という分類は、あ

くまで初診時の診断において必要とされる入院加療の程度を示したものであり、救急

車による緊急搬送の必要性を判断する基準となる「緊急度」の概念とは異なることか

ら、この点を明確化するため、呼称の変更について検討する必要があると考えられる。 

なお、現行の分類手法を変更することについては、医療機関・救急隊双方の負担が

大きく、統計の連続性の観点にも留意する必要があるため、現行の分類手法は変更せ

ず、現行の分類項目が入院加療の程度を示す指標であることを明確化するために、そ

の呼称について見直しの検討を行うことが望ましい。 

 

図表 2-30 傷病程度の分類項目名の見直し案（一例） 

 
 
４．まとめ 

救急車の適正利用を推進するためには、様々な取組を組み合わせながら実施していく

必要がある。 

頻回利用者については、個別の事案に応じて対策を講じるため、日頃から地域の医療

機関や保健福祉部局等、関係者と情報交換を行い、それぞれの事案について効果的な対

策を検討しておくなど、きめ細かな取組が必要である。 

消防庁は、厚生労働省と連携して、救急業務として行う転院搬送について定めたガイ

ドラインの作成を行い、都道府県及び各消防本部に示す必要がある。そのうえで、各地

域において、関係者間で十分に議論し、合意形成を行った上で、地域の実情に応じたル

ール化を行うことなどにより、転院搬送における救急車の適正利用を推進することが期
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待される。 

消防機関の救急車以外の搬送資源については、緊急性のない傷病者の移動や転院搬送

に活用されることが期待される。また、地域包括ケアシステムを構築していく中で、自

治体が患者等搬送事業者と連携し、地域の病院への転院搬送に活用し、在宅療養してい

る市民の医療を可能な限り地域内で完結させるような取組が推進されているため、こう

した場面においても患者等搬送事業者等を積極的に活用していくことが期待される。 

救急業務の一部有料化等については、導入の際に多くの課題があることや、各消防本

部から様々な懸念が示されていることなどを踏まえ、引き続き慎重な議論が必要であり、

まずは、救急電話相談事業の普及や転院搬送の適正化などの救急車の適正利用の推進等、

直ちに取り組むべき対策を実施すべきである。傷病程度の分類項目名については、現行

の分類項目が初診時の診断において必要とされる入院加療の程度を示したものであり、

緊急搬送の必要性を判断する「緊急度」の概念とは異なることから、呼称について見直

しの検討を行うことが望ましい。 
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第３章 緊急度判定体系の普及 

第１節 今年度の検討内容（総論） 

１．検討の背景、検討経緯 

救急出動件数は、年々増加傾向にあり、高齢化の進行等により今後も当分増加するこ

とが見込まれている。また、出動件数の増加率は救急隊数の増加率を上回っており、救

急出動件数の増加等の需要に救急隊数の供給が追いつかない状況であり、今後もこの状

況が続くことが懸念されている。 

こうした問題意識のもと、平成 17年度 1に、「119番通報受信時等における緊急度・重

症度の選別（トリアージ）」の概念が提示され、緊急度に応じた救急対応を選択する「緊

急度判定体系」の検討が始まった。以来、平成 21 年度までは消防機関での活動である

「119 番通報受信時」及び「救急現場」における緊急度・重症度の選別についての検討

がなされた。また、救急車を呼ぶべきか迷う市民からの電話相談に応じるため、「救急

安心センターモデル事業 2」が開始された。 

平成 22 年度 3には、消防機関での活動においてのみ傷病者の緊急度を判断するだけで

なく、「家庭での自己判断ツール」「電話相談」によって、社会全体（地域住民）で緊急

度判定体系の概念の共有を進めることにした。このとき、「トリアージ」と「緊急度判

定体系」という用語についての整理もなされた。同時に、技術的な課題として「わが国

の緊急度判定体系の基準は、各段階で標準化されていない」こと、そして普及啓発やコ

ンセンサスの課題として「緊急度を判定することについて社会全体での十分なコンセン

サスが得られていない」ことという２つの課題があるとされた。 

平成 23 年度以降、これらの課題について検討がなされ、①平成 25年度に技術的課題

については一定の成果を得たが、緊急度判定体系の概念の普及及び救急受診ガイドや電

話相談事業等の緊急度判定体系の考え方に基づいた取組の普及も進んでおらず②普及

啓発やコンセンサスの課題については不十分であるとされた。これをうけて平成 26 年

度は検討対象を緊急度判定体系の普及啓発に絞り、緊急度判定体系の基本的な概念の整

理、救急受診ガイドのわかりやすい普及啓発資材としての「救急車利用リーフレット」

の作成、電話相談事業実施団体事例集の作成、関係省庁による横断的な検討の必要性の

整理をしたところである。（経緯については図表 3-31 を参照） 

 

 

 

                            

 

1 平成 17 年度救急需要対策に関する検討会報告書 

2 平成 22 年の「行政事業レビュー」にて、国ではなく地方自治体に委ねるべきだとして廃止 

3 平成 22 年度救急業務高度化推進検討会報告書 
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図表 3-31 これまでの検討経緯 

 ①技術的な課題 

（緊急度判定体系の基準の標準化） 

②普及啓発・コンセンサス 

平成 22 年度  各段階における緊急度判定のカテゴリーとその対応の

案や、緊急度判定の検証に当たって基準となるべきも

のは、医師の確定診断であるとの考え方を示した 

 「家庭で使用できる救急車利用マニュアル」を作成 

 「トリアージ」という言葉は誤解を与えるおそれがあり、慎重に用いるべきである。 

 緊急度判定体系の基準を社会全体で共有することの効果や具体的なメリットについて検討し、緊

急度の判定基準を社会全体で共有することに関して国民のコンセンサスを得ていく必要がある。 

平成 23 年度  国内、諸外国の緊急度判定プロトコルを参考に、緊急

度判定プロトコル Ver.0を策定した 

 トリアージに関する市民教育・コンセンサスの形成について海外事例調査 

 「家庭自己判断」、「電話相談」、「119番通報」、「救急現場」の各段階に共通した緊急度判

定を導入することの意義を伝えることが重要である。 

 「緊急度判定」や「プロトコル」等の専門用語は、平易な表現への変換や解説が必要である。市

民への説明機会の提供や効率的な広報を検討し、社会への普及促進の具体的方法を計画する必要

がある。アンダートリアージ（緊急度を低く判定すること）等の対応を含め、地域の関係機関が

十分議論し、問題発生時の対応も含めた合意形成を図ることが重要である。 

平成 24 年度  実証検証事業として、平成 23年度に策定した緊急度判

定プロトコル Ver.0を試行的に運用し、家庭、電話相

談、消防機関（119番通報、救急現場）のデータ収集

だけでなく、医療機関における傷病者の最終的な転帰

を横断的に分析し、緊急度判定プロトコル Ver.0の精

度向上に向けた課題を抽出 

 救急受診ガイドの普及を促進するためには、長期的に広報し、正しい活用方法について周知して

いく必要があり、市民のみならず、市民が受診する医療機関への広報周知についても実施してい

く必要がある 

 各自治体において救急電話相談の導入が推進されることを期待するが、導入費用や医師・看護師

の確保等多くの課題があり、導入へのハードルは高い。市単独ではなく、地域 MCレベル、都道

府県レベルなど比較的大きなコミュニティにおいて、導入を検討されることが望まれる。 

平成 25 年度  前年度の実証検証の結果を受け、緊急度判定プロトコ

ル Ver.0の医学的精度を高めるようなプロトコルの改

良と症候数の増設を行い、緊急度判定プロトコル

Ver.1を策定した。また、緊急度判定導入及び実運用

に向けた課題と改善策を検討した。 

 緊急度判定プロトコルを有効に活用するためには、利用者に正しく使われる必要があること、そ

のためには、利用者に対する周知あるいは教育を実施していくことを、今後の課題として挙げて

いる。一方、救急受診ガイドや電話相談等の緊急度判定体系の考え方に基づいた取組は、緊急度

判定体系という概念を社会に普及させるに十分なほどには普及が進んでいない。 

平成 26 年度  （検討の対象とせず。緊急度判定体系の検証に係る技

術的な検討については臨床救急医学会に依頼） 

 緊急度判定体系の基本的な説明概念について、一般市民の立場、関係者の立場、地域社会全体そ

れぞれの観点から整理した。 

 より分かりやすい普及啓発資材として救急車利用リーフレットを作成。電話相談事業を実施して

いる行政機関の財源や経緯、施策の効果等の電話相談事業実施団体事例集を作成した。 
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２．今年度の検討目的・内容 

平成 26 年度の検討において、緊急度判定体系の位置づけの明確化、対象者の属性

に最適化した救急受診ガイドのパッケージ化の検討が必要とされていることに加え

て、救急電話相談事業の更なる充実が求められていることから、平成 27 年度におい

ても検討対象を緊急度判定体系の普及啓発とし、次に掲げる検討目的についても継続

することにした。 

「救急車を呼ぶべきか迷う一般市民の判断をサポートし、不安を解消するととも

に、救急受診に対する意識を高め、もって緊急度判定体系の理念や重要性について

の理解を深め、それを社会全体で共有するための方策について検討する」こと 

 

検討項目については、普及啓発による行動変容の流れを踏まえつつ、住民にとって

具体的なサービスである救急電話相談事業及び救急受診ガイドの普及を前面に出し

て以下の３つに整理した。 

 

図表 3-32 検討項目の体系図 

 

 

＜①救急電話相談事業の充実＞ 

都道府県等が救急電話相談事業に取り組む上で直面している問題意識をもとに

課題解決に向けて、先進事例や新規立上事例の調査、医療関係者等の関係者にとっ

ての利点及び地方公共団体への支援策のあり方について検討した。 

＜②救急受診ガイドの普及＞ 

救急受診ガイドの普及に向けて、対象者の属性に応じた救急受診ガイドのあり方、

それぞれの場への普及を進めるための方策を検討した。また、救急受診ガイド 2014

年版について、改訂すべき事項を整理した。あわせて Web 版、スマートフォン版、

アプリ版等の普及ツールの多様化について、先行事例を収集し、普及ツールの多様

化について検討した。 

＜③緊急度判定体系の概念の普及＞ 

昨年度検討した緊急度判定体系の説明概念についてのマーケティング調査を実

施した上で、緊急度判定体系の概念の普及方策のあり方を検討した。  

社会全体で共有
するための方策

緊急度判定の理念や重要性の理解
目指すべき姿（目的）

住民目線の緊急度の提示

対象・場面に合わせたわかりやすい説明

＝ 「緊急度とは○○である」

社会全体で共有するための方策

「場」※を活用
した普及
※学校保健、母子保
健、社会福祉施設等

「メディア」※を
活用した
広報
※新聞・雑誌等

救急車を呼ぶべきか迷う

一般市民の判断をサポートし、

不安を解消するとともに、

救急受診に対する意識を高め、

もって緊急度判定の理念や重要

性についての理解を深め、それを

社会全体で共有することの実現

救急受診ガイドの普及

救急受診に対する意識の向上

救急電話相談事業の充実

一般市民の判断をサポート

１

３

医学的・学術的検討
＠臨床救急医学会

２
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３．検討体制、検討手法 

（１）検討体制（ワーキンググループ）及び開催経緯 

平成 26 年度に引き続き、救急業務のあり方に関する検討会のワーキンググルー

プの一つとして緊急度判定体系の普及ワーキンググループを設置した。対象者の属

性に応じた救急受診ガイドのあり方、それぞれの場への普及を進めるための方策を

検討するために、消防職員、医師、住民団体のみならず地域医療及び小児医療（♯

8000 事業）、都道府県衛生主管部局、保健及び看護、介護福祉施設、保育、学校と

いった多様な関係者を加え、さらに厚生労働省をオブザーバーとして委員を構成し

た。会合は次のように計２回、開催した。 

 

図表 3-33 開催経緯 

 開催日時 検討内容 

第１回 平成 27年 10月 29日 (1)今年度の検討事項について 

(2)プレゼンテーション 

(3)その他 

第２回 平成 28年２月９日 (1)緊急度判定体系の普及について 

(2)今年度の総括と来年度に向けた課題について 

(3)その他 

 

（２）実施した調査 

検討に資する情報を得るために市民 Web アンケート調査および自治体アンケー

ト調査、委員ヒアリング調査を実施した。それぞれの調査と具体的な検討項目の関

係は次の通りである。 

 

図表 3-34 調査方法と検討項目 

 市民 Web ｱﾝｹｰﾄ 自治体アンケート 委員ヒアリング 

救急電話相談

事業の充実 

・救急要請時に

不安、困った

経験 

・救急電話相談

事業が有効と

考える場面、

メリット等 

・救急電話相談事業の現

状、問題意識、課題等 

 

・医療関係者におけ

る認知度向上の方

策等 

救急受診ガイ

ドの普及 

・「消防庁救急受診ガイ

ド 2014 年版」の活用

状況、課題等 

・対象者の属性に応

じた救急受診ガイ

ドのあり方 

・専門職を仲介した

普及方策 

緊急度判定体

系の概念の普

及 

・緊急度判定体系の認知 

状況、得られるメリッ

ト等 

・緊急度判定体系の

基本的な位置づけ 
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①市民 Webアンケート 

今年度、新たに一般市民を対象とした Webアンケート調査を実施し、救急要請時

や病院受診時等で判断に困った経験、救急受診ガイドの認知・利用状況、緊急度判

定体系の認知、緊急度判定体系の考え方の認知、普及のメリット、緊急度判定体系

の基本的な説明概念に関する評価を把握、分析した。アンケート調査の概要は次の

通りである。調査結果については後述する。 

＜市民 Webアンケート調査概要＞ 

・調査対象：一般市民 420名 

・調査方法：Webアンケート調査 

・調査期間：平成 27年 10月 16日 

 

②自治体アンケート 

昨年度に引き続き、都道府県（消防防災主管部局、衛生主管部局）、消防本部を

対象としたアンケート調査を実施し、救急受診ガイド及び電話相談事業の導入状況、

導入に向けた課題を把握、分析した。概要は次の通りであり、調査結果については

後述する。 

＜自治体アンケート調査概要＞ 

・調査対象：都道府県（消防防災主管部局、衛生主管部局）、消防本部 

・調査方法：電子ファイル送付によるアンケート調査 

・調査期間：平成 27年８月 26日～９月 25日 

・基準日  ：平成 27年８月１日 

 

なお、回答者によって「救急受診ガイド」と「電話相談事業」の捉え方に差があ

ることが想定されることから、調査票に以下のような前提条件と説明を加えた上で

実施した。 

＜アンケート調査における救急受診ガイドの定義＞ 

「住民による緊急度判定」とは、住民自身や周囲の方々が具合が悪くなった

場合に、「救急受診ガイド」を利用して、自ら一定の確信をもって緊急性を考

慮し、受診行動（経過観察、自己受診もしくは 119 番通報等）を選択するこ

とを指すものとする。 

（１）「救急受診ガイド」とは次の 2つの機能を有する冊子類や電子媒体を指

す。 

①具合が悪くなった方の属性（年齢や持病）に加え、症状の種類や程度か

ら、緊急度判定を支援する。 

②緊急度判定をもとに、救急要請や医療機関受診といった推奨される受診

行動を提示する。 
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（２）「電話相談事業」とは、次の 4つの機能を有することを指すものとする。 

①具合が悪くなった方の属性（年齢や持病）に加え、症状の種類や程度か

ら、緊急度判定を支援する。 

②緊急度をもとに、救急要請や医療機関受診といった推奨される受診行動

を提示する。 

③専用の電話番号を持ち、相談員が応対する。 

④小児救急電話相談事業（#8000）は本調査では除く。 

 

③委員ヒアリング 

平成 26 年度の検討において、電話相談事業の充実には医療関係者における認知

度の向上が重要とされており、救急受診ガイドの普及には対象者の属性に最適化さ

れた普及啓発資機材についての調査等の検討が必要とされている。そのため、地域

医療及び小児医療（♯8000 事業）、保健及び看護、介護福祉施設、保育、学校関係

者を対象としたヒアリング調査を実施した。概要は次の通りである。 

＜ヒアリング調査概要＞ 

・調査対象：医師、看護関係者、福祉施設関係者、保育関係者、学校関係者 

・調査方法：対面式の聞き取り調査 

・調査期間：平成 28年１月 13日～１月 25日 
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第２節 今年度の検討結果（各論） 

Ⅰ．救急電話相談事業の充実 

１．背景等 

（１）検討の経緯 

救急電話相談は住民が病気や怪我をしたときに活用できるものであり、救急隊の

要請はためらうが、症状が強くなっている等の心配が増したときには、教育を受け

たオペレーターから助言を受けることができるものである。電話相談を通じて、①

受診手段（救急車を要請するのか、自分で医療機関に行くのか、民間搬送事業者等

を利用するのか）、②受診までの時間（直ちに医療機関を受診すべきか、2 時間以

内に受診すべきか、24時間以内か、明日でも良いか等）、③受診先（適切な診療科

目及び医療機関等）を適切に選択することが可能となる。 

救急電話相談に係る取組として、消防庁は平成 21 年度から「救急安心センター

モデル事業」を実施しつつ、普通交付税において職員の配置等の経費を措置し、全

国に取組を促してきた。その後、技術的な支援として標準的なプロトコルを策定し

ながら、全国における取組状況の把握及び導入地域事例集の提示等を通じて各団体

における導入を推進してきた。 

 

図表 3-35 救急電話相談事業に関するこれまでの検討及び施策の経緯 

年度 内容 参考:♯7119事業実施団体 

平成 19年度  東京消防庁が事業開始 

平成 21年度 救急安心センターモデル事業開始 

（平成 22 年の「行政事業レビュー」にて地方

自治体に委ねるべきだとして廃止） 

普通交付税において、職員の配置等の

経費を措置 

補助事業の開始（消防防災施設整備費

補助金 救急安心センター等整備事業） 

大阪市、奈良県、愛知県 

（平成 23 年度以降、大阪市は大

阪府全域に拡大、愛知県は廃止） 

平成 22年度 救急安心センターモデル事業の効果分

析等 

 

平成 23年度 

～平成 25年度 

緊急度判定プロトコル Ver.1を策定 

全国における取組状況を把握（平成 25

年度） 

田辺市（平成 24年度から） 

札幌市（平成 25年度から） 

平成 26年度 全国における取組状況を把握 

導入地域事例集の提示 

 

平成 27年度 （検討会を開催） 横浜市（平成 28 年１月か

ら開始） 
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（２）課題 

救急電話相談の充実に関し、今後の取組の方向性として「平成 26 年度救急業務

のあり方検討会報告書」では次の点が挙げられている。 

○ 事業実施単位として、①地域特性への最適化、②関係者の合意形成、③均てん性の観

点から、都道府県単位での取組が最も地域の実情に応じた取組が出来る上、スケール

メリットの点からも最も望ましい。小規模の市町村では専門職を確保することが困難。 

○ 緊急度判定を行う電話相談事業を実施している地域は少数であり、都道府県の消防防

災主管部局と衛生主管部局との間等に認識や姿勢に差があることから、消防防災主管

部局が関係者間の連携を促し主導的な役割を担うように促していくことが望まれる。 

○ 地域医療再生基金及び医療提供体制推進事業補助金を用いているケースもある。普通

交付税措置がなされていることも踏まえ、地域ごとにふさわしい財源確保の方策につ

いて検討することが望ましい。 

○ 救急医療情報センター、小児救急電話相談事業（#8000）等の既存の事業経験を活かし

たり、拡張したりすることが考えられる。 

○ プロトコルは受入側の医療体制にあわせた最適化が必要であり、地域の医療関係者を

含めた合意形成が必要。事業実施後も住民だけではなく、医療関係者への周知が重要。 

 

今後、救急電話相談が充実し全国に展開していくためには、全国の普及状況を把

握しながら、こうした方向性に沿って課題の解決を図る必要がある。 

 

２．今年度の検討事項 

（１）普及および取組状況の実態調査 

平成 26 年度の調査にて、自治体にとって、技術的及び財源的な課題及び関係機

関との連携等が課題となっていることが明らかになった。こうした課題について全

国的な傾向及び経年変化を把握するために調査及び分析を行った。 

 

（２）財政的支援及び♯7119番号の使用要件のあり方 

前向きに検討している団体において依然、「予算確保」が課題に挙がっていると

から財政的支援のあり方について検討した。また、独自の電話番号を使用して救急

電話相談事業を実施している団体がある中、住民にとってわかりやすいと考えられ

る♯7119番号の使用要件についても検討を深めることにした。 

 

（３）♯7119と♯8000の連携についての課題整理 

関係団体の要望を踏まえ、住民からのわかりやすさや行政の効率性に係る指摘か

ら、両者の連携について課題を整理した。 
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（４）医療関係者における理解醸成・認知度向上のあり方 

事業構築及び運用において医療関係者の理解の重要性が指摘されていることか

ら、ＷＧ委員へのアンケートやヒアリング調査を実施し、医療関係者にとってのメ

リットを整理するとともに周知の方策等について検討した。 

 

（５）先行事例の事例収集（施策効果の明確化・立ち上げ事例の収集） 

取り組む予定が無い団体の多くは施策効果に疑義を持っていることから、先行地

域から施策効果を示す情報を収集し整理した。また、今後の立ち上げを支援するた

めに、事業開始に向けて準備を進めている福岡県の事例を収集した。 

 

３．調査結果及び検討結果 

（１）普及状況及び取組状況に係る実態調査 

①アンケート調査結果 

調査実施時点で、♯7119 事業は昨年度と同様に東京都、大阪府、奈良県、田辺

市、札幌市の５都府県市で実施されていた 4。 

♯8000 小児救急電話相談事業を除く救急電話相談事業全体でみると、都道府県

が実施主体となっているのが４県であり、奈良県は♯7119 番号を、山形県・埼玉

県・香川県は独自の番号を用いた事業を実施しており、いずれも衛生主管部局が実

施していた。消防本部が実施主体となっているのは 35 本部であり、東京消防庁、

田辺市消防本部、大阪府内の消防本部（28 本部）が♯7119番号を用いていた。 

 

図表 3-36 ♯7119事業等の普及情報（参考：♯8000の状況） 

 

 

                            

 

4 横浜市が平成 28 年１月から♯7119 番号の事業を開始しており、福岡県は平成 28 年度から開

始予定。 
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救急電話相談事業を未実施の団体のうち、今後、取り組む予定があると回答した

のは、都道府県衛生主管部局は４カ所、消防防災主管部局は２カ所、消防本部では

88カ所であった。そのうち課題があると回答した都道府県衛生主管部局は４カ所、

消防防災主管部局は２カ所、消防本部は 66 カ所であり、「予算の確保」及び「24

時間 365 日の対応」「消防機関への転送体制の構築」が主たる課題として認識され

ていた。 

小児を対象とした電話相談事業（♯8000事業）を実施している衛生主管部局に、

成人を対象とした救急電話相談事業の必要性を認識しているかどうかを尋ねたと

ころ、40.4%（19団体）が必要性を認識していた。そのうち、必要性を認識する対

象をさらに尋ねたところ、17団体が「一般成人」、15団体が「高齢者」を対象とす

べきと考えていた。 

 

図表 3-37 成人の電話相談の必要性の認識 

 
救急電話相談事業について、現在のところ取組予定がない道府県に対して、衛生

主管部局と消防防災主管部局の両者に必要性と主体意識の認識を聞いたところ、

「必要性あり」と認識が一致していた県が平成 26 年度では少数にとどまっていた

が、今年度調査では 12 県で一致していた。一方、消防防災主管部局は必要性を認

識しても、衛生主管部局において必要性を認識していない道県が９県であった。 

 

図表 3-38 救急電話相談事業の必要性に関する消防防災主管部局と衛生主管部局による 

状況認識の相違 

 

今後とも、地方公共団体は救急電話相談に係るニーズについて把握すべきであり、

平成 26 年度の救急業務のあり方に関する検討会報告書にあるように都道府県担当

40.4%(19) 59.6%(28)

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

衛生主管部局(n=47)

ある ない

無
回
答 

 
 
 
 
 

無
回
答 
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部局内での連携が重要となるため、都道府県の衛生主管部局が主体意識を持つとと

もに、都道府県の消防防災主管部局が衛生主管部局等に働きかけ、消防本部におけ

る実施に向けた意向の把握及び実施に向けて検討することを促していく必要があ

る。 

 

②追加のアンケート調査結果 

ア．消防本部の追加分析 

平成 26年度調査では、救急電話相談事業に「取組予定あり」と回答したものの、

今年度調査では「取組予定なし」と回答した消防本部が 27 本部あった。理由を調

査したところ、30 万人程度の消防本部では導入・運営する費用と相談件数が見合

わないといった「スケールメリットの問題」等が挙げられた。 

平成 26 年度報告書において「都道府県単位の取組は、①地域特性への最適化、

②関係者の合意形成、③均てん性の観点からみると、スケールメリットを得るとと

もに、地域の実情に応じた取組ができることから、最も望ましい取組の規模である。

（参考：人口一人当たりの費用では、札幌市は 1人あたり約 77円、東京都は約 40

円）また、小規模の市町村では、専門職を確保することが困難であることからも、

広域的に取り組むメリットがある」としたところであるが、引き続き、広域的な取

組を推進していく必要がある。また、一定以上の規模であれば消防本部が主導して

取り組むことも可能と考えられるが、その場合には、民間委託や市の健康相談窓口

との連携のほか、消防本部に窓口を設置して救急救命士（OB・OG を含めて）など

を活用することが考えられる。 

 

イ．県衛生主管部局の追加分析 

成人を対象とした電話相談事業の必要性は認識しているものの、取組予定のない

12 の県衛生主管部局を対象に理由を調査した。夜間休日の医療機関の負担軽減策

等として必要性を認識しているものの、施策効果の明確化及び小児救急電話相談及

び市町村で既に実施している事業との調整等を課題として認識していることがわ

かった。また、消防庁に対しては、先行事例の費用対効果等の情報収集と提供、関

係者が集まる協議会等での必要性の説明・周知、運営費の補助、#7119番号の使用

要件の緩和等についての期待が寄せられた。 

今後、厚生労働省等との関係機関と連携し、こうした問題意識について丁寧に説

明・周知してくことが求められる。 
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（２）財政的支援及び#7119番号の使用要件のあり方 

①財政的支援のあり方 

平成 26 年度に作成した事例集によれば地域医療再生基金及び医療提供体制推進

事業補助金を活用しているケースがあるが、地方公共団体への支援策として次のよ

うな補助金及び普通交付税措置がある。 

 

図表 3-39 救急電話相談事業に関連する補助事業及び普通交付税措置 

＜新規立ち上げ時の支援＞ 

○消防防災施設整備費補助金 救急安心センター等整備事業 

・平成 21年から補助金事業を開始 

・補助基準額（補助率 1/3） 

 救急安心センター整備事業 10,286 千円 

 救急医療情報収集装置   1,543 千円 

・事業要件 

①都道府県域内を対象とする住民の救急相談に応える窓口を消防機関に設置 

②救急相談窓口で対応する医師、看護師又は相談員が 24時間、365日体制で 

常駐 

③緊急性がある場合には、直ちに救急車を出場させる体制を構築すること。 

※救急医療情報収集装置は、情報収集装置、電話回線及び端末装置の全部又

は一部をもって構成されるもので端末装置から救急医療情報を検索及び閲

覧できるものであること 

 

＜ランニングコスト（運営費）のための支援＞ 

○普通交付税措置 

市町村に対する普通交付税においては、平成 21年度から救急安心センターを

維持するために必要な人件費や事業費について一定の措置が講じられている。 

⇒常備消防費の救急業務費の需用費などの中に、救急相談事業費等（7,533 千

円（標準団体=10万人の場合））が措置されている。 

 

平成 26 年度の検討で、地域ごとにふさわしい財源確保の方策について検討する

ことの必要性を示したところであるが、これまでに消防防災施設整備費補助金（救

急安心センター等整備事業）が活用された実績がないことから、消防庁においては、

補助金が活用されるよう各地方自治体に対し補助制度の周知を行うとともに、将来

的には補助基準額の増額、事業要件の緩和等についても検討することが求められる。

あわせて市町村に対する普通交付税において、救急安心センターを維持するために

必要な人件費や事業費について、一定の措置が講じられていることを周知すること

が必要である。 
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②♯7119番号のあり方 

♯7119番号は、自治体の申請をうけて消防庁が一括して事務手続きをしており、

現状では救急安心センターモデル事業の実施地域要件を♯7119 番号の使用要件と

して運用している。 

 

図表 3-40 救急安心センターモデル事業の実施地域要件 

１ 事業内容が、以下の要件を満たすこと。 
① 原則として、都道府県単位でモデル事業を実施すること。ただし、政令市が所属

する団体、面積が広大な団体、将来的に都道府県下全域に地域拡大することを検
討している団体など、都道府県単位による実施が困難な場合は別途相談するこ
と。なお、既に救急安心センターモデル事業を実施している団体で、地域拡大す
る場合においても別途相談すること。 

② 救急相談窓口を 24時間 365日体制で実施すること。ただし、医師確保が困難で
ある等の理由により実施が困難な場合は別途相談すること。 

③ 相談内容に緊急性がある場合には、直ちに救急車を出動させる体制を構築するこ
と。 

④ 救急相談窓口には、医師、看護師、相談員を配置すること。 
２ 設置場所については、消防機関の指令センターとすること。ただし、地域におい
て、既に医療相談事業等を実施しており、当該事業の実施場所をモデル事業の設置
場所とすることが適当である等の事由がある場合は別途相談すること。 

 

独自番号（♯7119 以外）で、成人の救急電話相談事業を実施している団体に聞

き取り調査をしたところ、24 時間 365 日体制で人材を確保することの困難さ、相

談窓口から消防機関への転送設備等を懸念していることわかった。 

こうした懸念を踏まえて、♯7119 番号を使用した救急電話相談事業の普及が進

むよう、消防庁は♯7119 番号の使用要件について検討し、その結果について地方

自治体に周知することが求められる。 

検討にあたっては横浜市のように、市単位で実施する場合であっても、将来的に

県内他市町村が事業に参加する場合を見通して、他の市町村が新規参入しやすくな

るような工夫をしている場合や、相談窓口開設時間が 24 時間でなくても、将来的

には 24 時間対応を行う見込みであり、それまでの間は地域の医療機関と連携する

等の工夫により実質的に 24 時間対応を行っている場合も参考とすべきである。ま

た、緊急時に直ちに救急車を出動させる体制については、福岡県（平成 28 年度実

施予定）のように、設備としての転送体制が無い場合でも、あらかじめ緊急性があ

った場合の対応について消防機関と協議し、緊急時には傷病者の電話番号等を消防

本部に提供することとするなど、適切な連携体制を構築している場合も参考とすべ

きである。 
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（３）♯7119事業と♯8000事業の連携についての課題整理 

♯7119 事業は全年齢を対象としているが、小児及びその家族が一定の割合を占

めるとされており、例えば東京消防庁救急相談センターでは相談件数の 42.8%が小

児（14 歳以下）で占めている。他方、小児のみを対象とした小児救急電話相談事

業（♯8000事業）は全国に展開されており、24時間対応しているところはないが、

近年は運営時間の延長が進んでいるところである。 

 

図表 3-41 ♯7119 事業等の普及情報（参考：♯8000の状況） 

 

♯7119 事業と♯8000 事業が連携することは、対象者の拡大とともに人材確保等

の運営上のメリットが期待され、既に地域によっては「♯7119 への電話相談のう

ち育児相談・虐待等の案件の場合、緊急性が低ければ♯8000に引き継ぐ」「♯8000

電話相談のうち緊急性が高く救急車が必要になりそうな事例は♯7119に引き継ぐ」

といった連携例もみられている。 

今後、両者の趣旨・体制等の相違点に留意しつつ、地域の連携例及び課題等の実

態の把握を進め、同時に厚生労働省等の関係者と検討を深めることが望まれる。 

 

図表 3-42 ＃7119 と＃8000 との趣旨・体制等 
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（４）医療関係者の理解醸成・認知度向上 

①アンケート及びヒアリング調査結果 
医療関係者に救急電話相談事業のメリットについてアンケート調査を実施した

ところ次のようなものが挙げられた。このことから、救急電話相談事業は救急医療

との関与が薄い医療関係者を含めて、あらゆる医療関係者にとってメリットがある

と考えられる。 

 

図表 3-43 救急電話相談のメリット 

 メリット 

救急病院の立場

から 

 

 電話での受診相談を集約でき労力を省くことができる。 

 重症患者を優先できる。見逃さない医療が可能になる。 

 医療機関の機能分担ができる。 

一般医療機関（救

急病院以外）の立

場から 

 

 夜間休日帯に診療していない医療機関（クリニック等）に

とって、相談の受け止め先になる。 

 救急病院に集中しがちな患者を適切に振り分けられる 

 「かかりつけ医制度」の確立に寄与する。 

 「地域包括ケア」の一翼を担うことができる。 

救急医療との関

与に乏しい医療

者の立場から 

 患者からの受診相談を外部委託することになり、当直時間

帯の業務の軽減につながる 

 不慣れな救急患者からの相談の受け止め先になる 

 

②医療関係者における理解の重要性及び周知の方向性 

救急電話相談事業の体制確保（とりわけ相談員の確保）の観点から医療関係者の

理解が重要であるのはいうまでもないが、救急電話相談の助言に従い医療機関を受

診した場合に「このような軽症は受診しなくてよい」「緊急性が低く受診すべきで

ないとして選定療養費を徴収された」「勝手に診断すべきでない」といった対応が

なされると救急電話相談事業が地域住民に信頼されなくなるため、地域全体の医療

関係者の理解が重要となる。一方、全ての医師（医療関係者）はこの仕組みを理解

すべきであるが、医療関係者にとっては、一見、救急電話相談事業の効用を実感し

づらいうえに、「相談の結果を踏まえて受診したことが医師に伝わっておらず行き

違いがおきる」といった経験をすることがあり、救急電話相談事業への理解が深ま

らないという意見があった。 

こうしたことを踏まえると、医療関係者の理解を広く得るためには、事業実施前

から事業の仕組みに理解を得る必要があり、同時に「オーバートリアージの容認」

「緊急度と重症度（傷病程度）の違い」「診断行為と緊急度判断の違い」について

も理解を得る必要がある。周知に際しては、効用が見えづらいが現場の負担軽減に

資するといったメリットについて丁寧に周知することが必要である。周知の対象は

地域の病院や全ての医療関係者とすべきであり、地域包括ケアの推進を踏まえて医

師会等と連携しながら広報誌等を活用し周知することが望まれる。 

また、住民に対しての周知も重要であり、救急電話相談の結果を踏まえて受診を

する場合には、その旨を医師に伝えることで医師との間での行き違いを防止できる
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ことなどを伝えていく必要がある。 

 

③地域包括ケアシステムにおける救急電話相談の役割 

平成 26 年度救急業務のあり方に関する検討会において、地域包括ケアに消防が

関与する重要性を述べ、さらに「地域包括ケアシステムに消防機関が関わっていく

際には、地域に緊急度判定体系の考え方が普及していることが重要と考えられる」

としたところである。今年度の検討においても、「在宅医療や介護者が増えるとと

もに小規模施設も増加する」「今後、高齢化及び人口減少が進展すると過疎地域で

の医療機関が減少することになり、不安の受け止め先がなくなることになる」「救

急電話相談によって不安の受け止めと救急医療へのアクセスを確保することが必

要」であるという意見があった。 

今後、地域包括ケアシステム構築が進む中で、救急電話相談事業は重要な役割を

担う可能性があり、全ての立場の者に対して効用があると考えられるためこの認識

を広げていくことが期待される。 

 住民にとっては、住み慣れた地域で暮らしていく安心に繋がる。 

 介護・福祉関係者にとっては、救急車を呼ぶか否か迷ったときの支援を受け

ることができるようになる。また、結果として救急搬送しない場合でも、地

域の医療関係者との連携の円滑化につなげていくことができる。 

 地域の医療関係者（在宅看護師、かかりつけ医、救急医療関係者）にとって

は、住民が医療機関の機能に応じた受診行動をするようになり、地域の医療

機関の機能分担及び業務連携につながる。 

 

図表 3-44 地域包括ケアシステムと救急の姿 

保健医療福祉関係者に認識を広げるためには、都道府県衛生主管部局が主体的に

救急電話相談事業の意義を理解したうえで地域の医療関係者に伝えていくことが

望まれる。同時に医師会、看護協会等との連携が引き続き重要となる。 
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なお、今後、訪問看護師及びかかりつけ医等が電話相談を受ける機会が増加する

ことが想定され、救急電話相談事業で蓄積した知見（プロトコル等の質の確保に係

る知見）がこうした専門職教育に資する可能性もあることから、関係学会との連携

も重要である。 

 

（５）先行事例の実施実態（施策効果の明確化・立ち上げ事例の収集） 

①先行事例の施策効果 

平成 26年度の検討では、既実施地域において「救急出動件数」「満足度」といっ

た指標に加えて、①費用対効果等について施策実施の PDCA サイクルの観点、②判

断妥当性等についての医学的な検証の観点の２つの観点から、さらに事業をブラッ

シュアップし情報発信していくことを促す必要があるとされたところである。また、

都道府県衛生主管部局からも成人対象の救急電話相談事業の効果（費用対効果、軽

症者割合の改善等）の明確化をすべきという指摘がある。 

今回の検討において先行事例を収集したところ、全国で実施されている救急電話

相談事業は着実に施策効果をあげていることがわかった。今年度の調査を踏まえて

収集した事例を、①住民の不安（膨大なニーズ）の受け止め、②利用者の高い満足

度 ③救急車の適正利用意識の醸成への寄与 ④潜在的重症者の救護及び早期受診 

⑤適切な受診行動の推進・救急医療提供の適正化 ⑥救急車の適正利用の推進（救

急搬送人員に占める軽症者割合を低減）という項目ごとに整理をしたので地域ごと

に検討する際に参考とすることが望まれる。 

また、今回の調査結果を全国に周知するとともに、今後とも費用対効果及び判断

妥当性に係る観点も含めて継続的に事例収集をしていくことが必要である。 

⇒「第４節 参考資料」の救急電話相談事業の施策効果事例集 

 

②救急電話相談事業の新規立ち上げ経緯（福岡県） 

福岡県において平成 28 年 6 月の救急電話相談事業開始に向けて取組が進められ

ている。福岡県における施策の企画立案から実現に至るまでの過程を以下に紹介す

る。未実施の道府県等において事業実施を検討する際に参考とすることが望まれる。 

また、この事例からは、事業立ち上げまでに２年以上の時間を要しており、行政

関係者、消防機関等の関係者のみならず多様な医療関係者（医師会、看護協会、救

急医療機関等）及び住民との合意形成が重要であり、検討開始から導入まで時間が

かかることがわかる。したがって、救急電話相談事業未実施の各道府県においては、

まず事業実施のニーズの有無や導入した場合に想定される効果等について、先行事

例を参考にしながら検討を開始することが望まれる。その際には、平成 26 年度救

急業務のあり方検討会報告書にもあるように都道府県消防防災主管部局と衛生主

管部局が連携することが重要である。 

⇒「第４節 参考資料」の救急電話相談事業の新規立ち上げ経緯（福岡県） 
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４．まとめ（今後の方向性） 

救急電話相談事業の展開については♯7119 事業が６都府県市にとどまり全国的に

は未だ不十分であるが、都道府県の消防防災主管部局と衛生主管部局及び消防本部の

問題意識の齟齬が解消されつつあり、福岡県や横浜市のように新たに開始する事例も

みられるようになっている。 

今後とも、地方公共団体は消防防災主管部局と衛生主管部局等が連携しながら、救

急電話相談のニーズを把握しながら積極的に導入について検討すべきである。事業立

ち上げまでには関係者の合意形成に数年の時間を要する可能性があることから、まず

検討を開始することが望まれる。その際には、平成 26 年度救急業務のあり方に関す

る検討会報告書にまとめた「電話相談事業実施団体の事例集」に加えて、本報告書に

ある「救急電話相談事業の施策効果事例集」「救急電話相談事業の新規立ち上げ経緯

（福岡県）」を参考にすることが望まれる。消防庁は都道府県等において導入に向け

た検討を開始するよう促すとともに、引き続き全国の普及および取組状況を把握し、

事例を紹介することが望ましい。 

導入に際して課題となる財政的支援については、事業立ち上げ時の支援として補助

制度があり、運営費についても普通交付税措置がなされている。また、地域医療再生

基金や地域医療介護総合確保基金、医療提供体制推進事業補助金を活用しているケー

スもあることから、地域ごとにふさわしい財源確保の方策について検討することが望

ましい。消防庁は自治体における取組をさらに促進するために、補助制度及び普通交

付税措置について周知するともに、将来的には補助基準額の増額、事業要件の緩和等

について検討することが期待される。また、あわせて♯7119 番号の使用要件の運用

状況についても周知することが求められる。 

♯7119 事業と♯8000 事業との連携については両者の趣旨・体制等の相違点に留意

しつつ、地域の連携例及び課題等の実態を把握しながら検討を深めることが望まれる。

医療関係者の理解醸成・認知度向上については、救急電話相談事業はあらゆる医療関

係者にとってメリットがあり、高齢化社会・人口減社会の中で構築を進めている地域

包括ケアシステムにおいても重要な役割を担う可能性があることを踏まえて、都道府

県衛生主管部局が主体的に救急電話相談事業の意義を理解したうえで、医療関係者や

関係機関への浸透が望まれる。こうした課題について厚生労働省と連携した横断的な

取組が期待される。 
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Ⅱ．救急受診ガイドの普及 

１．背景等 

（１）検討の経緯 

救急受診ガイドは、急な病気や怪我について、救急車を呼ぶべきか、医療機関を

受診すべきか等、判断に迷った時に活用できるツールであり、Web上や冊子等の媒

体により閲覧し、119番通報、救急電話相談もしくは（自力）受診するか否か等に

関する自己判断の支援を行うものである。普段から閲覧しておくことで、異変時に

冷静に対応できる知識や感性を養うなど、あらかじめ準備を整えるという市民教育

の側面もある。 

救急受診ガイドに係る取組として、消防庁は平成 22 年度に「家庭で使用できる

救急車利用マニュアル」を作成し公表した。その後、平成 23 年度「社会全体で共

有する緊急度判定（トリアージ）体系のあり方検討会」で、日本救急医学会監修の

プロトコルを基に検討を行い家庭自己判断プロトコル Ver.0 が作成された。平成

25 年度「緊急度判定体系に関する検討会」で Ver.1に改訂され、「消防庁救急受診

ガイド 2014年版」として公表している。その後、平成 26年度「救急業務のあり方

に関する検討会」では、全国における取組状況を把握するとともに、救急受診ガイ

ドに比べてシンプルな普及啓発資材として「救急車利用リーフレット」を作成し公

表することによって救急受診ガイドの普及を推進してきた。 

 

図表 3-45 救急受診ガイドに関するこれまでの検討及び施策の経緯 

年度 内容 

平成 22年度 「家庭で使用できる救急車利用マニュアル」を作成し公表 

平成 23年度 

～平成 25年度 

緊急度判定プロトコル Ver.1を策定し、「消防庁救急受診ガイド2014

年版」を作成 

平成 26年度 救急受診ガイドに係る全国における取組状況を把握 

「救急車利用リーフレット」を作成し公表 

 

（２）課題 

救急受診ガイドの普及に関し、今後の取組の方向性として「平成 26 年度救急業

務のあり方検討会報告書」では次の点が挙げられている。 

○ 「消防庁救急受診ガイド 2014 年版」の活用はあまり進んでいなかった。活用に向けた取組

について、消防防災主管部局と衛生主管部局との間等に認識や姿勢の差があることから、

各組織の問題意識についてフォローをしていく必要がある。 

○ 緊急度判定体系の概念を普及するための導入教材として、シンプルな「救急車利用リーフ

レット」を活用すべきである。また、紙媒体での提供だけではなく、Web 版やスマホ版など、

多様なメディアを活用した提供のあり方についても引き続き検討することが必要。 
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○ 地域における活用の広がりを促すためには、使う年齢や対象、場に最適化した普及啓発資

材の開発が必要である。年齢や対象、場に最適化された普及啓発資材のあり方について

の調査や検討を継続することが必要である。 

○ 応急手当講習の中に「緊急度判定体系」に関する説明を盛り込むよう促すなどの取組を進

める必要がある。救急受診ガイドを活用した緊急度判定体系普及の（救急受診ガイド、予防

救急等を含めた）パッケージ化について検討を継続することが必要である。 

○ 普及には都道府県衛生主管部局が関わる広報誌や HP といった間接的な普及手段を組み

合わせるのが有効である。 

○ 「消防庁救急受診ガイド 2014 年版」は電話相談事業向けに作成したものがベースとなって

おり、日本臨床救急医学会と連携しながら、医学的観点からの見直し、改訂について引き

続き検討を進めていくことが必要である。 

○ 一般市民が読んだときに、判断の理由や根拠の解説がなされていれば、納得感を得たり、

自己効力感を高めたりすることが期待できる。こうした観点からの見直しや改訂に向けた検

討を進めていくことが必要である。 

 

今後、救急受診ガイドを全国に普及していくためには、全国の普及状況を把握し

ながら、こうした方向性に沿って課題の解決を図る必要がある。 

 

２．今年度の検討事項 

（１）普及および取組状況の実態調査 

消防庁は「消防庁救急受診ガイド 2014 年版」を平成 26 年３月に公表しており、

「救急車利用リーフレット」を平成 27 年３月に公表している。これらの普及啓発

資機材の活用状況について消防本部等の取組状況を把握するために調査及び分析

を行った。 

 

（２）救急受診ガイドのツールの多様化 

Web版やスマホ版など、多様なメディアを活用した提供のあり方を検討するため

に、先行事例の取組を収集し整理した。 

 

（３）対象者の属性に応じた救急受診ガイドのあり方 

平成 26 年度救急業務のあり方検討会報告書において、地域における活用の広が

りを促すためには、使う年齢や対象、場に最適化した普及啓発資材の開発が必要で

あり、年齢や対象、場に最適化された普及啓発資材のあり方についての調査や検討

を継続することが必要とされていることを受けて、属性に応じたパッケージ化のあ

り方等について検討した。 
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３．調査結果及び検討結果 

（１）普及および取組状況の実態調査 

①「救急受診ガイド 2014年版」を活用した取組 

「消防庁救急受診ガイド 2014 年版」を活用した取組を行う消防本部は、昨年

度の 17本部から 66本部へと増加している。 

しかし、平成 26 年３月に公表してから十分に活用が進んでいるとはいえず、

「取組の方法がわからない」を課題としてあげる団体もあることから、引き続き、

取組状況を把握しながら先行事例を周知して活用を促していくことが期待され

る。 

 

図表 3-46 救急受診ガイド 2014年版を活用した取組の状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

②「救急車利用リーフレット」を活用した取組 

約７割（513）の消防本部が「救急車利用リーフレット」を活用している。都道

府県においても 15 都道府県の消防防災主管部局、５都道府県の衛生主管部局で活

用されている。 

 

図表 3-47 救急車利用リーフレットを活用した取組の状況 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「救急車利用リーフレット」を活用した取組をしている

「救急車利用リーフレット」を活用した取組はしていないが、同リーフレット以外で独自のツールを

活用した取組をしている

「救急車利用リーフレット」ならびに独自のツールを活用した取組はしていない
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救急車利用リーフレットについては平成 27 年３月に公表後、全国の消防本部に

配布し、要望に応じて改変可能な媒体を提供していることもあり、一部の消防本部

では地域関係者と連携しながら、オリジナルのリーフレット及びポスター等を作成

し、応急手当講習やイベントでの配布、広報などに取り組んでいる。 

柏崎市、札幌市、徳島中央広域連合消防本部の取組を「救急車利用リーフレット

の活用事例集」としてまとめたので、消防本部等はこうした例を参考に地域の実情

に応じて取り組むことが求められる。先進的な地域においては普及啓発の施策効果

について、消防防災科学技術研究「緊急度判定体系の市民への普及・利用促進ツー

ルの開発」（主任研究者 横浜市立大学 森村尚登）等と連携し、定量的な評価をし

ながら全国的に発信してくことが望ましい。消防庁は、今後ともこうした事例を収

集し紹介するとともに、地域に密着した取組が促進されるように支援していくこと

が期待される。 

⇒「第４節 参考資料」の救急車利用リーフレットの活用事例集 

 

（２）Web・スマホ版救急受診ガイドの取組事例 

９つの消防本部が救急受診ガイドの Web 版やスマートフォン版、スマートフォ

ン用のアプリ版など多様な形態で提供している。 

これらの取組について経緯や目的、開発方法、開発費用・運用費用、利用状況、

効果、開発・運用に係る問題点等について事例集としてまとめた。事例集を参考

としながら、Web 版・スマホ版・アプリ版の救急受診ガイドへの取組について検

討を進めることが期待される。消防庁においては引き続き、Web 版やスマートフ

ォン版といった取組を収集するとともに、奈良県などのデータ放送による応急手

当の情報提供の取組など、他の先進的な取組を注視することが必要である。また、

消防本部が容易に導入できるように、救急受診ガイド 2014年版を改訂するタイミ

ングで改変可能な救急受診ガイド Web・スマホ版等の標準モデルを作成し、導入

の手順書とともに配布することも一案である。 

⇒「第４節 参考資料」の Web・スマホ版救急受診ガイドの取組事例集 

 

なお、事例集に掲載した内容を概説すると次のとおりである。 

 開発費用 

Web 版・スマホ版の提供にあたって開発費用負担への懸念がされるものと

考えられるが、先行事例では自所属で制作したため開発費用がかかっていな

いところもある。また、業者委託で導入している自治体もあるが比較的安価

に導入できている。 

 運用費用 

自治体のホームページに掲載しているといったこともあり運用費用がか

かっていない自治体もみられる。
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（３）対象者の属性に応じた救急受診ガイドのあり方 

①ライフステージに沿った包括的方策・パッケージ化 

ＷＧ委員へのヒアリング調査を通じて、施設類型ごとに「救急受診ガイド 2014

年版」が役立ちそうな場面、不足している情報等について調査した。その結果、各

施設の専門職による緊急度判定を支援するためには、既存の普及啓発資材に対象者

に応じた情報及び施設特性に応じた配慮（例：「管理者」「他人を預かる立場」）な

どを情報として加える必要があり、さらに単一の普及資機材だけではなく、複数の

資機材を組み合わせた『パッケージ化』が必要であることがわかった。 

そこで、対象者のライフステージ別に「こども・親子」「成人」「高齢者」に分け

て、関連する「場」、関心事項、想定される普及啓発資材パッケージについて、次

のように整理した。「子ども・親子」では、「母子保健」「学校等安全・保健」「小児

周産期医療」といった「場」が関係する。「成人」はスポーツイベントや企業研修

等の機会が想定される。「高齢者」に対しては「地域コミュニティ」「在宅療養・在

宅介護」「施設・居住系の介護等」の関わりがある。 

 

図表 3-48 ライフステージ別の関連する「場」、関心事項、普及啓発資材パッケージ等 

 

 

専門職（表★部分）のうち福祉職等の医療職ではない職種にとって、精度の高い

緊急度判定を担うことは職能や業務の範囲から困難と考えられるが、平時の業務の

中で類似の判断を求められることがあり、これについて支援することが必要である。

さらに、平時の業務を通じて救急受診ガイド等の普及啓発資機材を利用者の生活の

場に持ち込んでもらうことが有効だと考えられる。 

こうしたことから、今後、ライフステージと「場」に最適化された普及啓発資材

パッケージを作成することが有効であると考えられる。パッケージに含むべき普及

啓発資材の種類及び内容等は、実際に利用する専門職とユーザーの視点がもっとも
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重要となるため、関係団体及び組織が会して、場に応じた普及啓発資材パッケージ

の標準的なモデルを検討することが求められる。 

他方、地域に密着した行政機関である消防（表黄色部分）は「防災教育」「応急

手当講習」「救急の日イベント」「出前授業」等の機会を通じて、全てのライフステ

ージに関与できる強みがあり、これらの機会に「救急受診ガイド及び緊急度判定体

系の概念の普及」を盛り込むことが効果的である。しかし、緊急度判定を説明する

には技術的な難しさがあることから、消防職員が緊急度判定について説明すること

を支援するために、消防職員が使うための標準的な普及啓発資材パッケージ（事

故・急病等の知識及び医療・社会保障制度等の知識、緊急度判定を説明する動画教

材なども含めた）を作成し、配布することが有効であると考えられる。 

なお、作成にあたっては、講習を開催するためのノウハウ、周辺情報、具体的な

配付資料例などがパッケージとなった先行事例があるため、こうした先行事例を十

分に参考にするのが望ましい。 

 

参考：自治体向けの「医療のかかり方講座」実践マニュアル（全 61ページ） 

（出典）救急業務のあり方に関する検討会の阿真委員が代表を務める「知ろう小児医療 守ろう子ども達の会」 

 

②救急受診ガイド改訂の方向性 

今後、普及啓発資材パッケージの作成が進められると考えられるが、標準的な普

及啓発資材である「救急受診ガイド 2014年版」の改訂が必要である。 

普及的観点からは、利用者の視点に立ち、「症候に関する情報は見開きで参照可

能とする」「判定フローの見やすさ、可読性」「家庭での置き場所を考慮したデザイ

ンや体裁」「利用者の個別の状況にあわせて記入可能な欄を設ける」「納得感や自己

効力感が得られるように判断の理由や根拠の解説を含める」といったことに留意し

ながら、関係者と連携して改訂することが期待される。 

医学的観点からは医学的根拠となっている緊急度判定プロトコル改訂に係る関
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係学会（臨床救急医学会等）の動きを注視する必要がある。また、改訂作業におい

ては、医療関係者の理解を深めるために幅広く関係する団体及び学会（救急系学会

のみならず総合診療等の領域を含む）との連携を促すことが求められる。 

 

図表 3-49 救急受診ガイド 2014年版改訂の方向性 

 

 

４．まとめ（今後の方向性） 

救急受診ガイド 2014年版は平成 26年３月に公表してから十分に活用が進んでいる

とはいえない状況であり、取組状況を把握しながら先行事例を周知して活用を促して

いくことが期待される。救急車利用リーフレットについては、平成 27 年３月に公表

後、消防本部が地域関係者と連携し、効果的に取組が展開されつつある。消防本部等

において取り組む際には、救急車利用リーフレットの活用事例集を参考にすることが

望まれる。消防庁は今後とも、事例を収集し紹介するとともに、地域に密着した取組

が促進されるように支援していくことが期待される。 

救急受診ガイドのツールの多様化については、萌芽的に消防本部が取り組んでいる

ところであり、消防本部等において取り組む際「Web・スマホ版救急受診ガイドの取

組事例集」を参考にすることが望まれる。また、消防本部が容易に導入できるように、

救急受診ガイド 2014 年版を改訂するタイミングで改変可能な救急受診ガイド Web・

スマホ版等の標準モデルを作成し、導入の手順書とともに配布することも一案である。 

対象者の属性に合わせた救急受診ガイドの普及については、ライフステージと「場」

に最適化された普及啓発資材パッケージを作成することが有効であると考えられる。

パッケージに含むべき内容等は、実際に利用する専門職とユーザーの視点が重要とな

るため、関係団体及び組織が会して検討することが求められる。また、消防職員は応

急手当講習等の機会を通じて全てのライフステージに関与できる強みがあり、救急受

診ガイドや緊急度判定体系の概念を普及していくことが求められる。こうした取組を

支援するために、消防職員が使うための標準的な普及啓発資材パッケージを作成し、

配布することが有効であると考えられる。 

標準的な普及啓発資材である「救急受診ガイド 2014 年版」の改訂については普及
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的観点からは利用者の視点からの改訂が必要であり、医学的観点からは緊急度判定プ

ロトコル改訂に係る関係学会（臨床救急医学会等）の動きを注視する必要がある。ま

た、改訂作業においては幅広く関係する団体及び学会との連携を促すことが求められ

る。 
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Ⅲ．緊急度判定体系の概念の普及 

１．背景等 

（１）検討の経緯 

平成 25 年度緊急度判定体系に関する検討会報告書にあるように、これまで、緊

急度判定体系の考え方については図表 3-50 のような説明をしてきた。一般市民に

関する記載としては「緊急性が高い場合に最短の時間で救急医療機関に到着でき

る」、「緊急性が低い事案について、不搬送にすることを一義的な目的としたもので

はないことに留意が必要である。現段階においては、緊急性が高い傷病者について、

より優先的に搬送資源を投入し、医療機関へ直ちに搬送することを目的としている」

などとある。 

 

図表 3-50 緊急度判定体系の概要 

 

増大する救急需要に対し、限られた救急医療資源を有効活用し、緊急性が高い傷病者を優先して搬送することにより、

救命率の向上を図る。このため、家庭、電話救急相談、119 番通報、救急搬送など各段階で「急ぐべきは急ぎ、待つべ

きは待つ」という共通の考え方に基づき、緊急度判定体系は構築されている。 

緊急度判定の「急ぐべきは急ぎ、待つべきは待つ」という社会規範を社会全体で共有することにより、以下のような

効果が得られることが平成 25年度緊急度判定体系に関する検討会で指摘されている。 

 

緊急度判定体系の考え方を社会全体で共有することによる効果 

 
（出典）平成 25年度緊急度判定体系に関する検討会報告書 

 

但し、緊急度判定体系は、緊急性が低い事案について、不搬送にすることを一義的な目的としたものではないことに

留意が必要である。現段階においては、緊急性が高い傷病者について、より優先的に搬送資源を投入し、医療機関へ直

ちに搬送することを目的としている。 

  

 

 医療機関
救急患者が緊急度に応じて医療機関を受診するようになる

 消防機関
緊急度が高いと考えられる傷病者が救急車を利用するようになる

 行政
現在-将来を通じて、持続可能な救急医療提供体制（セーフティネットを含む）を
構築する

 一般市民
緊急性が高い場合に最短の時間で救急医療機関に到着できる

「急ぐべきは急ぎ、待つべきは待つ」という社会規範を社会全体で共有する

家庭自己判断
電話相談

119番通報 救急現場 医療機関

・受診手段
・受診までの時間
・受診する診療科目

・救急車到着の時間
（直近隊か否か）
・電話相談窓口への転送
・他のリソースへの

分配（民間救急）
・救急現場へ投入する資

源の質と量

・搬送先（地域MCにより策定

された緊急度定義に合致した医
療機関）

・受診までの時間
・搬送の可否

・受入可能病態（主訴と
緊急度）の標榜

・来院後の医師診察開始
までの時間

・消防と医療機関の情報共有の円滑化

各段階のアウトプット
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平成 26 年度には、住民目線での説明かつ納得感を得ることができる緊急度判定

体系の説明のあり方について検討した。 

緊急度判定体系について、それを利用する一般市民における位置づけと関係者

（消防、医療関係者、行政関係者）における位置づけ、さらに普及させる場である

地域における位置づけとに分けて整理し、以下のような説明とすることとした。 

 

図表 3-51 緊急度判定体系の基本的な位置づけ 

○一般市民向けの「緊急度判定体系」とは 

「わたしやあなたの命を守るための備えでありセーフティネット」 

○関係者向けの「緊急度判定体系」とは 

「専門職としてのスキルであり共通言語。患者や住民のみならず仲間、そ

して地域資源を守るためのもの」 

○地域社会における「緊急度判定体系」の位置づけ 

地域包括ケア時代にあらゆる人が安心感と自信をもって医療に関する選択

を適切に行うための助け。平時には「自分や大切な人を守るための生命・健康・

安全の備え」であり、緊急時には「不安も含めた救急ニーズの受け止めとなる

セーフティネット」である。 

 

【参考】救急搬送需要と資源のマッチングについて 

平成 23 年度社会全体で共有する緊急度判定（トリアージ）体系のあり方検討会

では、イギリスとフランスが救急搬送需要に対し、緊急度評価に基づく優先順位づ

けを行っていることを踏まえて、救急医療の社会的ニーズと救急医療体制のすり合

わせ（傷病者のニーズと利用可能な医療資源の適正なマッチング）の基本的な考え

方について、下図のようにまとめた。 

図表 3-52 救急搬送需要と資源のマッチング概念図 
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※この図は傷病者のニーズと提供される医療資源の程度を示しており、左側は両者が適正

にマッチしていない状態で、多量の医療資源が必要な傷病者に適正な医療資源が提供され

ていない状態（アンダー・トリアージ）を示している。一方、右側は傷病者のニーズに合

わせた医療資源が適切に提供されている状態を示している。 
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（２）課題 

救急電話相談の充実に関し、今後の取組の方向性として「平成 26 年度救急業務

のあり方に関する検討会報告書」では次の点が挙げられている。 

○ 緊急度判定体系の本質的な目的、また、救急業務の本質的な目的は、「救命率

の向上」であることから、緊急度判定体系の構築は重症度の高い傷病者を確実

に選定し、直ちに医療機関へ搬送するために行っていると整理すべき。緊急度

判定体系の構築と救急受診に対する意識の高まり及び緊急度判定の理念や重

要性についての理解が両輪となり、結果的に救急車の適正利用につながること

が期待される。 

○ 「トリアージ」という言葉は誤解を与えるおそれがあり、慎重に用いるべきと

の意見が平成 22年度救急業務高度化推進検討会報告書において提言されてい

ることから、「緊急度判定」という言葉を用いることとした。 

○ 日本臨床救急医学会が開催している「緊急度判定体系のあり方に関する検討委

員会」と密に連携し、医学的な検討結果を反映させ緊急度判定プロトコルを改

訂していくことが必要。 

○ 緊急度判定体系の基本的な位置づけ及びイメージ図について、関係者と連携し

更なる調査（マーケティング調査等）を実施しつつ、関係者間の合意形成を継

続して、位置づけを明確化していくことが必要となる。具体的な表現について

は、誰にでも理解しやすく誤解を生じないような、わかりやすい表現となるよ

う引き続き検討を行う必要がある。 

○ 普及に向けては、「マスメディア」による広報と関係者による「場」を活用し

た普及の両面からアプローチするべきであり、緊急度判定体系のイメージを伝

えていく上では、「緊急度判定体系」の位置づけの明確化が求められる。対象

者に応じて、どのように伝えたいのか、方針や考え方を整理する必要がある。 

 

２．今年度の検討事項 

（１）一般市民への Webアンケート調査 

平成 26 年度に検討した「緊急度判定体系」の基本的な説明概念について、一般

市民を対象とする Webアンケートによるマーケティング調査を実施した。 

 

（２）緊急度判定体系の位置づけ説明文及びイメージ図についての検討 

一般市民への Web アンケート調査に加えてＷＧ委員を対象としたヒアリングを

実施し、平成 26 年度に検討した緊急度判定体系の位置づけ説明文及びイメージ図

について更なる検討を深めた。 
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３．調査結果及び検討結果 

（１）一般市民への Webアンケート調査 

一般市民 420名を対象に Webアンケート調査を実施したところ、救急車をなんら

かの理由で要請したことのある経験を有する者が51％いることがわかった。また、

自分のために要請した者が 22％だったのに対し、他人のために要請した者が 38％

とおよそ２倍多いことが分かった。 

 

図表 3-53 救急車を呼んだ経験（複数回答） 

 

 

救急要請の判断に困った経験を質問し、全体の 65%の者が急な病気等に遭遇した

経験があり、そのなかで 33％（遭遇した者の内数としては 51%）の者が救急要請を

迷った経験をもっていた。また、病院受診の判断に困った経験を質問したところ、

57%の方が病院受診の判断に迷った経験をしていた。 

 

図表 3-54 救急車を呼ぶか迷った経験      図表 3-55 病院に行くべきか迷った経験 

 

 

 

 

 

 

 

緊急度判定の普及による効用を自由回答形式で質問したところ、社会資源への配

慮や公共財としての意識を有する者が一定数、存在した。また、「子どもの怪我、

症状で迷う時があり、判断基準があると助かる。」「後から救急車を呼んでもいいの

24.8%

35.7%

49.0%

19.0%

40.0%

49.0%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0%

自身のために救急車を呼んだことがある

他の人のために救急車を呼んだことがある

これまで救急車を呼んだことはない

男性(n=210) 女性(n=210)
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にと言われてもやっぱり躊躇する。判断を相談できるところがあれば心強い。」「医

師とのコミュニケーションに役立つ」といった緊急度判定体系を学び利用したいと

いうニーズがあることもわかった。 

 

（２）緊急度判定体系の位置づけ説明文及びイメージ図についての検討 

①緊急度判定体系概念への慣れ（習熟度）に応じた説明 

一般市民を対象とする Webアンケート及びＷＧ委員へのアンケートを実施し、緊

急度判定体系の位置づけ説明文及びイメージ図についての意見及び別の表現方法

等に関する新たなアイディア等を収集した。調査の結果、多種多様な意見があり、

緊急度判定体系の概念を説明する際に、万人に納得が得られる説明文及びイメージ

を作ることは極めて難しいことが分かった。 

このような多種多様な意見が出てくる背景には、回答者の属性の違いのみならず、

緊急度判定体系の考え方への慣れ（習熟度）が大きく異なることがあると考えられ

るため、緊急度判定体系の考え方への慣れ（習熟度）に応じた説明が必要であり、

一例として次のようにすることが望まれる。 

 

図表 3-56 緊急度判定体系の考え方への慣れ（習熟度）に応じた基本的な説明文例 

 

「住民は緊急度を判断して自分や家族、地域を守れる力を持っていることに気が

ついていない」という指摘を踏まえると、今後の普及啓発活動において念頭におく

べきことは、まずは「知る」機会を提供することである。そもそも緊急度判定体系

及びその前提となる知識を全く知らない住民に対して、救急車の適正利用を訴えて

も行動変容にはつながらない可能性が高いことを認識しなければならない。緊急度

判定体系に馴染みのない住民に対しては「安心感」「安心して暮らせる」といった

キーワードをもとに自己効力感を育んでいくことが重要となる。 

こうしたことを踏まえて、今後、対象者の属性を踏まえた救急受診ガイドに係る

普及啓発資材パッケージの開発に合わせて、最適化された説明文（フレーズ）につ

いて検討していくことが必要である。その際には、「緊急度」という言葉自体の難

しさの指摘も踏まえ、普及に際しては、例えば「救急度」などのわかりやすい言葉

慣れ・習熟度 一般市民 《行政職員向け》 消防・医療従事者

地域を守る（適正利用）
受診はいつでもできる。だから、ゆ
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地域の救急資源を守る仕組み

地域包括ケア時代の適切な医療選択

の指針

スキルをもった者として人・街・
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安心してできる
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あなたや大切な人を守るため

×

一
気
に
進
む
こ
と
は
で
き
な
い



83 

に置き換えることについても、学会や関係団体の動きを踏まえて検討することが望

ましい。 

②消防としての緊急度判定体系の説明のあり方 

緊急度判定体系や救急電話相談、救急受診ガイドについて、説明する場合には相

手に合わせて最適な説明をする必要があるが、消防の立場から説明する場合の基本

的な概念については、今年度の検討を踏まえ次のようにすることが望ましい。 

○「緊急度判定体系」とは 

 住民が安心して生活し、いざというときに救命されるためには、急病が発

生した場合に落ち着いて緊急性に応じて最適な受診のタイミングと受診

手段を選択する必要がある。  

 そのためには、平時から緊急度の判断について学ぶことによって立場に応

じた判断力と自己効力感を醸成しておくことが重要で、これを支援するの

が救急受診ガイドである。  

 急病発生等の緊急時に判断に迷うことがあるので、このときにも「救急受

診ガイド」は有効であるが限界があり、対話型かつ専門職によるコミュニ

ケーションによって住民を支援するのが「救急電話相談」である。  

 支援を得た住民が最適な受診のタイミングと受診手段を選択できるよう

になれば、消防及び医療に係る地域資源が効率的に使われるようになり、

多数の住民にとっての生命と安心が守られることになる。 

○「救急電話相談」とは 

 緊急度判定体系の一環として、①潜在的な緊急性の高い傷病者に早期受診

を促しつつ、②緊急性の低い傷病者に必要な助言をして、救急車の利用及

び救急医療の利用の適正化を図るもの。 

 さらに、中長期的には行政や医療に対する信頼感や安心感につながり、ひ

いては「救急車の適正利用意識の醸成」にもつながるもの。 

○「救急受診ガイド」とは 

 平時に、立場に応じた判断力と自己効力感を醸成するために緊急度の判断

について学び、傷病者が発生したときに落ち着いて行動すること（セルフ

ケア）を支援するもの。 

 

③立場に応じた普及方策・合意形成における基本的な方向性等 

今年度の検討は消防や医療関係者のみならず幅広い関係者によって緊急度判定

体系の普及について検討した。今後、場に合わせた普及啓発資材パッケージの開発

とともに普及啓発が進められることを期待するが、その際の基本的な方向性及び配

慮すべき点をまとめたので参考にすることが望まれる。 

○ 住民の立場 

 救急医療及び救急車等の実情を伝えながら、救急受診ガイド等を通じて緊急
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度判定という手法が存在し、「知ってもらい、できること」を実感してもらう

ことが最初の一歩となる。 

 そのためにはライフステージにあわせた場を通じての普及をしながら、自己

効力感「やれる・できる」意識の醸成を促す必要がある。 

 同時に不安の受け止めとして救急電話相談事業の充実がカギとなる。 

 住民に近い存在として、自治会・町会、民生委員の役割も重要 

○ 学校及び福祉関係者 

 学校関係者及び福祉関係者に対しても、住民と同様の働きかけが考えられる。 

 ただし、「管理者」「他人を預かっている」「保護者や家族との関係性」という

立場への十分な配慮が必要 

 精度の高い緊急度判定を担うことは職能や業務の範囲から困難だと考えられ

るが、日々の業務の中で救急受診の判断が要される場面を支援していく。さ

らに、平時の業務を通じて救急受診ガイド等の普及啓発資材を利用者の生活

の場に持ち込んでもらう役割を期待する 

 学校及び福祉関係者と連携している医療関係者（学校医、嘱託医、在宅看護

師等）の役割も重要である。 

○ 医療関係者 

 住民等に普及をしていく上で緊急度判定体系の概念が地域で信頼される必要

があり、土台となる医療関係者の理解の醸成が必須であり、普及啓発の一翼

を担う必要がある。医師会、看護協会等との連携が引き続き重要であり、厚

生労働省及び都道府県衛生主管部局への働きかけも重要である。 

 「地域包括ケアシステム」に消防機関が関わる際には地域に緊急度判定体系

の考え方が普及していることが重要である。医療法第６条等の趣旨を踏まえ

て、引き続き、厚生労働省と連携した横断的な検討を進めることが望まれる。 

○ 消防関係者 

 消防機関は住民に密着した組織であり「応急手当・防災教育」の場を有して

おり、こうした場を活かして普及すべきである。 

 まずは消防関係者自身の理解を深めつつ、今後作成される「緊急度判定体系

及び救急受診ガイド等の知識を含んだ普及啓発資材パッケージ」を使って積

極的に住民及び関係者に普及啓発すべきである。 

○保健医療行政関係者（都道府県及び市町村の保健医療福祉関連部局等） 

 保健医療福祉関係者に救急電話相談事業を含む緊急度判定体系についての認

識を広げるためには、行政関係者が主体的に意義を理解することが重要とな

る。 

 保健医療行政が有する住民との接点の場を活かして、緊急度判定体系の概念

を広げていくことが期待される。 
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４．まとめ（今後の方向性） 

今後、緊急度判定体系を普及していくためには、概念を直接的に普及するのではな

く、救急電話相談事業及び救急受診ガイドなどの具体的な取組によって、結果的に緊

急度判定体系の概念についても理解が深められていくことになる。しかしながら緊急

度判定体系そのものの説明が求められる場面もあることから、緊急度判定体系の位置

づけ説明文及びイメージ図について一般市民アンケートを参考にして検討したとこ

ろ、万人に納得が得られる説明文及びイメージを作ることは極めて難しいことが分か

った。今後、対象者の属性を踏まえた救急受診ガイドに係る普及啓発資材パッケージ

の開発に合わせて、「属性」「場」「習熟度」ごとに最適化された説明文（フレーズ）

について検討していくことが望まれる。 

検討の課程において、緊急度判定体系を説明する際には考え方への慣れ（習熟度）

に応じた説明が必要であることがわかった。とりわけ、緊急度判定体系の前提となる

知識が乏しい住民に対して、救急車の適正利用を直接的に訴えても行動変容にはつな

がらない可能性が高く、まずは「知る」機会を提供することが必要である。その上で、

「安心感」「安心して暮らせる」といったキーワードをもとに自己効力感を育んでい

くことが期待される。 

消防関係者が緊急度判定体系や救急電話相談、救急受診ガイドについて説明する場

合には相手に合わせて最適な説明をする必要があるが、消防の立場から説明する場合

は、この報告書にまとめた基本的な概念を参考にすることが望ましい。また「緊急度

判定を医学教育に含めるべきではないか」という指摘もあり、医療関係者の役割は大

きく、保健医療行政関係者（都道府県及び市町村の保健医療福祉関連部局等）が主体

的に意義を理解し、保健医療行政が有する住民との接点の場を活かして、緊急度判定

体系の概念を広げていくことが期待される。消防関係者及び医療関係者以外にも、今

後、場に合わせた普及啓発資材パッケージの開発とともに普及啓発が進められること

を期待するが、その際には本報告書で示した基本的な方向性及び配慮すべき点を参考

にすることが望まれる。 
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第３節 今後の課題、まとめ 

救急電話相談事業は全ての医療関係者に効用をもたらし、高齢化社会・人口減少社

会における地域包括ケアシステムにとって重要な役割を担う可能性があるが、全国的

な展開は十分ではない。立ち上げには一定の期間を要するので、県の衛生主管部局及

び消防防災主管部局等は迅速に検討を開始することが期待され、本報告書にある「救

急電話相談事業の施策効果事例集」「救急電話相談事業の新規立ち上げ経緯（福岡県）」

を参考にすることが望まれる。♯7119 事業と♯8000 事業との連携については趣旨・

体制等の違いに留意しつつ検討を深めることが望まれる。消防庁は都道府県に対して

導入に向けた検討を開始するよう促すとともに、補助制度や♯7119 番号の使用要件

等について周知することが望まれる。 

救急車利用リーフレットを 513消防本部が活用し、ユニークな取組が展開されてい

た。「救急車利用リーフレットの活用事例集」としてまとめたので、新たに取り組む

際に参考とすることが望ましい。救急受診ガイド 2014 年版の活用は 66消防本部にと

どまっているが、「Web・スマホ版救急受診ガイドの取組事例集」を参考に Web 版等の

ツールの多様化とともに更なる展開が期待される。救急受診ガイドを普及させていく

ためには、ライフステージと「場」に最適化した普及啓発資材パッケージの開発が必

要であり、消防職員が応急手当講習等で使う普及啓発資材等の開発も望まれる。パッ

ケージ開発等とともに、「救急受診ガイド 2014年版」を利用者の視点から改訂するこ

とが望まれる。 

緊急度判定体系の普及には、救急電話相談事業及び救急受診ガイドといった具体的

な取組が先行していくことになるが、緊急度判定体系の概念の説明が求められること

がある。しかし、万人が納得するような概念についてフレーズ等を設定するのは困難

であったので、今後、属性毎のパッケージ開発とともに検討することが望まれる。ま

た、概念の理解には習熟度に応じた説明が重要であり、救急車の適正利用を伝えるの

に先立ち「知る」機会を提供しながら、「安心」といったキーワードをもとに自己効

力感を育んでいくべきである。今後、本報告書に示した普及方策等における基本的な

方向性をもとに、消防関係者及び保健医療行政関係者は普及に努めることが期待され

る。 

昨年度の検討では、緊急度判定体系の普及には、医療機関・医師会、母子保健、学

校保健等の関係者が重要であり、平成 26 年６月の医療法改正を踏まえた横断的な検

討を進めることが求められている。平成 27 年度の救急業務のあり方検討会緊急度判

定体系の普及ワーキンググループは保健医療福祉関係者が参画し、さらに厚生労働省

がオブザーバーとして委員を構成し幅広い検討を行った。緊急度判定体系の普及、す

なわち救急電話相談事業及び救急受診ガイドの普及は保健医療施策でもあるため、引

き続き消防庁と厚生労働省は連携して取り組むべきである。 
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第４節 参考資料 

Ⅰ．救急電話相談事業の施策効果事例集 

全国で実施されている救急電話相談事業は着実に施策効果をあげている。今年度の

調査を踏まえて収集した事例を、①住民の不安（膨大なニーズ）の受け止め、②利用

者の高い満足度、③救急車の適正利用意識の醸成への寄与、④潜在的重症者の救護及

び早期受診、⑤適切な受診行動の推進・救急医療提供の適正化、⑥救急車の適正利用

の推進（救急搬送人員に占める軽症者割合を低減）という項目ごとに整理をしたので

地域ごとに検討する際に参考とすることが望まれる。 

 

１．住民の不安（膨大なニーズ）の受け止め  

東京消防庁救急相談センターは、平成 19 年 6 月 1 日の運用開始から累計約 232 万

人、救急安心センターおおさか（大阪市消防局運営主体）は平成 21年 10月 1日の運

用開始から累計約 123万件の相談を受け付けて住民の不安を解消してきた。札幌市の

相談件数を曜日ごとにみると、平日に比べて土日に増える傾向がみられる。医療機関

が休診となる土日に不安を抱える住民にとって、救急安心センターが不安を受け止め

る相談場所になっている。 

救急電話相談事業がなければ住民の抱えた不安は、医療機関受診及び救急要請によ

って解消するか、そのまま見過ごされていた可能性があり、膨大な住民の不安に応え

てきたといえる。 

 

図表 3-57 「東京消防庁救急相談センター」、「救急安心センターおおさか」で 

受け付けた相談件数の推移 

  

（出典）東京消防庁「東京消防庁統計書一覧」各年版、大阪市消防局「消防年報」各年版 
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図表 3-58 「救急安心センターさっぽろ」曜日別受付件数（1日平均）  

 

（出典）札幌市福祉保健局提供資料（平成 26年度） 

 

２．救急電話相談利用者の高い満足度 

平成 27年に東京消防庁が実施した世論調査では、「救急相談センター」を利用した

ことがある者の 64.3%が「満足」しており、年ごとに増加傾向である。大阪市消防局

が救急電話相談利用経験者を対象としたアンケート調査（平成 27年実施調査）でも、

高い満足度と継続的な利用意向が示されている。 

このように救急電話相談を利用した者は、電話相談に高い満足度を得ており、前述

した不安の受け止めと相まって行政及び医療への信頼感や安心感につながると考え

られる。 

 

図表 3-59 「東京消防庁救急相談センター」利用時の満足度、「満足」と回答した者の比率推移 

 

 

（出典）東京消防庁提供資料（平成 27年） 
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図表 3-60 「救急安心センターおおさか」は役にたちましたか？ 

今後も利用したいと思いますか（n=525） 

 

（出典）大阪市消防局提供資料（平成 27年） 

 

３．救急車の適正利用意識の醸成への寄与 

東京消防庁の調査によると、救急相談センター開設前年の平成 18 年と比較して平

成 26 年では、「緊急度の判断できなかったから救急車を要請した都民の割合」が 6.5%

減少している。 

救急電話相談事業が緊急度判定体系の普及の一環として、救急車の適正利用意識の

醸成に寄与するものと考えられる。 

 

図表 3-61 緊急度の判断できなかったから救急車を要請した都民の割合の変化 

 

（出典）東京消防庁提供資料 

 

 

４．潜在的重症者の救護及び早期受診 

東京消防庁では、救急電話相談によって救急搬送が必要と判断され緊急入院した都

民が年間 6,143人おり、緊急度が高いと判断し、相談受付直後に救急出動させた件数

も年間 87 件になっている。大阪市消防局では、電話相談によって高緊急として救急
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車を出場させた件数は 1,518件（大阪市内）となり、そのうち緊急入院した傷病者は

421 人となっている。また、結果として入院せず軽症者として扱われている中にも、

アナフィラキシー反応や虚血性心疾患を迅速に受診させて結果として通院加療にと

どまったケースも報告されている。 

救急車の適正利用を進める中で、潜在的重症者が見過ごされるようなことがあって

はならない。救急電話相談事業が緊急度判定体系の普及の一環として、潜在的重症者

の救護及び早期受診に繋がっていると考えられる。 

 

５．適切な受診行動の推進・救急医療提供の適正化 

東京消防庁救急相談センターでは年間 103,688 件の救急相談があり、71,679 件に

ついては救急車の必要なしと評価している。このうち受診行動として、29,764 件に

１時間以内の自力受診を勧め、26,965人に６時間以内を目安とした自力受診を勧め、

9,432 件に診療時間内の受診を勧奨し、3,817 件に受診不要と助言した。救急安心セ

ンターさっぽろでは、19,798 件の相談のうち、13,130 件は自力受診を勧めており、

2,013 件は診療時間内の受診を勧めている。2,259 件で緊急性なしと評価している。

大阪市消防局が実施した調査で「救急安心センターおおさかがなかったらどうしてい

たか」を聞いたところ 34.1%が「119 番通報して救急車を呼んだ」と回答している。

また、「病院に行かず我慢した」という回答が 9.0%あり、前述した潜在的な重症者の

救護にもつながっている。 

救急電話相談事業が住民の不安を受け止めるとともに、緊急度判定に基づく助言に

よって、住民の適切な受診行動が推進され、地域の医療機関の機能分担及び業務連携

につながっていると考えられる。 

 

図表 3-62 「東京消防庁救急相談センター」、「救急安心センターさっぽろ」における 

救急相談の緊急度評価結果 

  

   （出典）東京消防庁提供資料（平成 26年） （出典）札幌市福祉保健局提供資料（平成 26年度） 
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図表 3-63 救急安心センターおおさかが無かった場合に想定された行動（n=525） 

 

（出典）大阪市消防局提供資料（平成 27年） 

 

６．救急車の適正利用の推進（救急搬送人員に占める軽症者割合を低減） 

東京消防庁が救急搬送した傷病者のうち軽症者割合は、救急相談センター開設前年

の平成 18年から年々減少する傾向にあり、平成 26年は平成 18年と比べて 8.4%減少

している。大阪市消防局の救急搬送人員に占める軽症者割合は平成 26 年に 59.7%で

あり、救急安心センターおおさかの開設前年となる平成 20年と比較すると 1.7%減少

している。同様に奈良県についてみると、奈良県救急安心センター開設前年の平成

20 年と比較し、平成 26年は 1.4％減少している。 

救急電話相談事業が緊急度判定体系の普及の一環として、救急車の適正利用意識の

醸成に寄与し、結果として救急搬送人員に占める軽症者割合が低減するという救急車

の適正利用に資する効果が現れていると考えられる。 

 

図表 3-64 救急搬送人員に占める軽症者割合の変化（東京消防庁） 

 
（出典）東京消防庁提供資料 
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図表 3-65 救急搬送人員に占める軽症者割合の変化（大阪市、奈良県） 

 
（出典）大阪市消防局、奈良県提供資料 
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Ⅱ．救急電話相談事業の新規立ち上げ経緯（福岡県） 

福岡県において平成 28 年 6 月の救急電話相談事業開始に向けて取組が進められて

いる。福岡県における施策の企画立案実行の過程を以下に紹介する。未実施の道府県

等において事業実施を検討する際に参考になるものと考えられる。 

 

１．背景等 

福岡県では、全国的な傾向である救急搬送件数の増加、とりわけ軽症・中等症患者

による不要不急の救急要請の増加やこれに伴う搬送所要時間の伸長傾向といった課

題を抱えており、県内消防機関における救急搬送サービスの適正化が大きな問題とな

っていた。 

また、同県における単身高齢者世帯の割合は全国平均よりも高い割合で今後推移し

ていくことが見込まれており、高齢化社会の進展を背景として、さらなる救急需要の

増加が懸念されている。 

このような状況を背景として、福岡県では（１）急病時の相談を受け付けることに

よる県民の安心・安全の実現、（２）救急搬送サービスの適正化、（３）救急医療機関

の負担軽減を目的として、看護師があらかじめ策定されたプロトコルに基づいて、相

談者の緊急度を判定し、医療機関の受診や 119番通報（救急要請）の必要性などにつ

いてアドバイスを行う「救急医療電話相談事業」を、平成 28 年度から実施すること

としている。  

同県では、事業の開始に向けて以下のようなプロセスに基づき取り組みを進めてき

た。 

 

２．庁内における検討 

（１）事業検討の経緯 

検討当初は救急搬送の適正化という事業目的に照らし県の消防防災主管部局に

て検討を進めていた。しかしながら、衛生主管部局との連携の必要性についても指

摘されており、具体的には♯8000（小児救急電話相談）事業といった既存の相談窓

口や医療機関案内窓口との連携及び役割分担について検討することが不可欠であ

った。 

＜参考：福岡県の既存の事業（衛生主管部局が所管）＞ 

 ♯8000（小児救急電話相談）事業：看護師が県民からの小児医療につい

ての相談に対応 

 「福岡県救急医療情報センター」：厚生労働省「救急医療情報センター

運営事業」により実施しており、非医療従事者であるオペレーターが

24時間体制で受診可能な医療機関を案内するサービスを提供 

 



94 

そのため、平成 26 年度の中頃には消防防災主管部局と衛生主管部局とが協働し

て事業実施体制等について検討を開始した。なお、具体的な検討フローについては、

以下のとおりである。 

 

図表 3-66 救急電話相談事業立ち上げに向けた取組の概要 

 
 

（２）予算について 

予算の要求にあたり事業実施に係る経費として次の項目について計上した。 

 

○実際に相談の対応にあたる看護師及びオンコール医師の人件費 

○相談業務を実施するためのインフラの整備や運用保守に係る経費 

（電話回線の敷設や実施場所の確保など） 

○聴取した相談内容を入力し、相談者の緊急度を判定するためのトリアージ支

援システムの開発設計に係る経費 

○事業の周知・広報のための費用 

○運営委員会・検証作業部会の開催に係る経費 

 

福岡県のように既存の医療機関案内窓口を機能強化して救急電話相談事業を実

施する場合でも、上記のような諸経費が生じることとなる。また、予算書の作成に

あたっては、開発すべきシステムの仕様や広報の内容、方法等について、一定程度

の具体的な検討を行っておく必要がある。 
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３．関係機関との調整 

（１）県内各消防機関 

本事業の実施には、実際に救急搬送業務を行う各消防機関との連携が必須であり、

事業実施についての検討を開始した平成 26年度当初から、県内すべての 25消防本

部を対象とした説明会を開催している。また、事業の実施体制や具体的な業務フロ

ーを検討する場である検討委員会に県内４ブロック（北九州地域、福岡地域、筑豊

地域、筑後地域）の各代表消防本部が参画している。 

後述する転送体制などの消防機関との連携体制については、検討委員会において

作成した骨子を、上記４ブロックごとの県内全消防本部が参加する連絡会議におい

て説明し、緊急時の対応や、相談にあたった看護師が直接、119 番通報を行うべき

場合などについて検討を進めている。 

 

（２）医療機関 

県医師会及び県看護協会に協力を依頼し、検討委員会の委員として事業の検討段

階から主体的に事業の検討に参画してもらうことにより、救急搬送される患者の受

け皿となる医療機関との調整に配慮している。 

また、プロトコルの策定にあたっては、県内４か所の救命救急センターの医師が

検討委員会の委員として参画することにより、医学的見地に基づく検討を加えてい

る。 

 

４．関係機関と調整を行う上での主な課題について 

（１）既存の相談窓口（救急医療情報センター、＃8000など）との役割分担 

福岡県では、既存の「救急医療情報センター」を機能強化する形で本事業を実施

することとしているため、音声ガイダンスにより「救急相談」と「医療機関の案内」

を振り分けることとしている。 

したがって、相談者が医療機関の案内を希望した場合であっても、非医療従事者

であるオペレーターが緊急度判定の必要性があると判断した場合には、通話の転送

により、ただちに看護師による緊急度判定スキームに移行することが可能である。

また、看護師による緊急度判定の結果、医療機関を案内したり、もしくは当該医療

機関に受入可否の照会を行う必要がある場合などには、オペレーターが「ふくおか

医療情報ネット」を参照し、最寄りの受診可能な医療機関を案内することが可能と

なっている。 

♯8000 については、相談件数全体のうち３歳未満の乳幼児に関する相談が６割

以上を占めており（H26:63.3％）、また対応内容についても「助言・指導等」が 80.7％、

医療機関受診を勧めた場合が 14.9％を占めている一方で、救急車の要請に至った

ケースは全体の 0.2％にとどまっていることからすると、♯8000 事業と♯7119 事

業とは同じ相談事業でありながら、全く異なるニーズに対応するものであることが



96 

うかがえる。両窓口の適切な連携や役割分担について今後検討を進めていく必要が

あるものと思われる。 

 

（２）消防機関との連携について 

上でも触れたとおり、本事業の実施にあたっては各消防機関との事前の調整が不

可欠であるが、とりわけプロトコル判定の結果、緊急性が高いと判断された患者に

ついて、そのまま通話を消防指令センター（119番回線）に転送するかについては、

各実施機関によって対応が異なっているところである。 

福岡県では、通話を転送した場合に、本来であれば、消防指令センターにおいて

自動的に取得されるはずの通報者の位置情報が取得できないことによる既存の救

急搬送スキームへの影響を懸念し、消防指令センターへの通話の転送体制について

は構築しないこととしている。 

その代わり、相談中の CPA移行等による患者の急変時に対応するため、消防機関

と協議し、①緊急性の高い病態が疑われ、かつ②相談者のもとにバイスタンダーが

いないような場合には、プロトコルによる緊急度判定に移行する前に、あらかじめ

相談者の現在地（住所や目標物など）を聴取するよう業務フローを整理し、緊急時

には傷病者の電話番号等を消防本部に提供することとするなど、適切な連携体制を

構築している。 

 

５．事業の開始に向けて 

平成 28 年６月からの事業の開始に向けて、今後、消防機関との連携に係る詳細

な事項の検討や相談看護師の教育・研修、および事業の周知、広報のための広報媒

体の作成等に取り組んでいく予定である。 

事業の円滑な実施にあたり、事業の検討を行うにあたり設置された検討委員会を

母体とする運営委員会や作業検証部会を設置し、消防機関から提供されたデータを

もとに、プロトコルのオーバートリアージ・アンダートリアージに係る検証や、事

業自体の評価など事業の運営に必要な事項について協議していく予定である。 
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Ⅲ．救急車利用リーフレットの活用事例集 

平成 27年３月に「救急車利用リーフレット」を公表後、全国の消防本部に配布し、

要望に応じて改変可能な媒体を提供している。都道府県、消防本部を対象に行ったア

ンケート調査により、約 7割の消防本部が、このリーフレットを活用しており、一部

の消防本部では地域関係者と連携しながら、オリジナルのリーフレットやポスター等

を作成し、応急手当講習やイベントでの配布、広報等に取り組んでいる。 

それぞれの消防本部が、活用の場面や対象、地域の状況等を踏まえ「救急車利用リ

ーフレット」を効果的に活用していくことが期待される。こうした活用を行っていく

上での参考に資するよう、「救急車利用リーフレット」を活用した消防本部による取

組事例を紹介する。 

 

１．柏崎市福祉保健部の取組事例 

柏崎市福祉保健部の「医療・介護ガイドブック」には、消防庁作成の「救急車利用

リーフレット」をもとにした「救急車の利用の仕方」が掲載されている。全体のデザ

インにあわせて、色の変更等が行われている。 

「医療・介護ガイドブック」には、その他にも、医療とのかしこい付き合い方、救

急医療の仕組み、急病時の対処法などの情報がとりまとめられており、作成、編集に

は、柏崎市、柏崎市地域医療連携連絡会議、柏崎市消防本部が参加している。 

市内の全世帯約 34,000世帯に加えて、市内の医療機関や公共施設（地域の集会場、

小中学校、保育園等）にも配布されている。市民向けの出前講座など、救急医療・地

域医療の啓発事業にも活用され、現在までの配布部数は 35,000部を超えている。 

 

図表 3-67 柏崎市「医療・介護ガイドブック」（救急車の利用の仕方） 
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２．札幌市消防局の取組事例 

救急車適正利用啓発のために、消防庁作成の「救急車利用リーフレット」をもとに

したリーフレット「あなたの判断は正しいですか？」を作成、配布している。 

リーフレット作成にあたっては消防局内でデザイン・キャッチフレーズについての

コンペを実施した。デザインに関しては救急車の不適正利用に関するイラストを掲載

せず、消防庁作成の救急車利用リーフレット内「ためらわずに救急車を呼んでほしい

症状」のイラスト・コメントを詳細に表現し掲載することにより、救急車が必要な状

態を強くアピールし、広い世代に救急車の利用について深い関心と理解を得ることを

目的とした。キャッチフレーズはインパクトを与えて目に留めてもらい、興味を惹く

ようなものとしている。 

図表 3-68 救急車適正利用リーフレット「あなたの判断は正しいですか？」 

  
札幌市消防局では、A2 版ポスター3,000 枚、B3 横版ポスター300 枚、A4 縦型のリ

ーフレット６万枚を作成している。各消防署を通じて管内区役所、まちづくりセンタ

ー、地下鉄駅及び店舗等へ配布、札幌市医師会を通じて各医療機関へ配布している。

その他、札幌地区バス協会を通じて、各バス会社のバス車内に掲示してもらっている。

札幌市ホームページからダウンロードすることも可能である。 

図表 3-69 バス車内への掲示例 

掲示物を見た市民から「自分のマンション

にも掲示したい」等の要望を受ける等の反響

があり、その都度配布をしている。札幌市消

防局では今後も継続して作成及び配布を行っ

ていく予定である。 
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３．徳島中央広域連合消防本部の取組事例 

徳島中央広域連合管内での救急件数は６年連続で 3,000 件を超え、10 年前と比べ

1,000 件以上増加し、今後も高い水準で推移することが予想される。そこで、徳島中

央広域連合消防本部では、現在の管内救急統計や具体的な重篤な症状を例示すること

で、救急車の適正利用における広報活動を早急かつ円滑に推進し、同時に救急業務に

対する住民の理解を得るため、リーフレットを作成した。 

リーフレットの作成にあたっては、管内救急統計と救急車適正利用への理解協力に

関するお願いの一文を加えている。広報誌に掲載することから内容を１枚にまとめ、

消防庁作成の「救急車利用リーフレット」よりコンパクトに仕上げている。リーフレ

ットは約２週間で作成することができた。 

 

図表 3-70 徳島中央広域連合だより（救急車の適正利用にご協力をお願いします） 

 

リーフレットは管内（吉野川市及び阿波市）広報誌に掲載し、全世帯約 31,000 戸

に配布した。また、管内３消防署が随時行っている応急手当講習等でも配布している。 

今後は徳島中央広域連合消防本部にて独自に行っている消防フェスティバルや消

防 PR 会、避難訓練、応急手当講習の指導先で継続して配布し、広報活動を推進して

いくことが予定されている。  
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Ⅳ．Web・スマホ版救急受診ガイドの取組事例集 

１. 大阪市消防局の取組事例 

大阪市消防局では、小児の緊急度判定と医療機関の検索をスマートフォン

でまとめて行える「小児救急支援アプリ」を開発し、平成 27年９月から運

用を開始している。このアプリでは、症状、症候を画面上で選択していくと

緊急度に応じて、「119番通報」「♯7119」「病院検索」の画面が表示され

る。緊急度が「高」の場合は 119番通報と♯7119、「中」の場合は♯7119

と病院検索、「低」の場合は病院検索がワンタッチで可能となる。病院検索

については、GPS機能がオンのときに近くの受診可能な医療機関が案内され、

ワンタッチで電話が可能となり、医療機関までの経路が表示される。 

なお、このアプリのうち、緊急度判定については、他地域においても使用

可能となっている。 

図表 3-71 大阪市消防局「小児救急支援アプリ」 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２. その他の取組事例 

   ○横浜市消防局        ○神戸市消防局        ○千葉市消防局 
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※詳細については、図 3-72の Web・スマホ版救急受診ガイドの取組事例集参照 

 緊急度判定体系の普及については、参考資料Ⅲで紹介したオリジナルのリーフレッ

トや参考資料Ⅳで紹介した Web・スマホ版救急受診ガイドの取組などのように、今後も

各地域において積極的な取組が期待される。 

また、このような独自の取組を開発した団体に、他の地域から活用の希望があった場

合は、住民への緊急度判定体系の普及という共通の目的のために、積極的にデータ提供

などを行っていくことが期待される。 
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図表 3-72  Web・スマホ版救急受診ガイドの取組事例集 

事業主体 横浜市消防局 川崎市消防局 千葉市消防局 大阪市消防局 神戸市消防局 

名称 横浜市救急受診ガイド 川崎市救急受診ガイド 千葉市救急受診ガイド 小児救急支援アプリ 神戸市救急受診ガイド 
作成に携わった関係機関、

部署 
横浜市医療局 川崎市消防局警防部救急課 千葉市消防局 大阪大学医学部、大阪市立大学医学部、 

大阪府医療対策課、大阪市 MC 協議会 
一次から三次医療機関医師、弁護

士、保健福祉局、消防局 

対象地域 横浜市 川崎市 千葉市 大阪市（28 年度から大阪府内全域予定） 神戸市 

検討を始めた時期 2014 年 6 月頃 2013 年 7 月頃 2015 年 5 月頃 2014 年 6 月頃 2015 年 4 月頃 

運用開始日 2014 年 12 月 15 日 2015 年 9 月 9 日 2015 年 10 月 15 日 2015 年 9 月 9 日 2015 年 9 月 9 日 

経緯・目的等 平成 26 年３月に総務省消防庁か

ら緊急度判定プロトコル ver.1 等が

示されたことから、家庭での自己判

断が確認できる体制を構築すること

とした。 

増加し続ける救急件数のうち、約

55％を占める軽症者に対して「救急車

を呼ばなくて良いのか、わからない」

といった市民の医療機関を自ら受診す

るきっかけとして作成した。 

①救急受診ガイド（冊子）を電子版に

置換し消防局ホームページに掲載す

ることで広く市民に周知ができる。 
②日頃から市民が閲覧することで、救

急車の適正利用の促進を図る。 

救急安心センター相談の４割が小児科

系相談ゆえ、スマートフォン保有率が高い

保護者層を対象として、住民自らが簡便に

緊急度を判断でき、その後の受診行動の支

援もできるシステムの構築を目的とした。 

「病院に行くべきか」「救急車を呼ぶ

べきか」迷った際に、緊急度判定や医

療機関受診の必要性を確認するもの

さしがなかったため。 

対応 OS 
 

iOS、アンドロイド 
その他（Windows、MacOS） 

iOS、アンドロイド 
その他（Windows、MacOS） 

iOS、アンドロイド  
その他（Windows、MacOS） 

iOS、アンドロイド OS 全般 

開発方法 横浜市情報発信ガイドラインを遵

守して業者に委託した。 
川崎市 HP に掲載のため、川崎市

CMS（コンテンツ管理システム）作成

者として、消防局救急課係員が自所属

で作業した。 

千葉市 HP に掲載のため、千葉市

CMS（コンテンツ管理システム）作成

者として、消防局救急課係員が自所

属で作業した。 

以前に救急隊が活用していた「救急搬送

支援システム」と救急安心センタープロト

コルの機能を連動させた。ソフトウェア開

発については業者委託した。 

業者委託 

開発費用 70.2 万円 なし（川崎市 HP に掲載のため） なし（千葉市 HP に掲載のため） 200 万円（財団研究費 100 万 消防局と

大学 100 万） 
17.4 万円 

運用費用 なし なし（川崎市ＨＰに掲載のため） なし（千葉市 HP に掲載のため） 100 万円／年 （28 年度以降） 
（システムサーバー運用経費など） 

14.2 万円／年 

使用しているプロトコル 消防庁プロトコル 消防庁プロトコルを改良 消防庁プロトコル 救急安心センタープロトコル＋消防庁 消防庁プロトコルを改良 

運用開始にあたり承認を

受けた団体 
横浜市救急業務検討委員会 川崎市救急業務検討委員会、 

川崎市ﾒﾃﾞｨｶﾙｺﾝﾄﾛｰﾙ協議会 
千葉市救急業務検討委員会 大阪府医師会、大阪府小児科医会 神戸市ﾒﾃﾞｨｶﾙｺﾝﾄﾛｰﾙ協議会 

利用状況 
（ダウンロード数、利用数

等） 

アクセス数： 
平成 26 年 12 月 
～平成 27 年 11 月まで延べ 3 万件 

2015 年 9 月 1,445 件 
    10 月 1,307 件 
    11 月 1,219 件 

（川崎市救急受診ガイドトップページ

の閲覧数のみ） 

アクセス数：5,376 回（2 か月間） 12 月末現在  
・ダウンロード数 5,130 件 
・使用数：564 件 
《内訳》 
119 番通報：4 件、♯7119 数 13 件 
医療機関検索数：449 件（複数検索含む） 
科目選択：90 件、様子を見る：62 件 

 9 月実績アクセス総数 46,349 件 

 10 月実績アクセス総数 6,406 件 

 11 月実績アクセス総数 7,390 件 

効果 
 

横浜市救急受診ガイドについて、

約 1,500 人にアンケートを実施した

ところ、「急な病気やけがをしたと

き、横浜市救急受診ガイドを利用し

ようと思いますか」の設問に対して、

約７割が「利用しようと思う」と回

答した。 

閲覧後の行動は把握できないため、

効果は不明 
運用開始間もないことから、出動件

数等に関する定量的な判断は不明 
広報した結果、電話による問合せや

口こみによる広がりは見られるが、定

性的効果も現時点では不明 

緊急度の判断が困難な症状でも緊急度

が高い症状は 119 通報されており、潜在す

る重症者の救護につながっている。また休

日の利用が多く、利用者の９割は医療機関

を検索していることから、自らの受診が促

されていると考えられ、救急需要対策の一

助となっていることが思慮される 

運用開始間もないため、まだ効果は

不明であるが、今後以下の効果が見込

まれる。①救急搬送者の軽症割合の低

減、救急車の適正利用、②潜在的な重

症者の救護、③いざという時に備える

自己学習 
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第４章 個別事案の分析による、搬送時間 5延伸の要因の解決 

１．検討の背景と目的 

昨年度の本検討会においては、搬送時間延伸の要因について、各消防本部にアンケ

ート調査を行い、統計的な分析を行った。 

今年度は、6号基準の内容の見直しなど実施基準のさらなるブラッシュアップにつ

なげていくことを目的に、精神疾患患者、酩酊者、独居高齢者等、救急活動の現場で

対応に苦慮する個別の事案について、対応策等を調査・検討し、消防機関が取りうる

改善方策と関係機関と連携して構築すべき体制のあり方を提示することとした。 

 

２．今年度の検討事項 

（１）要因別の搬送件数の把握・分析 

救急隊の現場活動において特に対応に苦慮する事案がどの程度発生しているか

について、対応に苦慮した背景（要因）ごとの搬送件数を、全国の消防本部を対象

としたアンケート調査を通じて定量的に整理した。 

 

（２）個別事案を通した搬送時間延伸の収集・分析 

個別の事案を通して搬送時間延伸の要因を分析するとともに、その解決策の実例

についても調査、検討することとした。特に、以下のケースについて調査分析を行

い、対応策を提示することとした。 

 

○在宅独居・施設入所の高齢者：家族情報や既往歴が得づらいため 

○精神疾患患者：精神疾患以外の理由から救急要請がなされ、かかりつけ医で

も対応できない場合があるため 

○酩酊者：本人情報が得づらく、かつ病院側が対応に苦慮するため 

○頻回利用者：病院側が対応に苦慮するため（精神疾患等、上記の困難類型と

重複する場合も多い） 

 

３．課題の整理と方向性 

（１）要因別の搬送件数 

平成 26 年中、出場から帰署まで 120 分以上かかった事案のうち、在宅独居・施

設入所の高齢者、精神疾患患者、酩酊者、頻回利用者又は身元不明者として分類で

きたものを整理した。例えば、出場から帰署まで「120～180 分」の件数をみると、

「在宅独居・施設入所の高齢者」が最も多く 11,381件だった。次いで、「精神疾患

                            

 

5 本章における「搬送時間」は、出場から帰署までにかかった時間とする。 
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患者」が 9,376件、「頻回利用者」が 5,740件だった。 

 

 

図表 4-73 出場から帰署まで 120分以上かかった事案のうち、要因別に分類できた 

搬送件数（平成 26 年中、複数回答） 

 

 

（２）個別事案の分析 

ここでは、「事案の概要」として、前項で示した要因別の背景や傷病者の背景等

を整理したうえで、実際に救急隊や消防本部が講じた対応策を提示し分析し、「対

応策のポイント」として示した。 

 

①A消防本部の事例 

＜事案の概要＞ 

○対応に苦慮した要因 

  身元不明、精神疾患疑い、行政との連携不備。 

○傷病者背景 

  30歳代男性（推定）。四肢の麻痺なし、外傷等なし。起立及び歩行可能。所持

品無し、氏名、年齢及び住所は不明。 

○結果 

  出場から帰署までに約 250分を要した。 

平日午前中、前日に保護した男性が、覚醒しているものの呼び掛けに対し無表情

で全く応答がないため、警察から救急要請があったもの。警察からは、すでに市福

祉関係課に連絡済みであり、医師診察後異常がなければ市福祉関係課にて身元の引

き受け可との申し伝えあり。 

二次当番のＡ病院へ受入れ依頼をすると、「市職員が身元の引き受けをするので

あれば受入れ可。」との回答であったため、救急隊から市福祉関係課に連絡し、直
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接Ａ病院と話をしてもらった。その後救急隊からＡ病院に受入れの確認をすると、

「市福祉関係課は精神疾患の有無等について診てほしいとのことだが、精神科医師

不在のため当病院では受入れ不可。」との回答。 

市福祉関係課に再度連絡すると、「異常なしとの診断がないため当課では引き受

け不可。」とのことであった。 

救急隊のみでは対応が困難であるため、指揮隊の出動を要請し、指揮隊長指示に

よりＢ病院に受入れ依頼、収容可能との回答を得たため搬送し、その後の対応は医

療機関に依頼した。 

 

＜対応のポイント＞ 

 メディカルコントロール協議会において検証後、行政による福祉関係窓口一覧を

作成し、医療機関とのより一層の連携を図った。 

メディカルコントロール協議会において、「照会時間 30分以上、照会回数６回以

上の救急事案」について検証を行う中で、本事案についても検証を実施。 

同協議会において、医療機関側から、身元不明者等の治療終了後の対応に苦慮す

ることがあるため、このような場合の対応依頼先を明確化し、提供してほしいとい

う要望があった。この要望を踏まえ、消防本部と行政側の福祉担当課等とが調整を

行い、福祉関係窓口の一覧を作成し、医療機関側に提供した。 

 

②B消防本部の事例 

＜事案の概要＞ 

○対応に苦慮した要因 

  頻回利用、精神疾患疑い、軽症。 

○傷病者背景 

  60 歳代女性。夫と同居。椎間板ヘルニア、呼吸器疾患あり。複数の医療機関

に入院歴、自主退院歴もあり。「腰痛」等で月に２～３回の救急要請歴あり。 

○結果 

  同日中に出場から帰署まで約 280 分を要する通報と、約 250 分を要する通報が

あった。 

初回の通報は、夕方ごろ「腰痛」症状で本人が自宅から救急要請し、救急隊が出

場。複数の医療機関で受入困難となったが、６号基準により医療機関に収容。夫の

同乗なし、腰椎症（軽症）と診断。 

２回目の通報は、同日夜、本人が自宅から再度救急要請。救急隊が出場。指令室

と連携して選定を実施したが、前件同様に病院選定に苦慮。病院が遠方になる旨の

説明をしつつ選定を続けたが、希望する病院へ搬送先が決定しなかったことを理由

に本人が辞退。 

その後も朝方まで本人からの救急要請が数回続き、指令室では、同居する夫に電
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話を代わってもらい、本人のその後の状況を確認したところ、夫からは「自分たち

で病院に行くので、救急車は必要ない」と救急要請辞退の確認が得て、同日夜の対

応は一旦終了した。 

＜対応のポイント＞ 

 消防から行政への素早い情報提供により、24時間以内の解決が図られた。 

翌日朝、消防本部と消防署で対応等を協議し、管轄する福祉事務所の担当者へ情

報提供を行った。 

福祉事務所の担当職員からは救急車の適正利用について理解が得られ、「直ちに

傷病者宅を訪問し面会する」との回答があった。 

数時間後、面会を終えた福祉事務所の担当者から、「精神疾患の所見が見られる

ため、入院の方向で調整します。」との電話連絡があり、同日午後、本人は自宅近

くの精神科病院に任意入院した。 

 

③C消防本部の事例 

＜事案の概要＞ 

○対応に苦慮した要因 

 アルコール依存、精神疾患。 

○傷病者背景 

 80 歳代男性。肋膜炎既往。長年に渡り医療機関受診を拒んでおり、焼酎を常飲

している。飲酒量が多い。 

○結果 

 出場から帰署までに約 150分を要した。 

家族からの救急要請により出動し、接触時は居室毛布上にて仰臥位、顔色正常、

意識レベルＪＣＳⅠ桁。２～３週間前から食事が摂れていない旨、常飲していた酒

量も減少している旨、１週間ほど前から歩行が困難となっている旨、当日は寝たま

ま立ち上がろうとしなくなった旨家族から聴取する。本人は医療機関受診を拒否。

座位を促すと、時間を要しようやく座ることができ、立位も同様であるがふらつく。

車内収容の同意を得ようとするが医療機関受診を一貫して拒否、宅内に戻ってしま

う。 

指令の助言を得て保健福祉事務所に電話相談する。協議の結果、同事務所からは、

アルコール依存症に関する対応等の必要があるとの観点から職員を派遣するとの

申し出を受ける。 

同事務所保健師が到着、当隊の活動内容を説明し、また保健師からは家人、及び

本人からの問診が実施される。家人及び同保健師より、現時点における救急搬送は

不可能である旨の同意を得る。保健師に傷病者を引き継ぎ不搬送とする。 

 

＜対応のポイント＞ 
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 福祉的な対応が必要となる事案に対しては、日ごろから消防と福祉担当部局が会

議を重ね、対応方法を協議しておくことで適切な対応が可能となる。 

搬送時間の延伸を防止する観点からは、一時的な酩酊者への対応とともに、アル

コール依存症等により、常習的に酩酊状態にある者への対策も重要である。 

依存症の背景には、多くの場合、福祉的な対応が必要な事情が存在するため、消

防機関は福祉担当部局と連携をとることが不可欠である。 

具体的な連携方策（保健福祉事務所の保健師が現場に赴く、搬送先医療機関の選

定を行う等）についても、事前に決定しておくことが重要である。 

 

④D消防本部の事例 

＜事案の概要＞ 

○対応に苦慮した要因 

 独居高齢者、頻回利用。 

○傷病者背景 

 70 歳代女性。 

腹痛のため救急要請。現場到着すると、自立歩行可能、症状もなく、「洗濯物を

取り込んでほしい」とのこと。室内は便や尿があちこちにある不衛生な状態。その

日は医療機関へ搬送し、診察後帰宅。その後、同様の要請が一日平均５件ほど、約

３ヶ月に渡って続いた。 

徐々に受け入れ先医療機関の選定に苦慮するようになったが、本人からの「介護

を受けたい」という要望から福祉担当部局に報告。消防、福祉担当部局、地域包括

支援センターの三者で会議を開催、家族や親戚と連絡を取り、介護申請を行うこと

となった。 

 

＜対応のポイント＞ 

 日ごろから消防と福祉担当部局との情報共有体制を構築しておくことが必要。さ

らに、救急要請を通して、福祉的な対応が必要となる事案を最初に扱うこととなる

場合、迅速に情報共有を図ることが重要。 

独居高齢者については、「寂しい」や「別居中の家族に心配してもらいたい」な

どの理由から救急要請を行う場合、認知症のケアが必要な場合等、消防機関のみで

は根本的な解決に至ることができない場合がある。 

こうした事案については、まずは地域の医療関係者や福祉関係者間で情報共有し、

見守りや介護ヘルパーの派遣など、それぞれの事情に即した迅速な対応が必要とさ

れる。消防機関も、こうした方々にいち早く接する機会の多い機関の一つとして、

積極的に情報提供に取り組む必要がある。 
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  ⑤E消防本部の事例 

＜事案の概要＞ 

○対応に苦慮した要因 

 独居高齢者、頻回利用。 

○傷病者背景 

 70 歳代男性｡共同住宅で独居。生活保護受給者。 

本人から、脱水症状や気分不良、食欲不振等で月に 10件以上の要請。 

救急隊から地域包括支援センターに連絡。地域包括支援センターケアマネージャ

ーにより、食事の管理、通院の付き添い、福祉関係の相談等の支援が行われ、不要

不急の救急要請がなくなった。 

 

＜対応のポイント＞ 

 地域包括ケアシステムを担う関係機関との連携により、消防機関だけでは解決が

難しい福祉的な対応をとることができた。 

この事案を機に、地域包括支援センターとの連携を開始。過去３年間で合わせて

約 300 件の救急要請があった傷病者 20 名について、１年間で 69 件（うち 47 件は

同一の傷病者）にまで減少させることが出来た。 

また、地域包括支援センターと連携した勉強会や意見交換会を行うようになり、

救急隊員にも福祉を必要とする方々に最初に接触する者としての自覚が醸成され

つつあるとともに、迅速な情報共有体制の構築やケアマネージャー等による救急業

務への協力等、更なる連携に向けて取り組んでいる。 

 
⑥東京消防庁の例 

上記のように個別事案に対し細かく対応している事例のほか、例えば、東京消

防庁及び東京都福祉保健局では、二次保健医療圏ごとに設置する「地域救急会議」

において、救急搬送の状況や「東京ルール」運用実績を取りまとめ、救急医療に

係る地域の課題検討に活用するなど、搬送時間が延伸する事案の減少に向けて、

消防機関や二次医療機関等が一体となって取り組んでいる。 

 

４．まとめ 

搬送時間が延伸する事案については、多くの場合、消防だけで解決することが難し

く、福祉的な対応が必要であり、地域包括ケアを担う関係機関との連携が不可欠とな

る。実際に、検討会で取り上げた事例の多くは、消防だけではなく、市町村の福祉担

当部局による対応や地域包括支援センター等との連携により対応していたところで

ある。 
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（１）関係機関との連携 

今後、このような事案がさらに増加していくことが想定される中で、地域におい

ては、関係機関との連携強化に加え、消防機関内での情報共有の充実、医療機関と

の連携強化等に取り組んでいくことが重要である。 

関係機関との連携のためには、消防機関、行政の福祉担当部局、地域包括支援セ

ンター、医療機関等が、定期的に情報交換を行う場を設けるなど、「顔の見える関

係」を構築しておくことが必要である。そのためには、事後検証を行う MC 協議会

が福祉関係機関との連携が必要と判断したものについては、地域ケア会議等で個別

事案を取り上げるなど、地域に密着した活動を行う地域包括支援センター等に確実

に情報を提供することが重要である。 

 

（２）消防機関における対応 

消防機関は、福祉的な対応が必要な方々に対し、救急要請を通じて最初に接触す

る機会が多いが、福祉部局等への情報提供が遅れると傷病者本人が適切なケアを受

ける機会を逸するだけでなく、円滑な救急搬送に支障を来すことになる可能性もあ

る。そのため、消防機関は、メディカルコントロール協議会の事後検証等を待たず

とも、迅速に関係機関に情報を提供していくことが重要である。また、消防機関内

でも、救急隊員が把握した事例を指令センター等に随時提供し、指令センターに情

報を蓄積する、救急隊同士で情報共有を行う等、福祉的な対応が必要な事案につい

て、迅速に対応できる体制を構築することが望ましい。 

 

（３）医療機関における対応 

救急搬送された医療機関での診療の後に自宅療養等となった場合、その後救急要

請が繰り返される場合がある。そのため、救急に携わる医療機関においても、診察

結果や福祉的対応が必要である旨を消防や福祉関係機関に提供するなど、積極的な

協力が期待される。 

 

（４）関係省庁における取組 

厚生労働省が、市区町村の在宅医療・介護連携推進事業の円滑な実施のために作

成した「在宅医療・介護連携推進事業の手引き（Ver.１）」（平成 27 年３月）にお

いても、「切れ目のない在宅医療と介護の提供体制の構築推進」の中で、「検討した

仕組みや取組については、救急搬送を行う消防組織と情報共有を行うことも効果的

である。」と、消防との連携について示している。各消防機関においては、これら

を踏まえ、地域包括支援センター等関係機関と積極的に連携していくことが望まれ

る。 
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「在宅医療・介護連携推進事業の手引き（Ver.１）」抜粋 

（厚生労働省老健局老人保健課（平成 27年３月）） 

（ウ）切れ目のない在宅医療と在宅介護の提供体制の構築推進 

 地域の医療・介護関係者の協力を得ながら、切れ目なく在宅医療と在宅介護が一

体的に提供される体制の構築に向けて、必要な具体的取組を企画・立案する。 

【目的】 

 医療と介護が必要になっても、住み慣れた地域で可能な限り暮らし続けることが

できるよう、地域の医療・介護関係者の協力を得ながら、在宅医療と在宅介護が切

れ目なく提供される体制の構築を目指した取組を行うこと。 

【ポイント】 

 （略） 

【実施内容・実施方法】 

 （略） 

【留意事項】 

（１）地域医療の状況等に関する理解が必要なこと、訪問診療・往診を行う医療機

関の協力が求められること等から、取組の検討・実施に当たっては関係団体等に委

託して差し支えない。 

（２）切れ目なく在宅医療と在宅介護を提供するための体制は、例えば、取組の一

つとして、表２のような取組が考えられるため参考にされたい。ただし、必要な取

組は、患者・利用者の状態や、その家族、介護者の状況、地域の医療・介護の資源

状況等によって異なることから、表２の取組に限らず、地域の実情に応じて構築す

ることが重要である。なお、検討した仕組みや取組については、救急搬送を行う消

防組織と情報共有を行うことも効果的である。 

（３）本事業では、切れ目なく在宅医療と在宅介護が一体的に提供される体制の構

築を推進する取組についての検討の費用を対象とする。例えば、主治医・副主治医

制の運営のための経費（医師への手当て等）、夜間・休日に医療機関が診療体制を確

保するための経費（医療機関の協力金等）は、本事業の対象とならないので注意す

ること。 

 

（５）その他留意事項 

個人情報の共有に際しては、条例の中で第三者提供が可能な場合を明示する、本

人の同意をとるなど、個人情報保護に係る適切な対応に留意する必要がある。 
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第５章 救急業務に携わる職員の教育 

１．昨年度までの検討 

救急現場において豊富な経験を積んだ救急救命士を中心とした教育体制の構築に

よる救急業務全体の質の向上等を目的に、消防庁では平成 24 年度から指導的立場の

救急救命士に関する検討を開始し、平成 25 年度に「救急業務に携わる職員の生涯教

育の指針 Ver.1」（以下「指針」という。）において、指導救命士について、その位置

づけ、要件等が取りまとめられるとともに、各消防本部における指導救命士を中心と

した教育体制の構築の必要性が示された。 

また、消防庁は「救急業務に携わる職員の生涯教育のあり方について」（平成 26年

5月 23 日付消防救第 103号救急企画室長通知・以下「通知」という。）を発出し、指

導救命士の位置づけ、要件等を示すとともに、全国で指針に基づく指導救命士を中心

とした教育体制が実現されるよう都道府県の取組を促してきた。 

しかしながら消防庁の通知発出後も指導救命士の認定を行う都道府県は少数にと

どまり、養成機関による指導救命士の養成も進んでいないという課題があった。その

ため、消防庁では、全国で質の担保された指導救命士の養成体制を構築すべく、指針

に記載された養成カリキュラムを基に、より具体的な教育内容へと展開した「指導救

命士の養成に係るテキスト」（以下「テキスト」という。）の作成を平成 26 年度に開

始し、「平成 26年度救急業務のあり方に関する検討会 報告書」において、テキスト

の骨子版が提示された。 

 

２．今年度の検討事項 

（１）検討内容 

テキストについては、骨子版を具体化した草案を作成し、編集作業、監修作業を

実施した。作成作業を進める中で、テキストの活用方策や地域事情の反映方法につ

いても検討を行い、その検討結果を適宜テキストの内容に反映した。 

全消防本部及び全 MC 協議会を対象としたアンケート調査を実施し、指導救命士

の認定、運用状況や、指導救命士に対する期待等を把握するとともに、同調査の結

果も踏まえ、指導救命士の今後の認定拡大に向け必要な方策等を検討した。また、

指導救命士の役割のひとつである、救急救命士の再教育における指導救命士の活用

について検討を行った。 

 

（２）検討体制 

昨年度の検討体制を引き継ぎ、主な読者として想定される救急救命士にとって分

かりやすく、また、現場の実情を十分に反映したテキストを作成するべく、現場で

活動する救急救命士自らがテキストを作成し、それを有識者や医療関係者が確認す

る形式をとった。 
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執筆を担う４名の指導的立場の救急救命士と４名の管理的立場の救急救命士の 

計８名の救急救命士に加え、医師及び指導救命士養成機関から編集に携わる委員と 

して４名、日本救急医学会及び日本臨床救急医学会からそれぞれ１名ずつ監修に携 

わる委員として２名、加えて、WG長が全体監修を担うという、合計 15名の体制で 

検討を行った。 

 

３．検討結果 

（１）指導救命士の養成に係るテキストの完成 

各項目に関する記載を充実するとともに、骨子版では記載のなかった効果測定・

総合シミュレーション等について追記した。また、テキストの位置づけや活用方法

を明確化するべく「はじめに」を記載した。「はじめに」では、テキストはあくま

でも「指導救命士養成カリキュラムの 100時限を踏まえ、基本となる考え方や方法

について記載した」ものであることや、「指導救命士養成カリキュラムはミニマム

リクワイアメント（最低限の必要時間）」であることを明示し、その上で、「本テキ

ストに示した考え方を参考に各消防本部・養成機関の実情に沿った研修計画の作成」

が重要である点を指摘した。加えて、テキストによる学習のみでなく、継続的な学

習が進むようにテキスト末尾に「今後の学習に向けて」を追記し、対外的活動の主

体となる指導救命士としての側面と、消防本部内において模範となるべき一人の救

急隊員としての側面に分け、今後の向上に向けた論点を記載した。 

このような作業を進め執筆者を担う救急救命士により草案が作成された。その上

で、医師及び指導救命士養成機関による編集作業、日本救急医学会・日本臨床救急

医学会の委員による監修作業を進め、11 月にテキストを完成させた。完成したテ

キストについては普及に向け全国の消防本部に配布された他、「指導救命士標準テ

キスト」として一般販売されている。 

 

（２）認定と活用方法の検討 

アンケート調査を行った平成 27 年８月１日の時点で、指導救命士の認定を行っ

ているのは、６県であり、既に指導救命士を配置しているのは 38 消防本部、配置

人数は合計 93名であった。 

指導救命士の認定を開始していない、41都道府県のうち、10県は平成 27年度中

に認定開始予定であり、今後の認定数の増大が期待されるものの、約半数の都道府

県においては認定開始時期が未定であり、指導救命士の全国展開を図る観点からは

課題が大きい。 
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図表 5-74 指導救命士に係る認定状況 

 

 

また、指導救命士を既に配置している 38 消防本部の中でも、指導救命士の位置

づけを要綱等で明記していない消防本部が多い。指導救命士を認定しても指導救命

士が果たすべき役割等が明確化されていなければ指導救命士が地域でその能力を

十分に発揮することができないことから、指導救命士を配置している消防本部では、

速やかに指導救命士の位置づけを明確化することが必要である。また、今後、指導

救命士の認定が開始される地域の消防本部では、指導救命士が果たすべき役割等に

ついて、予め検討しておくことが求められる。さらに、既に指導救命士の認定を開

始している都道府県 MC 協議会では、通知でも示されているように消防学校や都道

府県 MC 圏域等での講師など指導救命士が活躍できる場を提供できるよう都道府県

レベルにおける役割を明確化することが求められる。また、今後、指導救命士の認

定を開始する都道府県 MC 協議会では、都道府県レベルでの指導救命士の活躍の場

の提供について予め検討しておくことが求められる。 

 

図表 5-75 指導救命士の位置づけの要綱等での明記 

 

指導救命士の役割については、消防本部内部での役割例と対外的役割例に分け指

針の中で整理されている。消防本部等では、他の救急隊員に対する指導や助言、研

修会等の企画・運営など、消防本部内部での教育・指導の中心的な役割が期待され

ており、対外的には、MC 協議会への参画や事後検証の実施・フィードバック、病

院実習の調整役などネットワークの中心としての活躍が期待されている。 

ただし、これらはあくまでも役割の方向性を示すための例示であり、各消防本部

における位置づけ・役割については、こうした方向性を理解した上で、地域の実情

にあわせ検討されるべきである。求められる救急業務は地域により異なり、また、

MC 協議会や医療機関等との関係も消防本部により異なる。指導救命士は、地域の

10 10 21

0% 20% 40% 60% 80% 100%

平成27年度内 平成28年度以降 未定

10 28

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

明記している 明記していない
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救急業務の専門家であるとともに、救急隊と関係者の間のネットワークの中心とな

る。それゆえ、指導救命士の位置づけ・役割について消防庁が画一的に提示するこ

とは不可能であり、導入の趣旨を十分に理解した上で、各消防本部と関係者が議論

し、自らの地域における位置づけ、求められる役割を具体化していかねばならない。 

この点、消防庁には、多くの救急業務の現場において指導救命士の位置づけが明

確化されていない現状を踏まえ、引き続き、指導救命士の役割例・導入の趣旨に関

する情報発信を続けるとともに、各消防本部や MC 協議会において位置づけに関す

る議論が進むように促すことが期待される。 

 

図表 5-76 指導救命士の役割例 

 

（資料）消防庁「救急業務に携わる職員の生涯教育の指針 Ver.1」 

また、指導救命士の更なる普及に向けては、位置づけの明確化とも関連して、指

導救命士制度を活用するインセンティブ（活用するメリット）の明確化が重要であ

る。そのためには、指導救命士の機能、権限の明確化（指導救命士の活躍が期待さ

れる場の創出）を進めることも重要である。例えば、指導救命士の早期の活躍が期

待される具体的な分野として、救急救命士の再教育のうち日常的教育に係る部分が

挙げられる。 

救急救命士の再教育について、約２割程度の消防本部では、定められた履修時間

（2 年間で 128 時間以上）に満たない職員が存在する。また、地域 MC 協議会を対

象としたアンケートで指導救命士に期待する役割として、救急救命士や救急隊員へ

の指導等、消防本部内での指導に関する期待が多く挙げられている。こうした状況

を踏まえると、救急隊員の生涯教育体制を充実させるため、医療機関と異なった救

急現場で経験を豊富に積んだ指導救命士の活用が有効と考えられる。 

 

  

消防本部等での役割例 対外的（対ＭＣ）役割例

救急隊員生涯教育に関する企画・運営

（年間教育計画の策定、研修会の開催等）

MC協議会への参画（会議等への参加）

MC協議会との連絡・調整（都道府県MC・地域MC）

救急救命士への指導

（主にOJTにおける救急救命士再教育の指導）
事後検証委員会への参画、フィードバック

病院実習での指導、院内研修の補助等

（救急救命士再教育（院内）の計画策定、補助等）救急隊員への指導、評価

教育担当者への助言 消防学校、救命士養成所等での講師、指導等

事後検証（一次検証等）の実施、フィードバック MC圏域等での他消防本部での講師、指導等

救急ワークステーションでの研修、指導 国での各種検討会（救急関連）への参画等

通信指令員への救急に関する指導 全国規模の研修会等への参加

本部全体で共有すべき事柄の伝達・指導 など 全国救急隊員シンポジウムの企画等への参画など
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図表 5-77 救急救命士の再教育（２年間で 128時間以上）の履修状況 

 

図表 5-78 指導救命士に期待する役割 

 

 

また、インセンティブの明確化に向けては、指導救命士となる人材のあり方につ

いて、実態を踏まえた検討を進めることも重要である。例えば、人材の効率的な活

用という観点からは、定年退職を迎えた指導救命士が引き続き再任用され、組織内

の教育の一翼を担うなどの活用も考えられるほか、指導救命士の認定を受けるメリ

ットという観点からは指導救命士としての業務に対する責任と処遇をどのように

考えるか等の議論も必要である。ただし、前述のとおり、指導救命士の役割は地域

で大きく異なることから、今後、各消防本部での実態を踏まえつつ、丁寧かつ細か

な検討が必要である。 

 

４．今後の展望  

平成 28 年度以降については、まず認定者数の拡大に向けた取組が非常に重要であ

る。 

消防庁としては、本年度作成したテキストの積極的な活用を促すことで、指導救命

士の養成を推進するとともに、消防本部や MC 協議会をはじめとする地域の関係者、

関係機関に対して、積極的に情報発信し、各消防本部や都道府県 MC 協議会における

指導救命士の位置づけや役割の明確化を促すことが必要である。併せて指導救命士の

認定を開始していない都道府県 MC 協議会に対しては、指導救命士の認定を開始する

よう働きかけを進める必要がある。また、常に関係者が現状を把握しつつ取組を進め

られるように、年 1回等定期的に、各都道府県における指導救命士の認定状況等の基

礎情報を提供することも重要である。 

625 125
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履修できている 履修できていない
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救急隊員生涯教育に関する企画・運営（年間教育計画の策定、研修会の開催等）

救急救命士への指導（主にOJTにおける救急救命士再教育の指導）

救急隊員への指導

事後検証（一次検証）の実施、フィードバック

病院実習や院内研修の補助等（救急救命士再教育（院内）の計画策定等）

その他
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各消防本部においては、指導救命士の導入の趣旨を十分に理解した上で、地域の実

情を踏まえ、指導救命士の果たすべき役割について、役割例を参考に明確化すること

が期待される。また、併せて、指導救命士の認定を開始していない都道府県 MC 協議

会においては、十分な検討を重ねつつも、可能な限り早期に認定を開始することが期

待される。 

また、救急救命士の再教育のうち日常的教育に係る 80 時間相当については、指導

救命士を積極的に活用していくべきである。「救急救命士の資格を有する救急隊員の

再教育について」（平成 20年 12月 26日付消防救第 262 号救急企画室長通知）発出に

係る検討会の中で医師による医学的裏付けを確保した上で、経験のある救急救命士が

教えることについての意見が出されている。このことを踏まえ、救急救命士の再教育

（2年間で 128時間以上）のうち、病院実習（2年間で 48時間程度）を除いた日常的

教育（2 年間で 80 時間相当）は、医師による医学的裏付けを確保した上で、指導救

命士が行うことができることを消防庁が各地域 MC 協議会・消防本部に対して示すこ

とが適当であると考えられる。それを踏まえ地域 MC協議会と消防本部は、80時間相

当のうち指導救命士が実施する時間や範囲について議論し、整理・明確化する必要が

ある。 

最後に、中長期的な視点に立てば、指導救命士のあり方に関する継続的な改善や質

の向上に向けた検証が非常に重要である。指導救命士は、その導入の趣旨から、救急

隊員の生涯教育の核となることが期待されている以上、指導救命士の質は救急業務全

体の質に直結する。それゆえ、指導救命士の配置に伴う効果については継続的に検証

を行い、必要に応じ改善する必要がある。また、併せて、指導救命士の質の担保、向

上に向けて、全国を単位にした勉強会や共同研究の実施といった取組について検討を

行うことが望ましい。 
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第６章 救急蘇生ワーキンググループ 

第１節 JRC蘇生ガイドライン 2015の改訂への対応 

１．検討の背景・目的等 

（１）背景・目的 

2015年 10月、ILCOR（国際蘇生連絡委員会）の CoSTR（心肺蘇生と緊急心血管治

療のための科学と治療の推奨に関わるコンセンサス）の発表に伴い、日本蘇生協議

会（JRC）と日本救急医療財団（心肺蘇生法委員会）で構成された日本蘇生協議会

（JRC）ガイドライン作成委員会から心肺蘇生に関する「JRC蘇生ガイドライン 2015

オンライン版」（以下「ガイドライン 2015」という。）が公開された。 

この、ガイドライン 2015 は、消防庁が全国消防本部から収集しているウツタイ

ン様式（救急蘇生統計データ）から導き出されたエビデンスとして、本邦から 15

の研究が採用され、我が国の実情を反映したものとなっている。 

消防庁では、上記ガイドラインの改訂により一般市民や救急隊員が行う心肺蘇生

法の見直しが必要であるとの観点から、本検討会の下に「救急蘇生ワーキンググル

ープ」を設置し、ガイドラインの改訂により影響を受ける事項について検討を行っ

た。 

 
２．今年度の検討事項 

これらの状況を踏まえ、今年度は、（１）「救急蘇生法の指針（市民用）」の改訂に

基づいた対応について、（２）応急手当の普及啓発について検討した。 

（２）の応急手当の普及啓発に関して、具体的には、①応急手当普及員の認定（現

に教員職にある者に対する養成講習）について、②応急手当普及員と応急手当指導員

を他地域で取得した者の取扱いについて、③講習体系の変更とファーストエイドにつ

いて、④バイスタンダーの精神的影響について検討した。 

 

＜検討事項＞ 

（１）「救急蘇生法の指針（市民用）の改訂に基づいた対応について 

（２）応急手当の普及啓発について 

①応急手当普及員の認定（現に教員職にある者に対する養成講習）について 

②応急手当普及員と応急手当指導員の資格を他地域で取得した者の取扱いについて 

③講習体系の変更とファーストエイドについて 

④バイスタンダーの精神的影響について 

 

以下では、各検討事項について、課題を整理し、今後の対策や方向性について記載

する。 
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３．「救急蘇生法の指針（市民用）」の改訂に基づいた対応について 

（１）一般市民が行う心肺蘇生法の変更について 

一般市民が行う心肺蘇生法の変更について、ガイドライン 2015 の主な変更点と

追加点は以下の表のとおりである。心停止の認識、人工呼吸、胸骨圧迫の位置（テ

ンポと深さ）と中断時間、通信指令員の教育について変更があった。また、ファー

ストエイドについて、新たに記載が設けられた。 

 

図表 6-79 JRC 蘇生ガイドライン 2015 の主な変更点と追加点 

畑中哲生委員提供資料

JRC蘇生ガイドライン2015主な変更点と追加点

Ｇ2010 Ｇ2015

心
停
止
の
認
識

・傷病者に反応がみられず、呼吸をしていない、あるいは死戦期呼吸
の傷病者に対してはただちに、胸骨圧迫を開始する。

・心停止かどうかの判断に自信が持てない場合も、心停止でなかった場
合の危害を恐れずに、ただちに胸骨圧迫を実施する。
（以下、追加点）
・非心停止傷病者に対して、胸骨圧迫を開始したとしても重篤なリスクは
生じない。
・１１９通報をした救助者は、通信指令員から心停止の判断とＣＰＲにつ
いて口頭指導を受けることができる。なお、反応の有無について迷った場
合も、１１９通報して通信指令員に相談する。

人
工
呼
吸

・人工呼吸ができる場合は、３０：２の比で胸骨圧迫に人工呼吸を加え
る。

・人工呼吸の訓練を受けており、それを行う技術と意思がある場合は、
３０：２の比でＣＰＲを実施する。

胸
骨
圧
迫

・胸骨圧迫のテンポは１分間に少なくとも１００回。
・胸骨圧迫の深さは少なくとも約５ｃｍ
・人工呼吸時など、胸骨圧迫の中断時間は最小にすべきである。

・胸骨圧迫のテンポは１分間に１００～１２０回
・胸骨圧迫の深さは約５ｃｍ（ただし６ｃｍを超えない）
・人工呼吸時など、胸骨圧迫の中断時間は１０秒未満にする。

通
信
指
令
員
の

教
育

・通信指令員が心停止を見分ける能力を高める方法と教育方法を検
討すべきである。

・通信指令員は、傷病者に反応がなく、正常でない呼吸をしているかどう
か確認し、反応がなく、呼吸が正常でない場合は、通報時点でその傷病
者が心停止であるものとみなすことは理にかなっており、その状態を見
分けるための教育を受けることを推奨する。この教育には死戦期呼吸の
重要性を含めるべきである。

デ
ブ
�
ー

フ
ィ
�
グ
の

実
施

記載なし ・成人と小児の院外心停止に対する救命処置終了後に、救助者に対し、
データに基づいて、救命処置の質に焦点を当てたデブリーフィング（振り
返り）を行うことを提案する。

フ
ァ
ー
ス

ト
エ
イ
ド

記載なし ・急な病気やけがをした人を助けるためにとる最初の行動である「ファー
ストエイド」の章を新たに設けて、その普及のための教育の必要性に言
及した。

 

一般市民に対する最も重要な変更点は、心停止かどうかの判断に迷う場合、自信

が持てない場合であっても、心停止でなかった場合を恐れずに、直ちに心肺蘇生と

AED の使用を開始するということである。非心停止傷病者に対して、胸骨圧迫を実

施したとしても重篤なリスクは生じないことも追記されている。 

このように、全ての市民が心停止の疑われる人に対して胸骨圧迫を行うこととし

た上で、「救助者が人工呼吸の訓練を受けており、それを行う技術と意志がある場

合は」人工呼吸も行うべきであるとされた。この場合、単に訓練を受講して修了証

を所持していればよいのではなく、十分な技術を身につけていることが必要とされ

る。 

また、救急車要請時（119 番通報）に、電話で心停止の判断についての助言や指

導を受けること、すなわち口頭指導を受けることの大切さが強調され、通信指令員

の教育も推奨されている。 
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（２）口頭指導要領の改訂について 

上記のとおり、ガイドライン 2015 においては、119 番通報をした救助者に心停

止の判断と心肺蘇生について口頭指導をすることが明記され、通信指令員の行う口

頭指導の重要性が増すことになった。 

現在のところ、実際の救急現場では、「口頭指導に関する実施基準（平成 25年５

月９日消防救第 42号）」により、口頭指導が実施されているが、すべての事例にお

いてバイスタンダー6による心肺蘇生が実施されているとは言い難いこともあり、

今後、通信指令員の救急に係る教育を充実し、通信指令員が口頭指導することによ

って、さらに心肺蘇生の実施率が上がり、救命率の向上に繋がることが期待される。

また、ガイドライン 2015 では、通信指令員が救助者の通報内容から心停止である

かどうかを判断し、心停止である場合には、救助者に心肺蘇生を直ちに実施させる

ことが重要視されている。これらを踏まえ、積極的に口頭指導ができるよう、ガイ

ドライン 2015に準拠した口頭指導要領に関する検討を行った。 

具体的には、傷病者の呼吸を判断する際は、「あえぐような呼吸ですか？」、「呼

吸は普通にしていますか？」などと尋ねる方法で行うが、呼吸停止を疑うために、

繰り返し質問して、通信指令員が呼吸停止を判断することが重要である（「普段ど

おりの呼吸」の確認）。 

また、普段どおりの呼吸がないこと（＝心停止）を通信指令員が判断し、口頭指

導を実施するが、その際、胸骨圧迫の内容は指導するが、人工呼吸のやり方につい

ては指導しないこととし、まずは胸骨圧迫を行うことの重要性を示すことが必要で

ある（「心肺蘇生」の口頭指導）。 

なお、アンケート結果では、口頭指導要領を作成している消防本部は 87.9％（659

本部）であったが、そのうち、地域 MC 協議会の確認を得ているのは 36.6％（239

本部）にとどまっていた。また、口頭指導の事後検証を実施している消防本部は

42.5％（319本部）と半数を下回り、そのうち通信指令員が出席しているのは 77.1％

（246本部）であった。今後はこれらの取組を更に進めていく必要がある。 

 

  

                            

 

6 救急現場に居合わせた人（発見者、同伴者等）のことで、適切な処置が出来る人が到着する

までの間に、救命のための心肺蘇生法等の応急手当を行う人員のこと。（消防庁「平成 23年度救

急業務のあり方に関する検討会」報告書） 
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図表 6-80 口頭指導の現状 

 

 

 

（３）救急隊員の行う心肺蘇生法（一般市民が行う心肺蘇生法と重なる部分） 

の変更について 

救急隊員の行う心肺蘇生法については、従来、「救急蘇生法の指針 2015（医療従

事者用）」が示されてからの検討となっていたが、一般市民が行う心肺蘇生法と重

なる部分については、一般市民に教える心肺蘇生法と救急隊員の行う心肺蘇生法に

差異のある期間がないようにすることが重要であることから、この点についても検

討結果を反映し、変更点について全国へ周知することが求められる。 

 

４．応急手当の普及啓発について 

（１）応急手当普及員の認定（現に教員職にある者に対する養成講習）について 

①応急手当普及員の認定の現状 

応急手当の市民への普及については、各地域の消防本部により推進されているが、

その資源には限界があり、より広く普及を図るためには、消防本部の職員以外の人

材を活用する必要がある。 

特に、消防庁が幅広い世代に対する普及促進の取組を推進する中で、幼少期から

救命の重要性を理解してもらうために、多くの学校で救命講習が実施されている現

状を鑑みると、消防本部による指導に加え、教職員自らが同僚、生徒や保護者に対

して指導をしていくことも重要である。このことについて、ガイドライン 2015 に

は「全ての教員が質の高い CPRおよび AEDの技能と知識を習得し維持するための環

境を整え、教員に対して BLS教育の指導法を研修する体制の構築が求められる」と

述べられているところである。 

消防庁は、「主として事業所又は防災組織等において当該事業所の従業員又は防

災組織等の構成員に対して行う普通救命講習の指導に従事するもの」として、「応
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急手当普及員」の資格を設けている（平成 5年 3月 30日消防救第 41号「応急手当

の普及啓発活動の推進に関する実施要綱」、以下「実施要綱」という。）。 

応急手当普及員の資格を取得するためには、救急救命士の資格を有する者、消防

機関在職中に応急手当指導員、あるいは救急隊員の資格を有していた者以外の場合、

「応急手当普及員講習Ⅰ」（以下「普及員講習Ⅰ」という。）を受講する必要がある。

普及員講習Ⅰとは、基礎的な知識技能（540 分）、指導要領（780 分）、効果測定・

指導内容に関する質疑への対応（120 分）、計 1,440 分（24時間）の講習である。 

しかしながら、本来業務を抱える学校の教員にとって、24時間（3日間）を捻出

することは容易ではなく、普及員講習Ⅰを取得しづらい要因のひとつであると言わ

れている。また、普及員講習Ⅰの項目には、養護教諭などの専門知識を持った者に

は、あえて再度受講する必要がないものも含まれているという意見もみられる。 
 

図表 6-81 応急手当普及員講習Ⅰ（別表 8） 

項目 時間（分） 

基礎的な知識技能 基礎知識（講義） 120 540 

 救命に必要な応急手当の基礎実技 240  

 その他の応急手当の基礎実技 180  

指導要領 基礎医学・資機材の取扱い要領・指導技法 300  

 救命に必要な応急手当の指導要領 

 心肺蘇生法に関する知識の確認（筆記試験）、 

 心肺蘇生法の指導に関する実技の評価（実技試験） 

を含む 

360 780 

 各種手当の組み合わせ・応用の指導要領 120  

効果測定・指導内容に関する質疑への対応 120 

合計時間 1,440 

（注） 

・「基礎知識（講義）」とは、応急手当指導員（普及員)認定制度、応急手当の重要性、応急手当の対象者等

に関する知識を意味する。 

・「基礎医学」とは、解剖・生理学、感染防止を意味する。 

・「救命に必要な応急手当」とは、心肺蘇生法、止血法（感染防止を含む）を意味する。 

・「その他の応急手当」とは、傷病者管理法、外傷の手当要領、搬送法を意味する。 

 

各消防本部が、教育機関の教員向けに応急手当普及員の養成講習を実施している

かについて、アンケート結果をみると、現在「実施している」消防本部は 22.1％

（166 本部）だった。講習時間は、「24 時間」と回答した消防本部が 86.1％（142

本部）だった（実施している 166本部のうち、165本部が回答）。 
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図表 6-82 教育機関の教員向けの応急手当普及員養成講習の実施状況 

 

図表 6-83 教育機関の教員向けの応急手当普及員養成講習の講習時間 

 

また、現時点で各消防本部が実施している事例をみると、指導技術と一定の医療

知識を持っている養護教諭や保健体育教諭を対象に、受講時間を 8時間に短縮した

講習を実施している消防本部がみられた。また、幼稚園から中学校の全教諭を対象

に、3時間の再講習を毎年受講し、指導力の維持を図ることを条件に、6 時間の講

習を実施している消防本部もみられた。これらの講習を受講し、認定を受けた応急

手当普及員が普通救命講習を実施する対象については、生徒や保護者とする消防本

部と、自校の教諭とする消防本部があった。 
 

  

実施して

いる, 

22.1% 

実施して

いない, 

76.9% 

無回答, 

0.9% 

(n=750) 

3時間以上5

時間未満, 

1.2% 

5時間以上10

時間未満, 

9.1% 

11時間以上

24時間未満, 

3.6% 
24時間, 

86.1% 

(n=165) 
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図表 6-84 応急手当普及員の認定（現に教員職にある者に対する養成講習）の例 

 

②現に教員職にある者に対する対策と方向性 

教育機関の教員が指導技術を持つ専門職であること、また既に一部の消防本部で

教員向けの応急手当普及員の養成講習が実施されている現状を踏まえると、教員免

許の種類（一定の医療知識を持っているかどうか）、及びこれまでに受講経験のあ

る救命講習の種類（上級救命講習か普通救命講習か）に応じて、各消防本部におい

て、普及員講習Ⅰの受講時間を短縮して実施することが可能と考えられる。 

例えば、上級救命講習を受講した養護教諭については、下記の考え方によって

10 時間（600分）に短縮することが可能であると考えられる。 

 

①「基礎知識（講義）」はプレテストを実施 

②「救命に必要な応急手当の基礎実技」、「その他の応急手当の基礎実技」は、 

 上級救命講習を受講することで免除 

③「基礎医学・資機材の取扱い要領・指導技法」のうち、基礎医学と指導技法   

 は養護教諭かつ教諭であることから免除し、資機材の取扱い要領のみ 60分で 

 実施 

④「救命に必要な応急手当の指導要領」は、指導技術のある教諭であることか   

 ら短縮し、指導のポイントと展示要領について 180 分で実施 
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図表 6-85 上級救命講習を受講した養護教諭の場合 

 

 

また、普通救命講習を受講した養護教諭の場合、これに 4時間（救命に必要な応

急手当の基礎実技、その他の応急手当の基礎実技）を加えた 14 時間（840 分）で

実施することが考えられる。更に、養護教諭以外の教諭の場合、一定の医療知識を

修得するための時間数が増える。 

ただし、いずれの場合も、各消防本部が講習の質を確保した上で実施すること、

及び認定を受けた教員は、消防機関と連携し、応急手当の普及に努めることが必要

である。 

また、今後、応急手当普及員の資格取得に限らず、教職員自身が児童・生徒に心

肺蘇生を指導できる体制づくりの構築へ消防機関としての協力が望まれる。 
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図表 6-86 現に教員職にある者に対する養成講習の時間数（案） 

 

 

（２）応急手当普及員と応急手当指導員を他地域で取得した者の取扱いについて 

①他地域で取得した者の取扱いの現状 

応急手当普及員及び応急手当指導員の認定は、各消防本部の消防長（消防本部を

置かない市町村については、市町村長）が行っている。転居や出張によって、応急

手当普及員や応急手当指導員を他地域で取得した者が、救命講習を行う場合の取扱

いについても、地域の実情に応じて、各消防本部で対応している。 

アンケート結果によれば、他地域で取得した者についても「当該本部で認定した

ものと同等にみなしている」本部が 74.0％、「再講習を受講した場合のみ同等とみ

なしている」本部が 12.8％、「新たに養成講習の受講を求めている」本部が 9.1％

だった。 

このように、現状では、他地域で認定された者に対して、再講習や新たな養成講

習の受講を求める地域もみられるが、応急手当の普及啓発の推進という観点から、

応急手当普及員講習あるいは応急手当指導講習の受講時期を確認できれば、当該本

部が認定したものと同等に扱うことができないかが問題となっている（「平成 27年

度都道府県消防防災・危機管理部局長会」における要望）。 
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図表 6-87 他の消防本部が認定した応急手当普及員及び応急手当指導員への対応 

 

 

②対策と方向性 

アンケート結果から、他地域で取得した者についても、多数の消防本部が「当該

消防本部で認定したものと同等にみなしている」ことが明らかになった。また、ど

の地域で認定を取得したとしても、その認定が、消防庁の要綱に基づく講習（1,440

分）の受講によるものであれば、認定証取得地以外で指導ができないという大きな

不利益が生じないよう、他地域で認定を受けている者についても当該消防本部が認

定したものとみなしても差し支えないと考えられる。 

したがって消防庁は、消防長が他の地域で認定された応急手当普及員及び応急手

当指導員から認定証の交付について申請があった場合に、養成講習の受講や指導実

績を確認した上で、当該応急手当普及員及び応急手当指導員に対して、それぞれの

養成講習に対応した認定証を交付することができるよう実施要綱を見直すことが

適当と考えられる。 

ただし、各消防本部には、他地域で認定を受けた応急手当普及員及び応急手当指

導員によって行われる救命講習も含め、管轄内で行われる救命講習の質を維持する

ための方策をとることが求められる。 

 

（３）講習体系の変更とファーストエイドについて 

①講習項目の追加 

救急搬送に至る傷病のうち、転倒による怪我や熱中症、乳幼児の誤飲事故など、

傷病の種類によっては意識的な取組により予防が可能である。ガイドライン 2015

においても、「わが国では高齢者の窒息、入浴中の事故、熱中症なども重要な原因

であり、これらを予防することも重要である。また、心臓震盪を含む運動中の突然

死予防も望まれる。」と記載されたところである。 

いわゆる「予防救急」と称した上で、「予防救急」については、既に各消防本部

で広報等の取組が行われている。昨年度から「予防救急」に関する取組の実施状況

についてアンケート調査を実施しているが、7 割の消防本部（525 本部）で取組が
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行われている。また、取組の内容をみると、「熱中症」（93.5％、491 本部）、「主に

小児・乳幼児等を対象とした家庭内の一般事故や不慮の事故」（71.2％、374本部）、

「主に高齢者を対象とした家庭内の一般事故」（62.3％、327 本部）の予防に取り

組む消防本部が多いことが明らかになっている。 

今後は、これらの取組をより効果的・効率的に広めていく必要がある。そのため、

応急手当講習の内容に、各消防本部において、熱中症、入浴関連死や家庭内の事故

予防について、「応急手当の重要性」や上級救命講習の「手当の要領」（③ファース

トエイドの項目を参照）で、啓発することが重要と考えられる。 

 

②ハード面の工夫による救命講習の時間短縮 

ア．普通救命講習Ⅰ 

応急手当の講習体系について、平成 22 年度救急業務高度化推進検討会報告書で

は、「講習の形態（受講者対訓練用資機材の比、視聴覚教材、フィードバック器具

の併用等）を工夫する、あるいは、講習内容を簡便化することによって、従来型の

インストラクター主導による普通救命講習Ⅰの時間を短縮することができる」が、

「具体的な時間の例示については今後の検討が必要」と述べられた。その後、平成

23 年度救急業務のあり方に関する検討会において、ソフト面とハード面からの考

察がなされたが、ハード面についての結論が出ていなかった。そのため、今年度は、

受講者 1人が人形に接する時間を増やし、他の受講者の実技を見ている時間を減ら

すことで短縮した講習が可能かどうかを検討した。 

救命講習においては、受講者が訓練用資機材に接する時間が重要であり、時間の

短縮を検討するにあたっては、「受講者対訓練用資機材の比」を考慮する必要があ

る。 

例えば、普通救命講習Ⅰの「２ 標準的な実施要領」では、「訓練用資機材一式に

対して受講者は 5 名以内とすることが望ましい」としている。実技時間の合計が

75 分であることから、ここでは「1 人あたり 15 分の実技時間」を想定していると

いうことができる。 

したがって、もし「訓練用資機材一式に対して受講者 2名」の場合は、必要な時

間は 30分（15分×2名）であるため、45分短縮（75分－30分）することができ、

同様に「訓練用資機材一式に対して受講者 1名」の場合は、必要な時間は 15分（15

分×1名）であるため、60分短縮（75分－15分）することができると考えられる。 

このことを踏まえ、受講者：訓練用資機材の比率を 3：1 以下（訓練用資機材一

式に対して受講者 3名以下）にすることによって、受講者一人ひとりが訓練用資機

材に接する時間（実技時間）が増えて効果的な講習を行う事ができ、かつ、講習の

質を担保できるものであれば、各消防本部の判断により時間短縮を可能とするよう

実施要綱を見直すことが適当と考えられる。 
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図表 6-88 普通救命講習Ⅰ 

 

（注）細目の時間については、「非医療従事者による自動体外式除細動器（AED）の使用のあり方検討会報

告書」を踏まえた消防機関の対応について」（平成 16年 7月 1日消防救第 161号） 

 

イ．救命入門コースにおける 45分コースの新設 

消防庁は、「「非医療従事者による自動体外式除細動器（AED）の使用について」

の一部改正について」（平成 25年 10月 31日消防救第 174号）において、厚生労働

省から発出された胸骨圧迫と AEDに限定した講習（非医療従事者による自動体外式

除細動器（AED）の使用を促すための入門講習、45分と 90分の入門講習（以下「入

門講習」という。）に関する情報提供を実施した。しかしながら、現在のところ、

「応急手当の普及啓発活動の推進に関する実施要綱」の中には 90 分講習のみ定め

られており、45分講習は位置づけられていない。 

この度、ガイドライン 2015において、「短期間のトレーニング（60～120分）で

あっても、正確な胸骨圧迫の手技を取得でき、胸骨圧迫のみの CPRトレーニングを

積極的に展開すること」が提案されており、上記の実技時間は「1人あたり 15分」

を想定していることから、受講者 1～2 人に 1 セットの資機材が用意できる場合に
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は、45分間の講習を実施することも可能と考えられる。したがって、入門講習（45

分）の内容を「応急手当の普及啓発活動の推進に関する実施要綱」に取り込み、新

たな救命入門コースとして、45 分コースを新設することが望ましい。 

 

図表 6-89 非医療従事者による自動体外式除細動器（AED）の使用を促すための入門講習（45分） 

 

 

③ファーストエイドについて 

ファーストエイドとは、JRC蘇生ガイドライン 2015から章が追加されたもので、

「急な病気やけがをした人を助けるためにとる最初の行動」と定義されている。 

JRC 蘇生ガイドライン 2015 におけるファーストエイドに関する記載内容を参考

に、上級救命講習の「その他の応急手当」の各項目（傷病者管理法、外傷の手当要

領、搬送法）を改訂する必要があるが、どのように改訂するか、また、この機会に、

ファーストエイドに記載のない項目についてもあわせて変更するかどうかを検討

した。 

「その他の応急手当」の各項目に、最低限指導する内容を具体的に提示する必要

があり、「衣類の緊縛」については、既に一般的に周知されており、あえて項目に
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するには及ばないため、削除することが適当と考えられる。また、「外傷の手当要

領」は、外傷に限らない「手当の要領」に変更し、熱中症への対応、その他の手当

の内容を追記することとし、上級救命講習の「救命に必要な応急手当」（285 分）

の中の「異物除去法」と「止血法」は、より手厚い指導が受けられるよう、書き加

えることが適当と考えられる。 

なお、ファーストエイドの取扱いについては、関係機関とともに、消防機関がど

こまで関わることが想定されるのか、引き続き検討が必要である。 

 

図表 6-90 上級救命講習の「その他の応急手当（120分）」の変更について 

 

 

（４）バイスタンダーの精神的影響について 

一般市民が、心肺蘇生を行い、AEDを使用することは非日常的な体験であり、誰

でも少なからず心的ストレスが生じる可能性がある。例えば、航空機の中で周囲の

助けを得られず、ひとりで心肺蘇生を続けた者が、PTSD（心的外傷後ストレス障害）

になった例が知られている。 

この点に関して、ガイドライン 2015 でも、バイスタンダーが「目の前の倒れた

人に心肺蘇生を行う」という非日常的な経験をすることによる精神的影響が懸念さ

れているところである。 

また、バイスタンダーが心肺蘇生をするかどうかに関わらず、救急現場に居合わ

せること自体、ストレスを感じることであり、そのストレスを和らげる対応も必要

である。 

一部の消防本部では、既にバイスタンダーを支援する取組が行われており、今後

はそれら取組の現状を情報収集し、全国へ紹介することが必要である。 

 

５．まとめ 

2015 年 10 月に日本蘇生協議会(JRC)ガイドライン作成委員会から、心肺蘇生に関

する「JRC 蘇生ガイドライン 2015 オンライン版」が公開された。ガイドライン 2015

では、手技について、大きく変更はないものの、心停止の認識、口頭指導の重要性が
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示され、ファーストエイドについて、新たな記載がされた。これらの内容を踏まえ、

救急蘇生ワーキンググループでは、心肺蘇生の変更点について影響を受ける「一般市

民が行う心肺蘇生」、「口頭指導」及び「救急隊員が行う心肺蘇生（一般市民が行う心

肺蘇生と重なる部分）」について検討を行った。併せて、応急手当の更なる普及に向

け、「応急手当普及員の認定（現に教員職にある者に対する養成講習）」、「応急手当普

及員と応急手当指導員を他地域で取得した者の取扱い」、「講習体系の変更とファース

トエイド」、「バイスタンダーの精神的影響」について検討した。 

ガイドライン 2015 の改訂では、一般市民が行う心肺蘇生の変更点について、最終

的に「救急蘇生法の指針 2015（市民用）」の内容と整合を図り、全国へ周知すること

が求められる。特に、心停止かどうか迷った場合も直ちに胸骨圧迫を開始することが

強調されていることから、今後、通信指令員の救急に係る教育を充実することにより、

通信指令員の口頭指導によるバイスタンダーの心肺蘇生の実施率が上がり、救命率の

向上に繋がることが期待される。 

教員に対する応急手当普及員養成講習については、教員が指導技術を持つ専門職で

あることや、既に一部の消防本部で教員に対する応急手当普及員養成講習が時間を短

縮されて実施している現状を踏まえると、教員に対する応急手当普及員養成講習の時

間を短縮し、実施することも可能と考えられる。 

他の地域で応急手当普及員等を取得した者の扱いについては、認定を受けた講習が

消防庁の実施要綱に基く講習であれば、転居等により認定証取得地以外で指導ができ

ないという不利益が生じないよう、他地域で認定を受けている者についても当該消防

本部が認定したものとみなしても差し支えないと考えられる。 

また、講習体系の変更については、訓練用資機材を充実させることで受講者一人ひ

とりが訓練用資機材に接する時間（実技時間）が増えて効果的な講習を行う事ができ、

講習の質を確保できる場合は、各消防本部の判断により時間短縮を可能とすることが

適当と考えられ、救命入門コースについても、受講者 1～2 人に 1 セットの訓練用資

機材が用意できる場合には、45 分間の講習を実施することも可能と考えられる。フ

ァーストエイドについては、ガイドライン 2015 のファーストエイドの記載内容を参

考に、特別な資格を持たない市民でも安全に実施できる内容を上級救命講習の指導内

容に反映することが求められる。 

以上の変更点や対応について、消防庁は「応急手当の普及啓発活動の推進に関する

実施要綱」を見直すことが適当である。 

さらに、「バイスタンダーの精神的影響」については、一般市民が心肺蘇生を行い

AED を使用することは非日常的な体験であり、誰にも少なからず心的ストレスが生じ

る可能性がある。一部の消防本部では、バイスタンダーを支援するための取組がされ

ており、今後、それらの取組を情報収集し全国へ紹介することが必要である。 
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第２節 地方分権改革閣議決定に伴う救急隊の編成基準の検討 

１．検討の背景・目的等 

（１）愛媛県西予市からの提案 

地方分権改革の提案募集において、愛媛県西予市から、特に過疎地域において、

現場到着時間が延伸する中、限られた人的資源や財源を有効に活用して、現場到

着時間及び収容時間を短縮し、救命率の向上を図ることを目的に、救急隊編成基

準の改正に関する提案があった。 

 

＜愛媛県西予市からの提案＞ 

 

 

（２）現行の救急隊の編成について 

消防法施行令第 44条第 1項において、救急隊は、「救急自動車一台及び救急隊

員三人以上をもつて、又は航空機一機及び救急隊員二人以上をもつて編成しなけ

ればならない。ただし、救急業務の実施に支障がないものとして総務省令で定め

る場合には、救急自動車一台及び救急隊員二人をもつて編成することができる。」

とされている。救急業務の実施に支障がないものとして総務省令で定める場合に

ついては、転院搬送で医療機関の医師や看護師などが同乗する場合に救急隊員 2

名で編成することができるとされているほか、構造改革特区認定の特例要件を満

たしている場合は、緊急度の低い事案に限って、救急隊 2名での出動が認められ

ている。 
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＜特例の要件＞ 

 ① 通信指令室等に医師が常駐し、指導又は助言を行う体制 

 ② もしもの場合に、3人以上の救急隊員により速やかに対応できる体制 

 ③ 119受信時の緊急度・重症度の適切な識別及び通報から出動までの手順 

 

（３）救急隊 3名編成での救急活動時の各役割 

3 名で救急隊を編成する場合、床上に横たわる傷病者を担架へ収容する際は、

抱き上げるのに隊員 2人、担架を背中側に差し入れるのに隊員 1人と、任務を分

担することで安静と安全を確保している。また、担架での移動時は、担架の横倒

し、傷病者の落下を防止するため、頭側に 1人と左右に 1人ずつを配置すること

で安全を確保している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

応急処置の際は、心肺停止の場合、1名が人工呼吸、他の 1名が胸骨圧迫を行

って、残る 1名が運転を担当して医療機関に向かう。軽症～中等症の場合におい

ても、救急車での搬送途中は、救急車の運転を行う 1名のほか、1名が気道確保

や酸素吸入あるいは固定、止血などの応急処置を行いつつ、他の 1名は血圧測定、

心電図測定などの観察を継続し安全確認などを任務分担し、継続した活動により、

症状の悪化防止、苦痛の軽減を図っている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

このように、傷病者の安静かつ安全な搬送と継続した応急処置等の実施という
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観点から、救急隊を編成する上で、3名という人員は必要最低限であるといえる。 

 

（４）「地方からの提案等に関する対応方針」（平成 27 年 12 月 22 日閣議決定） 

前項までに述べたとおり、救急活動を行う上で 3名という人員は必要最低限で

あるため、西予市からの提案をそのまま実施することは難しい。しかしながら、

高齢化や過疎化の進展等社会情勢の変化を鑑みると、持続的、継続的に必要な救

急体制を確保できるよう、救急業務を 3 名以上で実施する体制を維持する中で、

安全性を確保しつつ、業務の一部を消防職員以外の者に行わせるなどの方策につ

いては検討すべきであるという考えから、平成 27年 12月 22日、「地方からの提

案等に関する対応方針」によって、以下のとおり閣議決定がなされた。 

【提案番号 328】消防法（昭 23法 168） 

救急隊の編成（第 35条の 12）については、過疎地域等において必要な救急体制

を確保できるよう、救急業務を３名以上で実施する体制を維持する中で、安全性

を確保しつつ、業務の一部を消防職員以外の者に行わせるなどの方策について検

討し、原則として平成 27 年度中に結論を得る。その結果に基づいて必要な措置

を講ずる。 

 

これを受け、消防庁が開催した「人口減少社会における持続可能な消防体制の

あり方に関する検討会」において、「法令上定められている部隊の編成基準につ

いて、当該編成基準を変更することにより、実質的に消防サービスの維持・向上

が見込まれるようなケース等に限り、効率化を図る観点から、基準を緩和するこ

とも考えられる。例えば、救急について、救急業務の充実が図られるような場合

や、搬送件数等に鑑みて体制の維持が困難であるようなやむを得ない場合に、人

口の低密度化が特に進行する条件不利地域などの地域に限定した上で、救急隊員

3人以上という現行の基準を緩和し、計 3人以上のうち 1人は一定の訓練を経た

消防職員以外の者での編成によって救急業務を実施できるようにすることが考

えられる。」と報告されたことから、「一定の訓練を経た消防職員以外の者」が実

施可能な応急処置等の内容や教育内容について、本検討会のＷＧで検討すること

となった。 

 

２．今年度の検討事項 

（１）一定の訓練を経た消防職員以外の者を含めた救急活動 

救急隊の計3人以上のうち1人を一定の訓練を経た消防職員以外の者で編成し

た場合の、救急業務の実施体制については、以下のとおりと想定される。 

 

① 消防出張所等に常駐し、救急の指令により、2名の消防職員とともに救急車に乗

り込み、現場へ出動する。現場においては、主に 2名の消防職員が応急処置等を担
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当するが、状況によっては、消防職員以外の者も応急処置等の補助的な役割を果た

す。（消防出張所等から出動した救急車が途中で消防職員以外の者を乗せて現場へ

出動する場合も含む。）消防職員以外の者は、主に機関員としての役割を担う。 

② 地域の事情によっては、消防職員以外の者が地域に在住し、救急の指令があれば、

現場へ先着し、応急処置等を行う。救急車（消防職員２名乗車）は消防出張所等か

ら指令と同時に出動し、現場で消防職員以外の者と合流し（合流後は、１の場合に

準じる。）、救急活動を行う。病院への搬送時には、消防職員以外の者は、主に機関

員としての役割を担う。 

 

＜イメージ図＞ 

 

 

（２）一定の訓練を経た消防職員以外の者が行う応急処置等と教育内容 

以上を踏まえた上で、人口の低密度化が特に進行する条件不利地域などの地域

において、救急業務の充実が図られるような場合や、搬送件数等に鑑みて体制の

維持が困難であるようなやむを得ない場合等において、救急隊を編成する計 3

人以上のうちの 1 人である一定の訓練を経た消防職員以外の者が行う応急処置

等と教育内容について、検討を行った。 

 

３．検討結果とまとめ 
（１）一定の訓練を経た消防職員以外の者が行う応急処置等 

一定の訓練を経た消防職員以外の者が行う応急処置等の内容については、現場

において、救急隊３名のうちの１人として役割分担して行う必要がある処置等

（担架搬送、ＣＰＲの連携等）、現場に先着した場合に、救急車が到着するまで

の間に１人で緊急に行う必要がある処置等（ＣＰＲ等）を選定した。 
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観察 

区分 方法 

顔貌 表情や顔色を見る。 

意識の状態 ア 傷病者の言動を観察する。 

イ 呼びかけや皮膚の刺激に対する反応を調べる。 

ウ 瞳孔の大きさ、左右差、変形の有無を調べる。 

エ 懐中電灯等光に対する瞳孔反応を調べる。 

出血 出血の部位、血液の色及び出血の量を調べる。 

脈拍の状態 橈骨動脈、総頸動脈、大腿動脈等を指で触れ、脈の有無、強さ、規則性、

脈の早さを調べる。 

呼吸の状態 ア 胸腹部の動きを調べる。 

イ 頬部及び耳を傷病者の鼻及び口元に寄せて空気の動きを感じとる。 

皮膚の状態 皮膚や粘膜の色及び温度、付着物や吐物等の有無及び性状、創傷の有無

及び性状、発汗の状態等を調べる。 

四肢の変形や運動の状態 四肢の変形や運動の状態を調べる。 

周囲の状況 傷病発生の原因に関連した周囲の状況を観察する。 

血圧の状態 血圧計を使用して血圧を測定する。（※１） 

血中酸素飽和度の状態 血中酸素飽和度測定器を使用して血中酸素飽和度を測定する。 

 

処置 

区分 方法 

意識、呼吸、循環の障害に

対する処置 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

ア 気道確保 

  

  

  

(ア) 口腔内の清拭 

直接手指又は手指にガーゼを巻き、異物を口角部か

らかき出す。 

(イ) 口腔内の吸引 

口腔内にある血液や粘液等を吸引器を用いて吸引

し除去する。 

(ウ) 咽頭異物の除去 

背部叩打法又はハイムリック法により咽頭異物を

除去する。 

(エ) 頭部後屈法又は下顎挙上法による気道確保 

頭部後屈法又は下顎挙上法で気道を確保する。 

イ 人工呼吸 

  

  

(ア) 呼気吹き込み法による人工呼吸 

次の方法により直接傷病者の口や鼻から呼気を吹

き込む。 

ａ 口対口による人工呼吸 

ｂ 口対鼻による人工呼吸 

ｃ 口対ポケットマスクによる人工呼吸 

(イ) 手動式人工呼吸器（マスクバック人工呼吸

器）による人工呼吸 

手動式人工呼吸器を用いて人工呼吸を行う。 

ウ 胸骨圧迫心マッ

サージ 

手を用いて胸骨をくり返し圧迫することにより心

マッサージを行う。 

エ 除細動 自動体外式除細動器による除細動を行う。 

オ 酸素吸入 加湿流量計付酸素吸入装置その他の酸素吸入器に

よる酸素吸入を行う。（※２） 

外出血の止血に関する処 ア 出血部の直接圧 出血部を手指又はほう帯を用いて直接圧迫して止
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置 

  

迫による止血 血する。 

イ 間接圧迫による

止血 

出血部より中枢側を手指又は止血帯により圧迫し

て止血する。 

創傷に対する処置 創傷をガーゼ等で被覆しほう帯をする。 

骨折に対する処置 副子を用いて骨折部分を固定する。 

体位 傷病者の症状や創傷部の保護等に適した体位をとる。 

保温 毛布等により保温する。 

その他 傷病者の生命の維持又は症状の悪化の防止に必要と認められる処置を行う。 

（※１）自動式のみ。手動式は、現場において、救急隊員と連携して活動する場合は実施可能。 

（※２）現場において、救急隊員と連携して活動する場合は実施可能。 

 

（２）一定の訓練を経た消防職員以外の者に行う教育・訓練 

一定の訓練を経た消防職員以外の者に行う教育・訓練については、（１）で示

した応急処置等を適切に行えるようにすることを最低限の基準とし、その他救急

隊として活動する上で習得しておくことが必要となる事項を選定した。 

 
大 中 細目 時間数 

救急業務及び救急

医学の基礎 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

救急業務の総論及び医学概

論 

救急業務の沿革及び意義 3 

  

  

救急隊員の責務等 

医学概論 

解剖・生理 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

総論及び身体各部の名称 7 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

皮膚系 

筋骨格系 

呼吸系 

循環系 

泌尿系 

消化系 

神経系 

感覚系 

内分泌系 

生殖系 

その他の系 

救急実務及び関係法規 

  

  

  

  

  

死亡事故の取扱い 5 

  

  

  

  

  

救急活動の通信システム及びその運用 

救急活動の基礎的事項 

救急活動の記録 

救急業務の関係機関 

救急業務の関係法規 

応急処置の総論 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

観察 

  

  

  

  

総論 15 

バイタルサインの把握 

全身・局所所見の把握 

傷害の受傷機転 

既往症等の聴取 

検査 

  

  

  

一般検査 5 

  

  

  

生理学的検査 

検査機器の原理と構造 

保守管理 



138 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

応急処置総論 

  

  

  

  

  

  

心肺蘇生 7 

  

  

  

  

  

  

止血 

被覆 

固定 

保温 

体位管理 

搬送 

応急処置各論 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

気道確保 15 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

異物除去 

人工呼吸 

胸骨圧迫心マッサージ（人工呼吸との併用を

含む。） 

酸素吸入 

直接圧迫及び間接圧迫による止血 

被覆 

副子固定 

在宅療法継続中の傷病者搬送時における処

置の維持 

保温 

体位管理 

各種搬送 

救出 

病態別応急処置 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

心肺停止 原因、病態生理、病態の把握、応急処置、病

態の評価 

15 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

ショック・循環不全 

意識障害 

出血 

一般外傷 

頭部、頚椎（頚髄）損傷 

熱傷、電撃傷 

中毒 

溺水 

異物（気道・消化管） 

特殊病態別応急処

置 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

小児、新生児 

  

  

  

小児及び新生児の基礎的事項 

症状からみた小児救急疾患の重症度判定 

小児の事故 

心肺蘇生法 

高齢者 

  

  

  

  

  

  

  

高齢者の基礎的事項 

ショック 

体温 

意識障害 

頭痛 

胸痛 

呼吸困難 

その他の疾患 

産婦人科、周産期 

  

  

  

産婦人科及び周産期の基礎的事項 

救急と関連する産婦人科疾患 

分娩の介助 

分娩直後の新生児の管理 

精神障害 精神科救急の基礎的事項 
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精神化救急への対応   

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

病態の評価 

精神科の治療等 

その他の創傷の処置等 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

切断四肢の取扱い 

多発外傷 

鼻出血 

眼損傷 

口腔損傷 

日（熱）射病 

寒冷損傷 

爆傷 

酸欠 

潜函病 

急性放射線障害 

動物による咬傷・刺傷 

実習及び行事 救急用資器材の操作法・保管管理・消毒 20 

  

  

  

シミュレーション実習 

医療機関及び現場における現地研修 

開講式・閉講式その他の行事 

合計時間数 92 

 

なお、救急救命士及び救急隊員等の有資格者の場合には、それぞれの資格に応

じた応急処置等ができるものとし、教育・訓練についても免除するものとする。 

 

 

（３）まとめ 

本検討会における検討内容を踏まえ、今後、消防庁において、導入する地域の

要件や消防職員以外の者に係る身分上の要件等について整理し、必要とされる具

体的な制度改正等に速やかに着手することが求められる。 
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第７章 2020年東京オリンピック・パラリンピック競技大会への対応 

１．背景等 

2020 年東京オリンピック・パラリンピック競技大会の開催に向けた救急業務の課

題について、平成 26 年度救急業務のあり方に関する検討会では、外国語対応・コミ

ュニケーションの問題（文化・宗教含む）、熱中症対策の強化、多数傷病者発生時の

対応、感染症対策等を課題として挙げ、考えうる対応策について、方向性を示した。 

今年度は、それぞれの課題への対応策について、実態調査等を踏まえ、具体的な検

討を行い、各消防本部や関係機関において実施可能な具体的方策と、その他関係機関

と連携して取り組む課題について検討した。 

 

２．調査の概要 

（１）検討課題 

本年度は以下の課題について実態調査等を実施した。 

 

図表 7-91 調査検討課題 

○多言語コミュニケーションを支援するシステムに関する調査 

○外国人と接する機会の多い市民を対象とした応急手当普及の検討 

○大規模イベント開催時における多数傷病者発生時への備えの検討 

○諸外国におけるオリンピック等の大規模イベント時、外国人に対する救急業務

のあり方に対する調査 

 

（２）調査方法 

①救急救命体制の整備・充実に関する調査 

消防本部を対象としたアンケート調査を実施し、外国語でのコミュニケーション

対応、多数傷病者の発生に備えた対策等を把握、分析した。アンケート調査の概要

は次の通りである。 

 

○調査対象：各消防本部 

○調査方法：電子ファイル送付によるアンケート調査 

○調査期間：平成 27年 8月 26日～9月 25日 

○調査内容：外国語でのコミュニケーション対応の状況、対応に向けた課題 

      多数傷病者の発生に備え、他の消防機関と予め連携を図ったイベント 

 

②諸外国におけるオリンピック等の大規模イベント時、外国人に対する救 

急業務のあり方に対する調査 

海外における大規模イベント時の外国人対応について、以下の通り調査を行った。 
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○調査対象イベント（国） 

  ロンドンオリンピック（イギリス） 

  北京オリンピック（中国） 

  シドニーオリンピック（オーストラリア） 

  ボストンマラソン（アメリカ） 

  ベルリンマラソン（ドイツ） 

○調査内容 

救急出動件数（救急出動件数（3 カ年）、開催機関の救急出動件数（イベン

ト関連、主な救急要請内容）多言語対応（通信指令員、救急隊、医療機関）、

危機管理計画（救急需要対策、熱中症対策、感染症対策）、発生事案等（同時

多発的な事案、救急車が不足する事態、医療機関の受入超過事態） 

 

３．多言語コミュニケーションを支援するシステムへの取組状況 

（１）消防本部の取組状況 

消防本部における外国語でのコミュニケーション対応状況をアンケートで把握

した。傷病者と外国語での円滑なコミュニケーションを図るための取組を実施して

いる消防本部は約 40%の 299本部である。実施している取組内容は、多言語音声翻

訳システム等のオンラインシステムの整備が 65 本部、コミュニケーションボード

の活用が 32 本部、外国語対応救急隊の導入が 1 本部、タブレット等を用いた翻訳

ツールの活用等その他の機能の活用が 108本部であった。 

約 60%の 451本部では取組を実施していない。実施していない理由としては、必

要性が明らかではないため(236 本部)、予算が確保できないため（193本部）、取組

の方法が分からないため（135 本部）、他の機関が既に実施しているため（5本部）、

その他（需要がない等）（64本部）が挙げられている。 

取組の方法が分からないから実施していない消防本部が少なからず存在してお

り、既に実施している消防本部の取組事例の紹介が有効であると考えられる。 
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図表 7-92 消防本部における外国語でのコミュニケーション対応状況 

  

（２）消防本部による多言語コミュニケーションに関する取組事例 

地域の実情等にあわせ、様々な多言語コミュニケーションに取り組んでいる消防

本部の事例を紹介する。 

 

①外国語が話せる消防団員や市役所職員等との連携 

外国語が話せる消防団員やボランティア、市役所職員等と連携して対応している

消防本部がある。 

＜消防団員や市役所職員等との連携事例＞ 

○羊蹄山ろく消防組合消防本部 

 ・スキー場などへの観光客の増加に伴い、平成 24 年から外国語が話せる消防

団員（英語 6名、ドイツ語 1 名）を活用し、要請があれば現場に赴き対応し

ている。 

○東大阪市消防局 

 ・通訳ボランティアにより市（国際情報プラザ）が外国人居住者向けに多言語

対応しており、それを 119番入電時や現場活動に活用している。 

○奈良市消防局 

 ・搬送先医療機関において、医師への伝達をスムーズに実施するために、外国

語の話せるボランティア団体や市役所職員等を搬送先医療機関へ向かわせ

て対応していたが、通訳者の医療機関への到着が遅延することがあり、現在

は外国語を話せる職員を事前に把握しておき、要請があれば搬送先医療機関

に赴き対応している。 

○高山市消防本部 

 ・近年、外国人観光客の増加に伴い、市（海外戦略課）と連携し、英語・中国

語の話せる市役所職員を活用して、英語・中国語を話す方には無線による三

者通話で対応をしている。 

 

実施していな

い, 451本部, 
60%

実施している, 
299本部, 40%

実施している取組（複数回答） 

 

65本部

32本部

1本部

108本部

0 50 100 150

オンラインシステム

コミュニケーションボード

の活用

外国語対応救急隊の導入

その他の機能

実施しない理由（複数回答） 

 

236本部

193本部

135本部

5本部

64本部

0 100 200 300

必要性が明らかではないため

予算が確保できないため

取組の方法が分からないため

他の機関が既に実施しているた

め

その他
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②外国語による緊急通報時の注意事項の配布 

外国人観光客の増加に伴い、外国語での火災・救急時の緊急通報時における注意

事項を地域の旅館やホテル等に配布している消防本部がある。 

 

図表 7-93 外国語による緊急通報時の注意事項の配布資料（羊蹄山ろく消防組合消防本部） 

 

 

③英語対応救急隊（東京消防庁） 

東京消防庁では、救急活動に必要な英語能力を有し、外国の生活習慣等に応じた

接遇にも配慮できる救急隊を、外国人が多く勤務・居住する地域に優先的に配備し

ている。 

 

図表 7-94 英語対応救急隊研修概要
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④多言語コミュニケーションツールの活用 

外国人とのコミュニケーションに、コミュニケーションボードや情報収集シート

等のツールを活用している消防本部がある。 

また、昨今の ICTの利活用が普及していく中で、外国人とのコミュニケーション

に紙媒体のツールだけではなく、スマートフォンやタブレットを効果的に活用して

いる消防本部もみられた。 

 

図表 7-95 多言語コミュニケーションツールの活用事例 

○コミュニケーションボード 

 ・会話が困難な傷病者や聴覚・言語障害のある者など 

文字や話し言葉によるコミュニケーションが難しい 

方々が、イラストや文字を指さすことで自分の意思や 

症状を伝えるツールを活用している消防本部の事例が 

あった。 

 

 

○情報収集シート 

 ・外国語と日本語が記入されている観察カードを 

使用し、傷病者の基本的情報や症状等を確認する 

コミュニケーションツールを活用している消防本 

部がみられる。 

 

 

 

 

○タブレット端末等の活用 

 ・外国人とのコミュニケーションにタブレット端末を活用している消防本部の

事例がある。 

   消防局がタブレット端末を救急車に配備し、外国の方との会話でも 1 台

あれば、交互にボタンを押して話すことができ、母国語でコミュニケーシ

ョンをとることができる。10 カ国語（英語、中国語、韓国語、フランス

語、ポルトガル語、ドイツ語、イタリア語、スペイン語、タイ語、インド

ネシア語）に対応。（和歌山市消防局） 

   群馬県によりタブレット端末が配備され、タッチパネル方式で苦しくて

声の出せない方や言語が理解できない場合であっても対応することが可

能。4 カ国語（英語、韓国語、中国語、ポルトガル語）に対応。（前橋市

消防局） 

東京消防庁 

神戸市消防局 
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⑤多言語音声翻訳システム 

外国人からの救急要請があった際や救急隊が現場で外国人対応をする際、通訳を

交えて 3者通話可能なシステムを活用している消防本部の事例がある。 

 

図表 7-96 外国語音声翻訳システムの活用イメージ 

 

（出典）神戸市消防局資料 

 

（３）多言語コミュニケーション等を支援するシステムの開発 

①多言語音声翻訳システム（総務省） 

総務省では、独立行政法人情報通信研究機構（NICT）が開発した多言語音声翻訳

システムの精度を高め、病院、ショッピングセンター、観光地等に社会実装するこ

とにより、世界の「言葉の壁」をなくしグローバルで自由な交流を実現することを

目標とした「グローバルコミュニケーション計画」を平成 26 年 4 月に発表してい

る。NICT では、多言語音声翻訳システムの社会実装を促進するためにスマートフ

ォンアプリ「VoiceTra」を開発、公開している。 2020 年東京オリンピック・パ

ラリンピック競技大会を見据えた研究開発等を推進することとしている。 
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図表 7-97 多言語音声翻訳システム「VoiceTra」 

 

（出典）総務省資料 

※多言語音声翻訳システム「VoiceTra」は、多言語の自動音声翻訳技術の研究成果を広く周知し、利用デ

ータによる性能改善を行うための実証実験アプリケーションである。 

 

平成 27年 11月には、札幌市消防局救急ワークステーションにおいて、多言語翻

訳アプリを用いた想定訓練を実施した。コミュニケーションボードを用いた場合と

多言語翻訳アプリを用いた場合の想定訓練（CPA、低血糖など）を実施し、救急現

場で使用する際の課題等の抽出が行われた。 

今後も救急現場において使いやすくなるようバージョンアップ等が図られてい

くことが期待される。 

 

(４)訪日外国人のための救急車利用ガイド（英語版）の作成 

訪日外国人が近年増加傾向にある中で、急な病気やけがをしたとき、日本での救

急車の呼び方等が分からず手遅れになることが懸念されるため、訪日外国人に必要

な情報を掲載した救急車利用ガイド（英語版）を作成した。 

このガイドは、平成 23年３月に発行した「救急車を上手に使いましょう」及び

平成 27年３月に発行した「救急車利用リーフレット」を元にして作成している。 

また、2020年東京オリンピック・パラリンピック競技大会が夏季に開催される

ことから、熱中症予防対策のために熱中症予防のポイント、応急手当等についても

掲載した。 

今後、こうしたツールを有効に活用していくことが期待される。 
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図表 7-98 訪日外国人のための救急車利用ガイド（英語版） 
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 (５)今後の取組 

2020 年東京オリンピック・パラリンピック競技大会を見据えて、開催地はもと

より、その他の都市部及び観光地においては、数多くの外国人が来訪することが予

想され、救急業務においても多言語対応がより一層必要となる。 

加えて、近年、訪日外国人の急増に伴い、都市部や従来から人気がある観光地以

外の地域においても外国人観光客が増加するなど、全国的にも対応が必要となって

くることも考えられる。 

各消防本部においては、先に示したような工夫を凝らした取組を参考としつつ、

地域の実情に合わせ、対応を検討することが期待される。 

 

４．大規模イベント等開催時における多数傷病者発生時への備え 

2020 年東京オリンピック・パラリンピック競技大会中には救急需要の増加が見込

まれ、開催地以外の消防本部からの応援の要否を含めた救急体制の検討が必要となる

と考えられることが、昨年度の検討において示されている。 

大規模イベント等開催時における多数傷病者発生時の連携のあり方について、同種

のイベントに際した連携実施事例をもとに検討した。 

 

（１）第 23回世界スカウトジャンボリー 

平成 27 年 7 月 28 日から 8 月 8 日にかけて第 23 回世界スカウトジャンボリーが

開催され、世界 150の国・地域から約 3万 4000人が参加した。 

 

①出動件数 

平成 27 年 7 月～9 月における山口市消防本部の出動件数は 2,219 件となり、そ

の前の年の同じ期間の出動件数 2,060件と比べて 159 件増となった。うち世界スカ

ウトジャンボリー関連の出動件数は 45件であり、外国人 35名を含んでいる。 

なお、会場内に設置した中央診療所での受診者数（再診含む）が 3,247人に上っ

ている。大規模イベントにおいては会場内等に救護所を設けるなど、医療機関側に

おいても万全の体制をとっておく必要がある。 

 

②多言語対応 

山口市消防本部では、119番通報時の多言語対応としては、簡易的な英会話マニ

ュアルで対応し、対応困難な場合には日本語を話せる人に電話を代わるように促す

こととした。実際には、英語での対応が困難な事案があり、大会本部を経由して

119 番通報するように関係スタッフ等に周知した。 

救急現場では、多言語版救急時情報収集シートの活用、通訳の救急車への同乗や

救護所内における日本人医師との引継ぎ方法等も決めていたが、実際には通訳の数

が少ない上、多言語に対応できていない状況であった。多言語版救急時情報収集シ
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ートのみでは、意思の疎通が困難な事案もあったため、多国籍の外国人対策として

は救急車積載携帯電話をスマートフォンにし、翻訳アプリを利用する等の対応も必

要であった。 

多言語対応については、一つの方策だけで解決することは困難であり、様々な方

策を組み合わせて講ずるなど、各消防本部で工夫した取組が必要となる。 

 

③熱中症対策 

熱中症対策として、大型テントを設置して日陰を確保した。会場内に診療施設を

1箇所設けた他に、ファーストエイドポイントを 3箇所設置し、健康管理のアドバ

イスや補水などの対応を行った。また、会場内外の水道管が設置されていない場所

に 12 台の給水タンクを設置し、給水を確保した。 

その他、日本ジャンボリー7では日中に行っていたセレモニーを夕方以降に開催

するように修正をしている。 

 

④感染症対策 

開催時期は、MERS の国内流入の恐れがあり、またサウジアラビア等からの参加

者もいたが、4月にエボラ出血熱患者の移送に係る保健所等との協定を締結済みで

あり、MERS についてもこれに準じた対応をとることを保健所に事前確認をとって

いた。また、会場内救護所にも保健所職員（医師）も待機していた。 

 

（２）多数傷病者発生時の連携に向けて 

熱中症などによる多数傷病者が発生すると、当該地域を管轄する消防本部におい

て、安定した救急サービスの提供が難しくなるおそれもある。そのため、イベント

の計画段階におけるイベント主催者、行政の担当部局等との会議の場等において、

熱中症発生の抑制や傷病者への適切な対応など的確な熱中症対策を求めていく必

要がある。 

感染症対策は、大規模イベント開催時だけでなく、平時からの対策が必要である。

特に災害発生時に迅速な活動をするためには、事前のマニュアル策定や、関係機関

間での協定締結が不可欠である。 

 

５．外国人と接する機会の多い市民を対象とした応急手当の普及 

外国人を相手に応急手当を実施する場合は、日本人を相手に行う場合と多くの違い

                            

 

7 平成 25 年に開催された日本ジャンボリーでは、会期前半に熱中症・脱水症等が多く発生した

ことから、会期途中から参加スカウトや指導者に対し、給水の徹底や給水スポットを増やすなど

の対策が行われている。 
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があることを理解しなければならない。また、熱中症への対応や、言語によるコミュ

ニケーションが難しいといった課題もある。 

 

（１）外国人に配慮した熱中症対応 

2020 年東京オリンピック・パラリンピック競技大会の開催期間が夏期となるた

め、熱中症への対応についても講習の内容に盛り込むことが必要となる。また、そ

の際には外国人への配慮として必要な事項があるかどうかを含めて検討を行わな

ければならない。 

救急蘇生ワーキンググループでの議論にもあるように、ガイドライン 2015 を受

けた要綱の改正に併せて熱中症対応についても応急手当講習内容に盛り込むこと

が必要と考えられる。 

 

（２）応急手当講習の効果的な普及 

応急手当講習をより多くの方に受講してもらうために、効果的な普及方策をとる

必要がある。 

各消防本部において、観光事業者や大会ボランティア等を対象に、効果的に応急

手当を普及するため、市長部局の観光担当部局、スポーツ振興担当部局等と適切に

連携することが求められる。また、SNS 等を活用した関係者に対する効果的な広報

についても、市長部局と連携をとることが考えられる。 

 

（３）外国人との円滑なコミュニケーション 

外国人を相手に応急手当を実施する際、円滑なコミュニケーションをとる必要が

ある。 

各消防本部において、地域の他機関と連携しつつ、多言語対応のコミュニケーシ

ョンボードを講習で活用するなどの対応が考えられる。 

 

（４）宗教上の禁忌等への配慮 

外国人に対する応急手当の場合、宗教上の禁忌に関することなど様々な配慮が必

要となる。 

県や市町村の国際担当部局と連携しつつ、特定の国の出身者が多いなどの地域性

や実情を考慮して、各消防本部で対応を検討し、適切に対応することが必要である。 
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６．諸外国におけるオリンピック等の大規模イベント時の外国人に対する救急

業務の状況 

海外における大規模イベント時の外国人対応について、調査を行った。 

 

（１）イベントの概要 

調査対象とした大規模イベントの基本情報を以下に示す。 

 

図表 7-99 大規模イベントの概要 

 

 

（２）救急出動状況 

調査対象とした大規模イベントにおける救急出動状況を以下に示す。 

救急出動件数については各国の救急システムの違いも影響しているが、イベント

による急激な件数の増加は、いずれも認められなかった。その要因としては、医療

救護所等の救護施設を数多く設置するなど大会会場において万全の医療体制を構

築することで、消防機関等への救急要請が抑制されたことが考えられる。 

消防機関における救急体制の充実強化のみならず、医療体制の充実を図ることも

重要と考えられる。 

  

イベント 開催期間 競技参加者数 観客数（チケット販売数）

ロンドン
オリンピック・
パラリンピック

【オリンピック】
2012年7月27日～8月12日（17日間）

【パラリンピック】
2012年8月29日～9月9日（12日間）

【オリンピック】
204カ国から10,568人
（男性：5,892人、女性：4,676人）

【パラリンピック】
164カ国から4,237人
（男性：2,736人、女性：1,501人）

【オリンピック】
821万枚

【パラリンピック】
278万枚

※イギリス国家統計局の推計によれば、オリンピック又はパ
ラリンピックに参加・観戦すること等のために2012年7～8月
に59万人にのぼる外国人が訪問した。

北京
オリンピック・
パラリンピック

【オリンピック】
2008年8月8日～8月24日（17日間）

【パラリンピック】
2008年9月6日～9月17日（12日間）

【オリンピック】
204カ国から11,028人
（男性：6,282人、女性：4,746人）

【パラリンピック】
146カ国から3,951人
（男性：2,568人、女性：1,383人）

【オリンピック】
650万枚超

【パラリンピック】
162万枚

シドニー
オリンピック・
パラリンピック

【オリンピック】
2000年9月15日～10月1日（17日間）

【パラリンピック】
2000年10月18日～10月29日（12日間）

【オリンピック】
199カ国から10,651人
（男性：6,582人、女性：4,069人）

【パラリンピック】
122カ国から3,881人
（男性：2,891人、女性：990人）

【オリンピック】
670万枚

【パラリンピック】
120万枚

※オリンピック観戦のために、海外から25万人がオーストラ
リアを訪問している。

ボストン
マラソン

4月第3月曜日（愛国者の日）に開催
※2015年4月20日
※2016年4月18日

【2015年】
97カ国から30,333人が出場登録
※ マラソンランナー：30,251人

車いす利用者： 53人
ハンドサイクル利用者： 29人

例年、約50万人の観客を得ている。
2015年大会の沿道の観客数を100万人と推計している資料
もある。

ベルリン
マラソン

例年9月に開催
※2014年9月27日
※2015年9月26日

【2015年】
127カ国から58,776人が出場登録

※ マラソンランナー：41,224人
車いす利用者： 37人

ハンドバイク利用者： 181人

観客数は100万人である。
（※ベルリン市ホームページより）
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図表 7-100 大規模イベント時の救急出動状況 

 

 

（３）多言語対応 

調査対象とした大規模イベントにおける多言語対応状況を以下に示す。 

通信指令員においては 3者通話による対応が広く行われていた。救急隊、医療機

関等では、コミュニケーションボード、外国語の医療用語集の作成など、様々な手

法で対応している。 

各消防本部においても、これらの手法を参考にしながら、平時から不測の事態に

備え、地域の実情を考慮した手法を検討し、実施していく必要がある。 

 

図表 7-101 大規模イベント時の多言語対応状況 

 
 

イベント 救急出動件数（３ヵ年） 開催期間中の救急出動件数（イベント関連） 主な救急要請内容

ロンドン
オリンピック・
パラリンピック

２０１１年：１０３万４４４２件（8月83,491件）

２０１２年：１０７万６５９３件（8月91,732件）

２０１３年：１０９万５１５０件（8月89,685件）

・１３３０件（オリ・パラ合計数）
※オリンピック会場等の４つのゾーンにおいて、

救急隊員が搬送、手当等を行った件数

・腹痛（９％）、骨折／骨折疑い（７％）、めま
い／失神（７％）、その他痛み（６％）、その
他（４６％）

北京
オリンピック・
パラリンピック

２００７年：２３万５５８４件（8月20,715件）

２００８年：２４万９９２２件（8月18,860件）

２００９年：４８万５６６８件（8月43,777件）
※2008年以降は北京救急センターと北京市赤十字会
急診救急センターを合わせた数値

・８０２件（オリンピック）
※７月２７日～８月２７日（競技施設内の件数）

・２４３件（パラリンピック）
※競技、練習施設内の件数

・外傷（３９．０３％）、消化器系（２１．８２％）、
心臓血管器系（７．３６％）、呼吸器系（６。４
８％）、神経系（６．２３％）など

シドニー
オリンピック・
パラリンピック

１９９９年：不明
２０００年：７０万９００件
２００１年：７４万０００件

※ニューサウスウェールズ州救急サービスの件数
※各月ともに2001-02年の方が2000-01年よりも高

くなっているが、オリンピック開催期間となった2000
年9月だけは2001年9月の数値を若干上回っている。

・８１７件（オリンピック）
※観客（41％）、競技者（19％）、職員・

ボランティア（21％）

※434人を病院へ搬送し、214人をオリンピック会場内の
メディカルセンターに搬送した。

・２７６件（パラリンピック）
※観客（24％）、競技者（33％）

・下肢の怪我（１８．８５％）、胸の痛み（１１．２
６％）、腹痛、吐き気、嘔吐（１１．１４％）、虚
脱、失神（７．７１％）など

ボストン
マラソン

２０１２年：１３万８３５２件
２０１３年：１４万２３４１件
２０１４年：１３万５０４０件
※ボストン市の救急出動件数

（参考）
ゴール付近に設置した大型の２つの医療テント
での対応件数

2014年：1,832件
2015年：928件
※2014年大会は、気温が高かった。

（参考）
医療テントで対応した内容
・マメ、痙攣、胸痛、熱中症、低体温症

ベルリン
マラソン

２０１２年：２９万２４６４件
２０１３年：３０万４４８３件
２０１４年：３３万３１９９件

※ベルリン市における救急出動件数

（参考）
2014年は聖ヨハネ騎士団事故救助会が
応急対応を行った。
9月27日（ミニマラソン）211件（8人搬送）
9月28日（フルマラソン）763件（37人搬送）

－

イベント 通信指令員 救急隊 医療機関 一般人向け啓発等

ロンドン
オリンピック・
パラリンピック

・３者通話で対応
（１５０言語対応可能）

・コミュニケーション・
ブックレット・
３者通話で対応

・赤十字フレーズブック
（英国赤十字／３６言語対応可能）

・通訳サービス
・リーフレット等の翻訳

NHS（国民保健サービス）はロンドンでの健康
的な滞在を可能とするためのガイド “ Stay
healthy during London 2012”を作成。Google翻
訳を使うことによって、多言語に翻訳可能。

北京
オリンピック・
パラリンピック

・３者通話で対応
（オリ：４４言語
パラ：９言語）

※ 大 学内 に多 言 語
サービスセンターを設
置

―

・外国語ハンドブックを作成
（１２５７の医療用語と２０００の医療フ
レーズ）
・外国語能力の高い３００人の医療従
事者を選定し、１０言語を対象とした言
語サービスを提供できるように配置。

北京市衛生局は、観光局と共同で、北京救急
ガイドを約10万部作成。対象言語は、英語、日
本語、フランス語、ドイツ語、ロシア語、韓国語、
スペイン語、アラビア語である。ハンドブックは、
競技会場、空港、ホテル、救急車、指定病院の
救急治療室等で配布

シドニー
オリンピック・
パラリンピック

・３者通話で対応 ―

選手村の総合診療所、大会会場救護
所において、医療通訳サービスを提供
し、その他、電話通訳者177人を配置
して55言語に対応

オーストラリア移民局によるブックレット、Web
サイトにおいて、救急通報の仕方に関する説明
が多言語でなされている。

ボストン
マラソン

・３者通話で対応 特になし
・翻訳アプリや翻訳アプリと電話翻訳
サービスを連携した対応

観客や会場周辺の関係者に対し、多言語ツー
ルは提供していない。なぜなら非英語圏から来
る者は相対的にそれほど多くないと考えている
ためである。

ベルリン
マラソン

・特別な対応はなく、応
答した通信指令員の言
語能力による。

・救急医療に関する情
報を５言語で説明する
資料が積載されてい
る。

―

公式HPでは、ドイツ語、英語による情報提供が
行われ、救護所に関する情報が提供されている。
インタラクティブなコース地図が提供されており、
救護所の場所等も表記されている。
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（４）危機管理計画等 

調査対象とした大規模イベントにおける危機管理計画等の状況を以下に示す。 

危機管理対策では、大規模イベント開催に先立ち救急需要の検討を行うなどした

上で、全ての事例において救急車の増台や救急隊員の増員を行っており、様々なシ

ナリオを想定した危機管理計画が作成されている。こうした消防機関側の対策に加

え、オリンピック病院の指定や競技場周辺の医療救護所の設置等、医療側の十分な

対策も重要であり、それぞれが必要な対策を講じたうえで、救急と医療の連携をは

じめ、関係他機関と適切に連携していくことが重要である。 

 

図表 7-102 大規模イベント時の危機管理計画（消防機関側の対策） 

 

図表 7-103 大規模イベント時の危機管理計画（医療機関側の対策） 

 

イベント 消防機関側の対策

ロンドンオリンピック
パラリンピック

・ロンドン救急サービスで６６台の救急車を追加
・他のNHS（国民保健サービス）トラストから２２５名の応援を得て、オリンピック期間中は全員がロンドンで救急業務に携わる
・民間救急搬送サービス４社（５０台）の民間救急車の提供を受ける契約をし、民間救急車への指令はロンドン消防サービスが実施

北京オリンピック
パラリンピック

・開会式会場周辺での混雑による事故等が想定されるため、会場最寄りの地下鉄駅である北土城駅に救急車３台を配置
・北京救急医療センターと中国紅十字会北京支部とで共同運用を行い、北京救急医療センターの救急車１７６台と、中国紅十字会北
京支部の救急車７０台の合計２４６台を市内の病院に配置

シドニーオリンピック
パラリンピック

・救急車を５８台追加
・民間救急サービス組織と連携
・州内の地方部を担当する医療補助員を加え、シドニー都市圏を対応
・ＡＥＤを所持した救急車、医療補助者、民間救急サービス関係者が会場内の各所に待機し、会場のどこで事案が発生しても１０分以
内に駆けつけられる体制を構築

ボストンマラソン ・通常の救急体制（ボストン全域で救急車２４台）に加え、１４台の救急車と１４０人の隊員をマラソンコースに沿って配置

ベルリンマラソン
・聖ヨハネ騎士団事故救助会がベルリン・マラソンの応急手当を提供し、2014年大会では緊急車両として、10台の救急車、２台の医師
同乗救急車、１５台の患者搬送車、１０台のオートバイ、２台の自転車を配置している。合計３９０名の聖ヨハネ騎士団で対応を行い、
その内２５８名はドイツ各地の聖ヨハネ騎士団から、３９名はポーランド、オーストリア、イギリスの聖ヨハネ騎士団からの応援

イベント 医療機関側の対策

ロンドン
オリンピック
パラリンピック

特定の医療機関を「オリンピック病院（Olympic Hospital）」として指定している。オリンピック会場で事故等が発生した場合には、オリン
ピック指定病院へ優先的に搬送される。オリンピック病院はオリンピック期間中に増加する需要への対応準備を行っている。また、計画で
はオリンピック病院が満員になった場合でも、オリンピック病院以外の近隣の病院に、受入の余裕があるような計画をした。

北京オリンピック
パラリンピック

北京市衛生局では、3階層からなる救急医療ネットワークを構築した。対象として、やけど、外傷、核汚染、中毒、感染症の大流行の5つ
のタイプを想定している。これら5つのタイプの事態に対応できる18の専門病院を第1層として、第2層には54の一般医療機関、第3層には
37の一般医療機関を位置づけ、それぞれが連携しながら、応急措置、救急車による搬送、病院内での処置を行うこととなる。これらの病
院全体で5,880床を備え、救急事態に対処可能な十分な薬と物資を備えている。また大量傷病者発生時に対応可能な総計1,000名の人
員による115の救急対処チームを配備した。北京市衛生局と医療機関は、異なるタイプ、規模の救急事態に対処するための計画を作成し
ている。また第2層、第3層の病院の約2,000人の医師、約4,000人の看護師を対象に心肺蘇生法、人工呼吸法、深部静脈穿刺等の救急
ケアのトレーニングを行った。

シドニー
オリンピック
パラリンピック

3つの病院がオリンピック病院として指定された。多くの競技が行われるシドニーオリンピック公園の観客に対応する病院、競技者・運営
者に対応する病院、オリンピック関係者や市内会場の観客に対応する病院として指定している。加えて10の病院がサポート病院として指
定されている。サポート病院は、大会会場の近くにある病院であり、オリンピック病院を補完する役割を担う。サポート病院の主な役割は、
観客の救護である。加えて、緊急時におけるオリンピック関係者の優先的受入場所となる役割を担っている。その他のシドニー内の病院
は、オリンピック従事者やメディア関係者等のその他のオリンピック関係者の対応を行う。

ボストンマラソン

ゴール付近には大規模な医療テントを2つ設置している。医療テントでは適切な医学的処置を提供することで、周辺の救急資源に過度
の負担がかからないようにしている。ボランティアの医師、看護師、理学療法士、マッサージ療法士が配置されており、軽度な傷病に対処
できるだけではなく、より重篤な心筋梗塞、低ナトリウム血症、異常高熱等への対処も行うことができる。より深刻な場合には必要に応じ
て、地域の病院に搬送される。

ベルリンマラソン

マラソンコース上に救護所を設置している。15km地点までは緑地に白十字又はDOCTOR、MEDICAL SERVICEという表示を付けている
移動チームが医療対応を行っている。15kmから36km地点には、3kmごとに救護所を設置している。また1kmごとに救護者を配置して応急
手当等を受けることができる。36km地点以降は、1kmごとに救護所を設置し、対応が得られるようにしている。
個々の救護所には、少なくとも1名の医師が配置されている。救護所の医師は、マラソンコース上の選手をみて、怪我や過度の疲労の徴
候を示している者はレースから離脱させる権利と責任を負っている。
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熱中症対策においては、地域ごとに気候の違いはあるものの、様々な広報媒体で

注意喚起を実施している。2020 年東京オリンピック・パラリンピック競技大会に

おいては、高温多湿な日本特有の気候により、熱中症対策について十分な取組が必

要である。 

感染症対策については、発生時に速やかに探知・周知が行えるシステムが構築さ

れている。 

 

図表 7-104 大規模イベント時の危機管理計画（熱中症対策、感染症対策） 

 

 

（５）大規模イベント開催時における多数傷病者発生事案 

2013 年のボストンマラソンでは爆弾テロ事件により死傷者が発生したが、テロ

事件に対してスムーズな対応が行われた。その要因として、爆発現場周辺にもとも

と医療スタッフや救急車が配備されており、十分な救急資源、医療資源があったこ

と、重症患者を一つの病院に集中させなかったこと等が挙げられている。 

大規模イベント開催時には、消防機関だけではなく、医療機関をはじめ多くの関

係機関と綿密な事前協議を重ね、危機管理計画等を作成する必要がある。 

 

  

イベント 熱中症対策 感染症対策

ロンドンオリンピック
パラリンピック

・“Stay healthy during London 2012”というリーフレットを作成し、熱中
症による脱水を予防するためのアドバイス提供。

・給水所を設けて、空の容器に飲料水を入れることも可能

・HPA（英国健康保健庁）のチームは感染症に関するレポートも
毎日提供

・オリンピック参加国のチームドクターには、 感染症調査に協
力することを求め、下痢や嘔吐、発熱、黄疸等の症状をみつ
けた場合には、選手村内に設置された総合診療所に報告す
るよう要請

北京オリンピック
パラリンピック

・飲用水やサンバイザーの無償提供、休憩エリアの設置、軽微症状
の迅速処置により、熱中症対策を行った。

（大気汚染の抑制措置により、空気の質が好転し、喘息等の発病率
は低い水準であった。）

・各種突発公共衛生事件への対応策、モニタリングシステム、
伝染病（腸、呼吸器官）、生物テロの対応策を作成した。

・「インフルエンザ大流行に対応する準備計画及び対応案」
「ペスト抑制緊急対応案」、「食物中毒事件緊急対応案」など３
０部門の対応案も作成した。

シドニーオリンピック
パラリンピック

・海外からの訪問者に対して、日射対策に関する警告を行っている。
（例：脱水症にならないよう、喉の渇きを感じなくても多くの水分を摂取
すること、午前11時から午後3時の間はできるだけ、日差しの下にい
る時間を減らし、日陰を活用する等）

・指定した病院を対象に、特定の症状をもった患者が来院した
ことに関する情報を登録。大流行となる徴候や疾患のパター
ンの変化等を調べ、必要な注意喚起が行えるよう、データは
毎朝午前8時にはNSW Health Olympic Coordinating Center
に送られイントラネットで閲覧可能となるようにしている。

ボストンマラソン 特になし ・翻訳アプリや電話翻訳サービスを連携した対応

ベルリンマラソン ・救急医療に関する情報を５言語で説明する資料が積載されている。 ―
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図表 7-105 大規模イベント時の同時多発的な事案発生状況 

 

 

７．まとめ 

2020 年東京オリンピック・パラリンピック競技大会に向けた救急業務に関する課

題と対応策について、消防本部、諸外国における事例をもとに検討した。 

多言語コミュニケーションを支援するシステムについては、多言語コミュニケーシ

ョンツールや多言語音声翻訳システム、今回新たに作成した訪日外国人のための救急

車利用ガイド（英語版）などの取組を参考としつつ、各消防本部が地域の実情にあわ

せて対応を検討することが期待される。また、総務省で取組を進めている多言語翻訳

アプリについて、救急現場で使いやすいツールとして開発が進むことを期待する。 

大規模イベント等開催時における多数傷病者発生時への備えとしては、イベントの

計画段階から、イベント主催者や行政の担当部局等に対して熱中症対策を求めていく

必要がある。また、感染症など災害発生時に迅速な活動を可能とするために、事前の

マニュアル策定、関係機関間での協定締結等を進めていく必要がある。 

外国人と接する機会の多い市民を対象とした応急手当については、消防本部と関係

組織が連携した SNS等を利用した効果的な広報の実施、地域性や実情等を考慮した外

国人への対応等について検討し、適切に対応していくことが求められる。 

こうした対応を検討する上で、諸外国の大規模イベント時における取組は参考とな

るところが多い。各消防本部等は、これらの事例を踏まえながら、消防と医療の連携

をはじめ、関係他機関と適切に連携していくことが重要である。 

 

イベント 同時多発的な事案 救急車が不足する事態 医療機関の受入超過事態

ロンドン
オリンピック・
パラリンピック

無 無 無

北京
オリンピック・
パラリンピック

無 無 無

シドニー
オリンピック・
パラリンピック

無 無 無

ボストンマラソン

① ２０１３年４月１５日に爆弾テロ事件が発生し、ボストン・マラソンのゴール付近

で２つの圧力鍋を使った爆弾が爆発し、死者３名、負傷者２６４名、負傷者の内

１６名は外傷性切断を負った。爆発後の対応は、事前に作成していた計画に則

りスムーズに行われた。最も早く搬送された重症者は爆発から９分以内に病院

に到着。１１８名が救急車で搬送され、最も遅い者でも１時間以内に病院に到

着している。患者は１３の病院、医療センターに分かれて搬送された。迅速に

搬送されたこともあり、搬送された患者で死亡した者はいない。

② ２０１２年大会では気温が３０度を超えるなど高温に見舞われた。そのため、ボ

ストン・マラソン主催者は出場者に対し、高温下でのマラソンに不安がある場合

には出場を回避するよう呼びかけた。その結果、出場登録していた約１４％の

ランナーがマラソンのゼッケン番号を取りに来なかった。

無 無

ベルリンマラソン 無 無 無
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